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独立行政法人林木育種センターの平成１７事業年度の評価結果について

１ 総合評価の評定

（Ａ）： 中期計画に対して概ね順調に推移している。

農林水産省独立行政法人評価委員会林野分科会（以下「分科会」という。）

が、独立行政法人林木育種センター（以下「センター」という。）の平成１

７年度の業務の実績について、「独立行政法人林木育種センター及び独立行

政法人森林総合研究所の業務の実績に関する評価基準」により、中期目標及

び同目標に基づき作成された中期計画の達成度合いを客観的に判断するため

評価単位を設定し、取り組むべき課題の達成状況を評価し、その結果を基本

として総合評価を行ったところ、中期計画に対して概ね順調に推移している

と判断されたことから、上記の評価結果（Ａ）とした。

なお、評価は、設定した評価単位ごとに、センターが行った自己評価結果

の提出・説明を受け、当該資料の調査・分析を基本として行った。

２ 大項目の評定

「業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置」、「国民に

対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置」、「予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計

画」、「その他主務省令で定める業務運営に関する事項」のうち、「予算（人

件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画」については、全体的に努

力はしているが、一部において目標を明確にすることが望まれるため(Ｂ)と

評価したが、その他の項目については、何れも中期計画に対して概ね順調に

推移していると判断されたことから（Ａ）と評価した。

３ 業務運営に対する総括的な意見

センターの業務運営の改善に資するため、分科会は以下のような意見を述

べた。

(1) 着実に計画を達成しており、各項目ごとに積極的な取り組みのための努

力が行われている。

(2) 関係各方面との連携が進んでおり、センターの役割を明確にした上で、

今後とも一層の連携強化に努められたい。



平成１７年度業務実績評価

〔林木育種センター分〕

・ 評価単位の評価シート

評価単位ごとに法人が作成し分科会に提出された評価シートであり、分科会はこれ

らを分析・調査した上で評定を行うとともに必要に応じコメントを付している。

・ 大項目の評価シート

各大項目に係る評価単位の評定を基礎として、大項目ごとに評定を行うとともに必

要に応じコメントを付している。

・ 総合評価の評価シート

全評価単位の評定を基礎として、総合評価を行うとともに必要に応じコメントを付

している。

・ 補足資料

分科会から林木育種センターに対して補足説明を求めて得た情報である。
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評価シート１
平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
（中項目）業務の効率化

評価単位 業務の効率化
①

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、運営費交付金を充当して行う事業について、中期目標の期間（平
成１３～１７年度。以下同じ。）中、人件費を除き、毎年度平均で少なくとも前年
度比１％の経費節減を行うとともに、会計業務等の事務処理の迅速化・簡素化や庶
務的業務を中心とした事務処理方法の改善に努める。

１．運営費交付金を充当して行う事業については、予算の本所における一元的な執行管
理や年度途中のきめ細かな配賦等により、業務運営全般にわたって効率的な執行に努
めた。その結果、人件費を除く業務費及び一般管理費の合計の平成１７年度の実行額
は６８０，２８１千円で、平成１６年度の実行額７１１，７５０千円に比べて４．４
％の減となった。

運営費交付金の実行状況 （単位：千円、％）

区 分 Ｈ１６実行額 % Ｈ１７実行額 % 前年度比

人件費 １，２１６，１８５ 61 １，２４７，３３７ 65 １０２．６

補正予算増分 ５６，６５６ 3 － - －

業務費＋一般管理費 ７１１，７５０ 36 ６８０，２８１ 35 ９５．６

業務費 ３７１，４９１ 19 ３９４，２１７ 20 １０６．１

一般管理費 ３４０，２５９ 17 ２８６，０６５ 15 ８４．１

運営費交付金合計 １，９８４，５９１ 100 １，９２７，６１９ 100 ９７．１

（注）四捨五入の関係で計が一致しないところがある。

２．事務処理方法の改善については、職員からの改善提案制度により、２０件の提案に
ついて「業務改善委員会」において審議検討し、５件を採択し直ちに実行した。この
他、事業や調査・研究業務の効率化、事務処理の迅速化を図るため、通信回線網（LA
N及びインターネット等）の整備を行った。（資料①－１）（資料①－２）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ １

達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％
具体的指標の数 １

計画に沿って、人件費を除き前年度比４．４％の経費節減及び事務処理方法の改善を
実施することができたことから、具体的評価指標は「達成」と評定した。本評価単位の
自己評価は、達成割合が９０％以上であることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料①－１）

平成１７年度 業務実施方法の改善の具体例

項 目 内 容

FAXによる見積書の徴取 ・契約希望者から見積書を徴取するにあたって、

（契約者（採用見積者）は後日 契約書・請書を必要としない契約（年間約3,000

郵送にて見積書を提出すること 件）については、従来の郵送等による方法からF

としている。） AXによる見積りに変更し、事務の効率化を図っ

提 た。

案 袋形式の給与支払い明細書の廃 ・給与の支払い明細書の仕様を従来の袋形式か

止 ら単票形式に見直すことにより、コストの低減、

制 事務の簡素化を図った。

度 公用車利用に係る予約等のネッ ・公用車利用の予約について、従来担当係に赴

トワーク化 いて手続きを行っていたものを、LANによる手続

に きとし、公用車の予約事務の効率化を図った。

よ

林木育種事業の実施状況及び統 ・取りまとめにあたって、従来は、年度毎に都

る 計の取りまとめ方法の改善 度照会文書を出していたが、年度報告形式に改

め、年度毎の照会事務を不要とすることにより、

も 事務軽減を図った。

の 依頼研修生の受入事務の簡素化 ・理事長による受け入れ承認を、育種場長に権

限委譲を行うことにより、事務の簡素化を図っ

た。

通信回線網（LAN及びインターネ ・事務処理のOA化の進展に伴って、独法化以前

ット等）の整備 に導入した通信網の能力・速度低下等の問題が

そ 顕在化したことから、通信網の整備方法等を検

の 討して、抜本的な整備をおこなった。これによ

他 り、次期会計システムへの対応をはじめ、業務

の効率化が可能となった。
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（資料①－２）

（参考）業務改善の提案・採択件数の経年比較

（単位：件数）

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

提案件数 ８ ９ １１ １６ ２０ ６４

採択件数 ４ ４ ６ ７ ５ ２６
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評価シート１
平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）業務対象の重点化

評価単位 業務対象の重点化

②

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、森林・林業を巡る諸課題や林木遺伝資源の利用上の重要性、確保
・保全の必要性及び海外からの協力要請を踏まえて、中期計画の第１の２に重点的
に取り組む業務を明示し、これらの業務を進める。

１．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上を効率的かつ効果的に推進

するため、林木の新品種の開発、林木遺伝資源の収集・保存及び海外に対する林木育

種技術協力について、中期計画において重点化した業務を対象に平成１７年度計画に

おいても重点化して年度計画を策定し、これに基づいて着実な業務の実施に取り組ん

だ。

２．また、平成１６年度から、社会的ニーズの高まりや都道府県等からの要請、中期計

画を実行する中で得られた成果を早急に発展、普及させる必要性等を踏まえて選定・

実施することとした「重点課題」については、平成１７年度は、新たに２課題を選定

し、平成１６年度からの継続課題と合わせて４課題を実施した。

平成１７年度に実施した重点課題

Ⅰ．無花粉スギの探索及び優良品種との人工交配による新品種の開発等

（新規、平成１７年度予算重点配分額： ３百万円）

Ⅱ．ＣＯ２吸収・固定に優れた品種の開発のための容積密度の効率的な計測・評価

手法の開発

（新規、平成１７年度予算重点配分額： ４百万円）

Ⅲ．マツノザイセンチュウ抵抗性品種のクローン増殖技術の開発及び育種の推進

（継続、平成１７年度予算重点配分額： ５百万円）

Ⅳ．アカシア属の種間交雑種創出のための基礎的技術の確立

（継続、平成１７年度予算重点配分額：１０百万円）

（資料②－１）

３．これら以外の年度計画に基づいた具体的な業務の取組内容については、大項目「第

２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置」に係る評価シートによるところである。（資料②－２）
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評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

中期計画において重点化した業務に計画的に取り組むことができ、また、特に早急に
取り組むべき課題について、重点課題として選定し、予算の重点的な配分を行い実行で
きたことから、具体的評価指標は「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、具体

的指標の達成割合が９０％以上となることから「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料②－１）
平成１７年度に実施した重点課題について

課題名 Ⅰ．無花粉スギの探索及び優良品種との人工交配による新品種の開
発等

実施期間 平成１７年度

目 的 ① 雄性不稔遺伝子を保有する精英樹等育種材料の追加。（→品種
（期待する成果） 開発の選択肢拡大）

② 無花粉の特性を取り込んだ林業用品種開発の早期着手。（→品
種開発の早期達成）

③ スギ苗木の成長促進による無花粉の特性を取り込んだ林業用品
種開発の必要年限の短縮。（→品種開発の促進）

④ 雄性不稔個体の同定。（→品種開発の選択肢の拡大）

重点的に取り組 ① これまでに見出した無花粉スギは数少なく、全国的展開や新品
む必要性 種の健全な育成を進めるには不十分なため、無花粉スギの更なる
（背景） 追加が必要。

② 無花粉スギに関する社会的な要請と注目度はきわめて高いた
め、林木育種センターとして可能な限り早く品種開発に着手する
必要がある。
③ 無花粉の特性を取り込む林業用品種の開発には二度の人工交配
を要するので、交配苗を短期間に育成する技術を開発して必要年
数を短縮する必要がある。

④ 見出された雄性不稔個体について、今後、有効に活用するため
にどの精英樹なのかを明らかにする必要がある。

事業概要 ① 雄性不稔ホモ個体の探索（本所、東北、関西、九州）
精英樹等を対象に着花促進を行い雄性不稔スギのホモ個体の探

索を行う。
② 雄性不稔を取り込んだ品種開発のための交配材料の育成（本所、
関西）
優良な精英樹と雄性不稔個体間の人工交配でＦ１個体を育成す

る。
③ 雄性不稔の検定に要する期間の短縮化（本所）

実生後代を用いて雄性不稔を検定する際に要する期間の短縮を
図るための試験。

④ 雄性不稔スギのＤＮＡ分析（本所、関西）
関西で発見された雄性不稔個体のＤＮＡ分析。

平成１７年度の 【本所】
実行状況及び成 ① 雄性不稔ホモ個体の探索
果 センター本所に保存されており、未調査となっているスギ６２

７クローン延べ１，５０７個体にジベレリン処理をし、雄花を着
花させた。１２月～１月にかけて処理木のうち、着花のみられた
全個体について雄花の調査を行った。その結果、新たに１クロー
ンが雄性不稔であることが分かった（このクローンでは着花個体
全５ラメートで正常花粉が形成されていなかった）。
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② 雄性不稔を取り込んだ品種開発のための交配材料の育成
爽春を交配母樹として６０系統の花粉と交配し、５９家系で合

計１１７ｇの交配種子を得た。
③ 雄性不稔の検定に要する期間の短縮化

現在、苗木育成装置を用いた苗木の育成に着手した。
この他、「爽春」に関して延べ５件の文献発表や学会発表を行

った。
【東北】
① 雄性不稔クローンを探索するため、東部育種区では１６２クロ
ーン、西部育種区では２１６クローンに対してジベレリン処理を
行い、着花した雄花を調査中。

② 雄性不稔候補スギをさし木増殖した。平成１７年１０月、雄性
不稔候補スギと精英樹を交配した種子を採取し精選した。

【関西】
① 精英樹などの育種素材を対象に雄性不稔スギのホモ個体を探索
した。
② 雄性不稔候補スギと推奨品種などの育種素材を人工交配した。
【九州】
① 精英樹などの育種素材を対象に雄性不稔スギのホモ個体を探索
した。
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課題名 Ⅱ．ＣＯ２吸収・固定に優れた品種の開発のための容積密度の効率
的な計測・評価手法の開発

実施期間 平成１７年度

目 的 ① トドマツ、ヒノキ、カラマツの炭素含有率の変異の大きさに関
（期待する成果） する見通しの把握。（→品種開発の促進）

② ＣＯ２吸収・固定に優れた品種を効率的かつ正確に開発するた
めのレジストグラフを用いた容積密度の計測・評価手法の開発。
（→品種開発の促進）

重点的に取り組 ① スギ以外の樹種についてもＣＯ２吸収・固定に優れた品種の開
む必要性 発が求められており、トドマツに関しては第二期中期計画（平成
（背景） １８～２２年度。以下同じ。）着手となるので必要。

② 第二期中期計画の重要課題であるＣＯ２吸収・固定に優れた品
種の開発を正確かつ効率的に実施するには、レジストグラフを用
いた容積密度の計測・評価手法の開発が必要なため。

事業概要 ① カラマツ、ヒノキにおける炭素含有率の変異幅の推定
カラマツ、ヒノキ（本所）及びトドマツ（北海道）の炭素含有

率を測定して、それぞれの樹種の変異幅を推定する。
② 事業化に向けたスギ容積密度簡易推定法の開発

デンシトメトリ法によるレジストグラフ及びピロディンの密度
推定値の評価に着手するとともに、検定林における容積密度の簡
易推定法開発のためにデータを収集する（本所）。

平成１７年度の 【本所】
実行状況及び成 ① カラマツ、ヒノキにおける炭素含有率の変異幅の推定
果 カラマツについて、長野事業場クローン集植所で間伐した試料

を用いて、７５クローン、１９２個体の炭素含有率を測定し、そ
の変異の大きさについて見通しを得た。ヒノキについて、九熊本
第３３号実生検定林で間伐した試料を用いて、３０系統、１７７
個体の炭素含有率を測定し、その変異の大きさについて見通しを
得るとともに、炭素固定能力への影響の度合いを明らかにした（1）。
② 事業化に向けたスギ容積密度簡易推定法の開発

スギについて、４検定林、７１クローン、９０７個体に対して
ピロディンを用いた容積密度の簡易推定を進めた。また、そのう
ち３検定林、４６クローンを用いて、簡易推定に必要な遺伝パラ
メータの推定を行った(2)。
(1) 武津・高橋・藤澤・栗延（2006）ヒノキ精英樹における炭素
固定量の家系間変異への諸形質の影響。第57回日本森林学会関
東支部大会講演要旨集。

(2) 武津・福田・高橋・田村・栗延（2006）ピロディンを用いた
複数検定林におけるスギの容積密度の解析。第117回日本森林
学会大会。

【北海道】
① トドマツ１０クローン３０個体の炭素含有率を測定した結果、
心材と辺材の炭素含有率の変異は、クローン平均値でそれぞれ５
０．５％～５１．１％及び５０．１％～５０．６％となり、部位、
クローン間で大きな違いがなく、定数として扱えることが示唆さ
れた。
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課題名 Ⅲ．マツノザイセンチュウ抵抗性品種のクローン増殖技術の開発
及び育種の推進

実施期間 平成１６年度～平成１８年度

目 的 ① 抵抗性マツのさし木増殖技術の開発。（→抵抗性品種の山出し
（期待する成果） 苗の安定供給、低コスト化）

② 東北、関東、関西育種基本区での抵抗性マツ育種事業の推進。
（→①の技術を適用しうる抵抗性品種数の増大）

重点的に取り組 ① 現在行われている接種判定を伴う山行き苗生産の非効率性、高
む必要性 コスト性を早急に解消する必要がある。
（背景） ② クロマツ等の抵抗性品種の需要が高いにもかかわらず、品種開

発が比較的遅れている地域での品種開発が急務となっている。

事業概要 ① クローン増殖技術の開発（九州）
サイトカイニンによる発根促進技術を開発、ＣＯ２施肥法のマ

ツへの適用の検討、ＢＡＰによる萌芽数増大法の検討、マツさし
木に関する基礎技術のマニュアル化。

② 現行事業の推進（本所、東北、関西）
抵抗性候補木の選抜・採種（本所・関西）、施設・設備整備（東

北・関西）、検定用苗木の育成促進（本所・東北）。

平成１７年度の 【九州】
実行状況及び成 ① 植物ホルモンであるオーキシンの種類や濃度をかえてクロマツ
果 のさし木を行い、それらが発根率に及ぼす影響について調査を行

った。その結果、ＩＢＡでは０．５％、ＮＡＡでは０．１％が最
適濃度であることを明らかにした。両者を併用した効果について
は、現在取りまとめ中である。また、前年度に整備したＣＯ２施
肥装置付インキュベーター内でクロマツのさし木を行った。その
結果、ＣＯ２ 未施肥に比較して、発根率は８％増加した。一方、
マツさし木に関する特許申請を行うとともに、さし木の基礎技術
をマニュアル化したパンフレット案を作成した。

【本所】
② 茨城県が選抜したアカマツの二次検定及び静岡県のクロマツ実
生系統の一次検定を行い、アカマツ２系統が二次検定に合格した。
群馬県の一次検定合格木及び福島県から選抜した一次検定合格木
のつぎ木増殖を行った。愛知県からは、追加選抜と採種を行うと
ともに前年に採種した系統を播種した。

【東北】
② クロマツ及びアカマツの一次検定と二次検定を実施して、クロ
マツ１個体が二次検定に合格した。接種検定用のマツノザイセン
チュウや次年度に使用する対照系統を配布した。クロマツ抵抗性
候補木やアカマツ人工交配家系を育成するとともに、クロマツ２
０系統１，０００本、アカマツ２８系統１，４００本のつぎ木増
殖を行った。
【関西】
② ビニ－ルハウスを設置し、一次検定結果をビニ－ルハウス内と
露地で比較した。露地で接種した場合と比べてビニ－ルハウス内
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では健全率が低く、一次検定の選抜強度を高めることができたと
考えられた。また、ガラス室内で二次検定を実施した。四国増殖
保存園では、新たに設置したビニ－ルハウス内で二次検定を実施
した。二次検定の結果、アカマツ７系統、クロマツ１系統が抵抗
性品種として有望と認められた。兵庫県の日本海岸において、ク
ロマツ抵抗性候補木を１３個体選抜し、各々の個体から球果を採
取した。これにより、石川県以西の日本海岸各府県から候補木が
選出された。
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課題名 Ⅳ．アカシア属の種間交雑種創出のための基礎的技術の確立

実施期間 平成１６年度～平成２２年度（重点課題としては平成１７年度まで）

目 的 ① 産業造林用の優良な種苗を広く普及させることで天然林への伐
（期待する成果） 採圧力を低下させ、貴重な熱帯天然林の保護と生物多様性の保全

を図ることが期待できる。
② 将来とも逼迫が想定されるアジア域内の木材需給を緩和するた
めに必要な人工林材を大量かつ安定的に供給する体制整備に寄与
することができる。

③ アカシアハイブリッドは、炭素滞留効果の高い製材用材に適し
ていることが確認されており、二酸化炭素固定に関して他樹種に
比べて高い能力を発揮することが期待できる。

重点的に取り組 東南アジア地域の産業造林において、生長量及び芯腐れ菌に対す
む必要性 る抵抗性が共に優れているアカシアハイブリッド（マメ科アカシア
（背景） 属に属するマンギウム種とアウリカリホルミス種との種間雑種）の

造林がベトナムをはじめとして拡大している。しかしながら、現在
植林事業に用いられているアカシアハイブリッドは偶然発見された
天然雑種であり、遺伝的変異に乏しいことから、今後さらなる遺伝
的改良が望めないほか、新たな病害虫の発生等で大きな被害を受け
る可能性がある。このため、産地・系統の明確な優良個体同士を交
配し、さらに能力の高いスーパー雑種やより高い遺伝的多様性を有
する改良品種群を創出するため、林木育種センターは、越井木材工
業株式会社、マレーシア・サバ州森林公社（SAFODA）及び九州大学
と本研究課題に関する共同研究を推進することとした。
平成１７年度は、この調査・研究を進めるための施設整備や試験

地の設定等を早急に行うことが必要である。

事業概要 天然分布域から両親種の諸系統を可能な限り収集し、これを用い
た実験交配園をマレーシア・サバ州及び沖縄県西表島に設け、着花
習性など、交配に不可欠なデータを蓄積し、ＤＮＡ分析等による天
然雑種の出現頻度の解明や交配実験を実施する。
同時に、着花の促進や制御するための生理学的実験及び花粉貯蔵

実験により、開花時期の不一致を克服する手段の確立を目指す。

平成１７年度の 平成１７年度は、西表熱帯林育種技術園に、着花促進や着花時期
実行状況及び成 のコントロール等に必要な交配実験ハウスが完成し、交配実験に用
果 いる鉢植え個体をハウス内に設置した。また、屋外試験地（交配実

験園）の台風対策用の防風ネットの設置、必要な関係機材の整備を
進め、試験材料の一部を用いて着花促進のための予備試験を開始し
た。
一方、マレーシア・サバ州では、マンギウム種とアウリカリホル

ミス種の種子から養成した苗木を用いた自然交配園及びクローン増
殖個体を用いた人工交配園を造成した。
これらにより、アカシア属の種間雑種創出のための技術開発に必

要な施設及び試験地の整備が概ね完了した。
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（資料②－２）
業務対象の重点化について

平成１７年度計画 平成１７年度の実績

２ 業務対象の重点化 「（大項目）国民に対して提供するサービス
その他の業務の質の向上に関する目標を達

(1) 林木の新品種の開発 成するためとるべき措置」の実施項目
林木の新品種の開発を効率的かつ効果

的に推進するため、以下の業務に重点を
置いて取り組む。

○ 林木の新品種の開発
ア 成長・材質等の優れた品種、花粉 ・林業生産性の向上等に資する成長や材質等の優れた品
症対策に有効な品種及び病虫害抵抗 種の開発（成長や材質等の優れた品種、精英樹等の第
性品種の開発のための諸調査の推進 二世代品種、ロウを利用するハゼノキの優良品種等）
、並びに成長等の優れた品種、ロウ ・花粉症対策に有効な品種の開発（アレルゲンの少ない
を利用するハゼノキの優良品種、ア スギ品種）
レルゲンの少ないスギの品種及びマ ・抵抗性品種等の開発（マツノザイセンチュウ抵抗性品
ツノザイセンチュウ抵抗性品種、ス 種、スギカミキリ抵抗性品種、環境緑化用のスギ等の
ギカミキリ抵抗性品種及び環境緑化 品種等）
用のスギ品種の開発
イ 精英樹等の第二世代品種の開発を
目的とした人工交雑や検定の推進

ウ 上記の品種、雪害抵抗性品種及び
地球温暖化防止に資する品種の開発 ○ 新品種の開発等のための林木育種技術の開発
のために必要な林木育種技術並びに ・新品種の開発に必要な林木育種技術の開発（ＤＮＡ分
ＤＮＡ技術等を活用した先端的な林 析技術及び遺伝子組換え技術の開発を含む。）
木育種技術の開発 ・天然林を構成する有用樹種の遺伝的多様性を確保しつ

つ諸形質を改良するための林木育種技術の開発
・効率的な採種園の造成・管理技術の開発
○ 種苗の生産及び配布

(2) 林木遺伝資源の収集・保存 ○ 都道府県等に対する林木育種技術の講習及び指導
国内の林木遺伝資源の利用上の重要性、

確保・保全の必要性を勘案し、林木遺伝
資源の収集・保存を効率的かつ効果的に
推進するため、以下の業務に重点的に取
り組む。

○ 林木遺伝資源の収集・保存
ア 絶滅に瀕している種、南西諸島や ・林木遺伝資源の探索・収集
小笠原諸島の自生種、枯損の危機に ・林木遺伝資源の増殖・保存
瀕している巨樹・銘木、衰退林分で ・林木遺伝資源の特性評価
収集の緊急性の高いもの及び新品種 ・林木遺伝資源の情報管理及び配布
の開発に資する利用価値の高い育種
素材の探索・収集、増殖・保存、特
性評価等の実施

イ 上記の林木遺伝資源の探索・収集、 ○ 林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価
増殖・保存、特性評価等を行うため 技術の開発
に必要な技術の開発 ・林木遺伝資源の収集、分類・同定技術の開発

・林木遺伝資源の生息域内保存技術の開発
・林木遺伝資源の生息域外保存技術の開発
・林木遺伝資源の特性評価技術の開発

(3) 海外に対する林木育種技術協力
相手国からの協力要請を踏まえ、海外

に対する林木育種技術協力を効率的かつ
効果的に推進するため、以下の業務に取
り組む。

ア 熱帯・亜熱帯地域を中心とした海 ○ 海外の林木遺伝資源（探索・収集）
外の林木遺伝資源の探索・収集

イ 熱帯・亜熱帯地域を中心とした早 ○ 海外協力のための林木育種技術の開発
生樹種等の林木育種に関する技術協 ・林木育種技術の体系化
力を行うために必要な林木育種技術 ・品種開発のための基礎的な林木育種技術の開発
の開発

○ 海外の林木育種に関する技術指導
ウ 海外研修員の受入れ、専門家派遣
等による林木育種に関する技術指導



- 13 -

評価シート１

平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置
（中項目）関係機関との連携

評価単位 関係機関との連携
③

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、林木育種の推進に当たって、育種素材の収集等については国有林
野事業や都道府県等との連携の下に効果的な実施を図るとともに、技術開発につい
ては大学や他の独立行政法人等との連携を図る。

１．国有林野事業、都道府県、民間企業等と連携を図り、新品種を開発するための育種
素材の収集、検定林や試験地の設定・調査等を進めた。

２．また、他省庁、国有林野事業、都道府県、市町村等と連携を図るとともに、林木遺
伝資源の所有者の協力も得ながら、林木遺伝資源の収集・保存等を進めた。

３．さらに、大学や都道府県の試験研究機関、他の独立行政法人、森林管理局等と共同
あるいは連携して、林木育種技術の開発のための各種調査や研究を進めた。その結果、
平成１７年度から新たに５課題について共同研究等を開始し、平成１７年度の実施件
数は、継続課題と合わせて１７課題となった。
また、競争的資金への応募に当たって、大学、都道府県の試験研究機関、他の独立

行政法人、民間企業等とも積極的に連携し、多くの課題について共同で申請を行った。

４．平成１７年度は、大学、県と共同で抵抗性マツの実生苗を若齢の段階で断幹や枝の
剪定により発生させた萌芽枝をさし木することにより、発根率を大幅に向上させる技
術を開発し、平成１８年３月に特許出願申請を行った。（資料③－１）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ １達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％具体的指標の数 １

計画に沿って関係機関との連携の下に業務の効果的な実施を図ることができたことか
ら、また、特に林木育種技術の開発において新たな連携による共同研究等を開始できた
ことから、具体的指標の評価を「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、具体的
指標の達成割合が９０％以上であることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等
連携に当たっては、センターの役割をより明確にすることが重要であり、今後とも連

携強化に努められたい。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料③－１）

平成１７年度 関係機関との連携の具体例
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中項目「林木の育種事業」の本所・育種場別実行一覧表

評価単位 計画項目 本所・育種場

（小項目） （具体的指標） 本所 北 海 道 東北 関西 九州

林木の新品 4 新品種の開発目標数
種の開発

5 成長や材質等の優れた品種の開発 ○ ○ ○ ○ ○

6 精英樹の第二世代品種の開発のた ○ ○ ○ ○ ○
めの人工交雑、検定林の造成等

7 広葉樹の優良形質候補木の選抜等 ○ ○ ○ ○ ○

8 ハゼノキの優良形質候補木の特性 ○
評価

9 ヒノキ耐やせ地性試験木の調査等 ○

10 アレルゲンの少ないスギ品種の開 ○
発のための調査

11 マツノザイセンチュウ抵抗性品種 ○ ○ ○ ○
の開発

12 スギカミキリ抵抗性候補木の検定 ○ ○

13 環境緑化用品種の開発のための人 ○ ○
工交雑、特性調査等

林木遺伝資 14 林木遺伝資源の探索・収集 ○ ○ ○ ○ ○
源の収集・
保存 15 林木遺伝資源の増殖・保存 ○ ○ ○ ○ ○

16 林木遺伝資源の特性評価 ○ ○ ○ ○ ○

17 林木遺伝資源の情報管理及び配布 ○

18 海外の林木遺伝資源の探索・収集 ○

（注）「平成１７年度計画項目」ごとに事業を実施した本所・育種場を「○」で表した。
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評価シート１

平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）林木の育種事業

評価単位 林木の新品種の開発

④

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、林業生産性の向上に資する成長や材質等の優れた品種、花粉症対

策に有効な花粉やアレルゲンの少ない品種、マツノザイセンチュウやスギカミキリ

等の虫害抵抗性品種等の開発を進め、中期目標の期間中に２５０品種を目標として

新品種の開発を行う。

また、既開発の精英樹等第一世代品種よりも一段と優れた形質を持つ第二世代品

種を開発するための精英樹同士の人工交雑、検定林の造成、特性評価等を進める。

（新品種の開発数）

１．目標の概ね５０品種に対して、成長等の優れたスギ品種５品種、成長等の優れたヒ

ノキ品種１６品種、成長の優れたトドマツ品種８品種、成長・材質の優れたスギ品種

４品種、材質の優れたスギ品種７品種、アレルゲンの少ないスギ品種１品種、アカマ

ツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種６品種、クロマツのマツノザイセンチュウ抵抗

性品種２品種、スギのスギカミキリ抵抗性品種１０品種、木ロウ生産に適したハゼノ

キ品種２品種、環境緑化用スギ品種１品種、環境緑化用トドマツ品種１品種の計６３

品種を開発した。（資料④－１）（資料④－２）

（林業生産性の向上等に資する成長や材質等の優れた品種の開発）

２．スギ、ヒノキ等の検定林計５７箇所における諸特性の調査や評価を進め、このうち

関東育種基本区において成長等の優れたヒノキ品種１６品種、北海道育種基本区にお

いて成長の優れたトドマツ品種８品種、九州育種基本区において成長の優れたスギ品

種を５品種、成長・材質の優れた品種を４品種及び材質の優れた品種を７品種開発し

た。（資料④－３）また、東北育種基本区における西部育種区のスギについて２０年

次の精英樹特性表、関西育種基本区のスギとヒノキについて２０年次の精英樹特性表

をそれぞれ作成し、公表した。（資料④－４）

また、①第二世代品種の開発のためのスギやヒノキ等の精英樹等を用いた１３２組

合せの人工交雑、（資料④－５）及び検定林７箇所の造成、（資料④－６）③広葉樹の

用材生産用優良品種の開発のため、ケヤキ、ウダイカンバ及びクリ計２４個体の優良

形質候補木の選抜やつぎ木増殖、ケヤキ、ウダイカンバ及びクリ計４９個体の育種素

材保存園への定植、（資料④－７）④ロウを利用するハゼノキの優良品種を開発する

ため、優良形質候補木のクローンを用いて特性評価を進めた結果、果実の収穫量が多

く、かつ、年度ごとの豊凶差が少ないうえに含ロウ率も高く、また、ロウの品質も優
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れている木ロウ生産に適したハゼノキ新品種２品種の開発、（資料④－８）（資料④－

９）⑤ヒノキの耐やせ地性品種を開発するための耐やせ地性候補木の４８クローンを

評価やヒノキ樹脂胴枯れ病の人工接種検定等を進めた。（資料④－１０）

（花粉症対策に有効な品種の開発）

３．関東育種基本区のスギ精英樹のうち、花粉の少ないスギ５７品種を含む花粉生産量

の比較的少ない１４６クローンを対象に、４年間にわたり毎年度各クローンから花粉

を採取してきた花粉中のアレルゲンCry j 1とCry j 2の含有量の調査を完了し、その

調査結果に基づき、花粉の生産量が少なく、かつ花粉中のアレルゲンの総量（Cry j

1とCry j 2の含有量の和）も少ないアレルゲンの少ないスギ品種を１品種開発した。

（資料④－１１）

（抵抗性品種等の開発）

４．二次検定の結果に基づき、アカマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種６品種（東

北育種基本区２品種、関東育種基本区４品種）及びクロマツのマツノザイセンチュウ

抵抗性品種２品種（東北育種基本区）を開発するとともに、アカマツ及びクロマツの

抵抗性候補木計９４クローンについて二次検定を進めた。（資料④－１２）

また、スギカミキリの人工接種による抵抗性検定を進めるとともに、これまで抵抗

性検定を実施した候補木１１８クローンの検定結果を解析して、スギカミキリ抵抗性

品種を１０品種開発した。（資料④－１３）さらに、スギ及びトドマツについて環境

緑化用の新品種としてそれぞれ１品種を開発した。（資料④－１４）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １０
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １０

目標数を上回って新品種を開発できたこと、及び計画に沿って、成長や材質等の優れ

た品種、花粉症対策に有効な品種、抵抗性品種等の開発に必要な調査や評価、人工交雑

等の業務を実施することができ、本評価単位の達成割合が９０％以上であることから、

「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料④－１） （参考）新品種の開発数の経年比較

（単位：品種数）

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

成長・材質等の優れた品種 ６５

成長等の優れたスギ品種 １０ １５ ５ ３０

成長等の優れたヒノキ品種 １６ １６

成長の優れたトドマツ品種 ８ ８

成長・材質の優れたスギ品種 ４ ４

材質の優れたスギ品種 ７ ７

花粉症対策に有効な品種 ５７

花粉の少ないスギ品種 ５５ ５５

アレルゲンの少ないスギ品種 １ １

雄性不稔スギ（無花粉スギ）品種 １ １

抵抗性品種 １４２

ﾏﾂﾉｻﾞｲｾﾝﾁｭｳ抵抗性品種（アカマツ） １ ６ １７ １３ ６ ４３

ﾏﾂﾉｻﾞｲｾﾝﾁｭｳ抵抗性品種（クロマツ） １７ ６ ２ ２５

スギカミキリ抵抗性品種（スギ） １０ ３ １０ ２３

ｽｷﾞｻﾞｲﾉﾀﾏﾊﾞｴ抵抗性品種（スギ） ３９ ３９

ｴｿﾞﾏﾂｶｻｱﾌﾞﾗﾑｼ抵抗性品種（ｴｿﾞﾏﾂ） １２ １２

カラマツ耐鼠性品種 １ １

その他の品種 ８

木ロウ生産に適したハゼノキ品種 ２ ２

環境緑化用スギ品種 １ １

環境緑化用トドマツ品種 １ １

荒廃地緑化用アカエゾマツ品種 ３ ３

合 計 ５１ ６１ ４７ ５０ ６３ ２７２

年度計画における開発目標数 ５０ ６０ ４５ ４５ ５０ ２５０



- 21 -

（資料④－２）

（参考）本所・育種場別の新品種の開発数（Ｈ１３～Ｈ１７）

（単位：品種数）

本所・育種場・品種の種類＼年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

本所（関東育種基本区担当） ３ ３ １６ １７ ３９

成長等の優れたスギ品種 １５ １５

成長等の優れたヒノキ品種 １６ １６

アレルゲンの少ないスギ品種 １ １

雄性不稔スギ（無花粉スギ）品種 １ １

ﾏﾂﾉｻﾞｲｾﾝﾁｭｳ抵抗性品種（アカマツ） ３ ３

スギカミキリ抵抗性品種（スギ） ３ ３

北海道育種場 １ １５ ９ ２５

成長の優れたトドマツ品種 ８ ８

カラマツ耐鼠性品種 １ １

ｴｿﾞﾏﾂｶｻｱﾌﾞﾗﾑｼ抵抗性品種（ｴｿﾞﾏﾂ） １２ １２

環境緑化用トドマツ品種 １ １

荒廃地緑化用アカエゾマツ品種 ３ ３

東北育種場 １１ １４ １６ ９ １８ ６８

花粉の少ないスギ品種 １１ １１

ﾏﾂﾉｻﾞｲｾﾝﾁｭｳ抵抗性品種（アカマツ） ※１ ３ １６ ３ ※６ ２９

ﾏﾂﾉｻﾞｲｾﾝﾁｭｳ抵抗性品種（クロマツ） ６ ※２ ８

スギカミキリ抵抗性品種（スギ） １０ １０ ２０

関西育種場 １４ １１ １０ ３５

成長等の優れたスギ品種 １０ １０

花粉の少ないスギ品種 １４ １４

ﾏﾂﾉｻﾞｲｾﾝﾁｭｳ抵抗性品種（アカマツ） １ １０ １１

九州育種場 ３９ ３０ １７ １９ １０５

成長等の優れたスギ品種 ５ ５
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成長・材質の優れたスギ品種 ４ ４

材質の優れたスギ品種 ７ ７

花粉の少ないスギ品種 ３０ ３０

ﾏﾂﾉｻﾞｲｾﾝﾁｭｳ抵抗性品種（クロマツ） １７ １７

ｽｷﾞｻﾞｲﾉﾀﾏﾊﾞｴ抵抗性品種（スギ） ３９ ３９

木ロウ生産に適したハゼノキ品種 ２ ２

環境緑化用スギ品種 １ １

合 計 ５１ ６１ ４７ ５０ ６３ ２７２

（注）平成１３年度に東北育種場で開発したマツノザイセンチュウ抵抗性（アカマツ）の１品種

並びに平成１７年度に東北育種場で開発したマツノザイセンチュウ抵抗性品種のアカマツ６

品種のうちの４品種及びクロマツ２品種（表中の※印）の選抜地は福島県（関東育種基本区）

である。
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（資料④－３）

平成１７年度に開発した成長等の優れたヒノキ品種（１６品種）一覧

育 種 育種区 番号 品 種 名 （精英樹名）

基本区

関 東 北関東 １ 平２号

２ 高崎１号

関東平野 ３ 鬼泪４号

４ 札郷３号

中部山岳 ５ 鰍沢２号

６ 野尻６号

７ 野尻７号

８ 妻籠５号

９ 坂下３号

１０ 揖斐２号

１１ 揖斐３号

東海 １２ 富士１号

１３ 富士５号

１４ 富士６号

１５ 伊豆３号

１６ 南設楽４号
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平成１７年度に開発した成長・材質等の優れたスギ品種（１６品種）一覧

育 種 特 性 育種区 番号 品 種 名 （精英樹名）

基本区

九 州 成長等の優れた 中九州 １ 県大分５号

スギ品種

２ 県佐伯１３号

南九州 ３ 県姶良４号

４ 県児湯２号

５ 県姶良３４号

成長・材質の優 北九州 １ 県八女１２号

れたスギ品種

中九州 ２ 県竹田１０号

３ 県日田１５号

南九州 ４ 県児湯２号

材質の優れたス 北九州 １ 県藤津１６号

ギ品種

２ 県藤津２５号

３ 県唐津７号

４ 県臼杵７号

南九州 ５ 水俣署５号

６ 県東臼杵８号

７ 日向署２号
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平成１７年度に開発した成長の優れたトドマツ品種（８品種）一覧

育 種 育種区 番号 品 種 名 （精英樹名）

基本区

北海道 西南部 １ 札幌１０１号

２ 白老１号

３ 大夕張１０１号

４ 大夕張１０４号

５ 俄虫１０９号

６ 檜山９号

東部 ７ 佐呂間１０２号

８ 新得１１７号
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（資料④－４）
（参考）本所・育種場別の検定林の調査及び精英樹特性表の作成・公表実績
（Ｈ１３～Ｈ１７）

（単位：箇所）

本所・育種場＼年度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

調査箇所数 １２ ９ ２０ １９ ２６ ８６

本 所 作成・公表 ・スギ実生 ・ヒノキ

した特性表 １ ５ 年 次 ２０年次
（３０３） （２２３）
・スギさし ・カラマツ

木２０年次 ２０年次
（４１７） （１３９）

調査箇所数 １５ １３ ８ ３ ５ ４４

北海道 作成・公表 ・アカエゾ ・トドマツ
した特性表 マツ１０年 １５年次

次（３０） （８０）

調査箇所数 １２ １６ １２ ５ ８ ５３

作成・公表 ・スギ実生 西部育種区
東 北 した特性表 １ ５ 年 次 ・スギ実生

（３９６） ２０年次
・スギさし （２５１）
木１５年次 ・スギさし
（３５３） 木２０年次

（１５２）

調査箇所数 １５ １４ １４ １６ １２ ７１

関 西 作成・公表 ・スギ実生
した特性表 ２０年次

（５９５）
・スギさし
木２０年次

（６７４）
・ヒノキ
２０年次
（２６４）

調査箇所数 １５ １８ １０ １１ ６ ６０

九 州 作成・公表 （スギ２０
した特性表 年次拡充

（４５１））

合 計 調査箇所数 ６９ ７０ ６４ ５４ ５７ ３１４

（注）調査した樹種は、本所はスギ、ヒノキ、アカマツ、カラマツ等、北海道育種場はト
ドマツ、アカエゾマツ、東北育種場はスギ、アカマツ、クロマツ、カラマツ、関西、
九州の各育種場はスギ、ヒノキである。また、（ ）の数値は評価した系統数である。
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（資料④－５）

平成１７年度に実施した第二世代品種等の開発を目的とした人工交雑の実績

育 種 交配親数
基本区 育種区 樹種 創出目標 交配方式 組合せ 交雑袋

母樹 花粉親 数 数

北海道 中 部 グイマ 成長×材質× 単交配 １ １ １ １５０

ツ×カ 耐鼠性

ラマツ

関 東 北関東 ス ギ 材質×材質 片面ダイ １８ １８ ３６ １４４

アレル

関 西 四国北部 ヒノキ 通直性×ヤン 要因交配 ８ ６ ２０ ２００

・南部 グ率

九 州 北九州 ス ギ 含水率×含水 要因交配 ７ ４ ２８ ２０１

率

南九州 ス ギ 含水率×成長 要因交配 １２ ４ ４８ １６２

合 計 １３３ ８５７

（注）単交配：特定の母樹と花粉親を用いた交配組合せのことで、交配に用いる母樹と花粉親

それぞれの特性が明らかで、その組合せから望ましい特性を発揮する子供が得られること

が明らかな場合などに用いられる。

片面ダイアレル交配：成長×成長などのように、同じ形質を対象に交雑する場合に多く

用いられる交配方法で、同一のクローンを母樹と花粉親にして自殖を除く片面の組合せを

基本とする。

要因交配：成長×ヤング率などのように二つの異なる形質を対象に交雑する場合に多く

用いられる交配方法で、母樹のクローンと花粉親のクローンの総当たりによる組合せを基

本とする。
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（資料④－６）
（参考）本所・育種場別の第二世代品種等の開発を目的とした人工交雑及び検定林造成の

実績（Ｈ１３～Ｈ１７）

（単位：組合せ、箇所）

本所・育種場＼年度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

人工交雑組合せ数 １２０ ４８ ３６ ７２ ３６ ３１２
本 所

検定林造成箇所数 ３ ２ １ １ ３ １０

人工交雑組合せ数 ２ １ ３
北海道

検定林造成箇所数 １ １

人工交雑組合せ数 ７２ ３６ １０８
東 北

検定林造成箇所数 ３ ２ ５

人工交雑組合せ数 １１２ ５６ ４８ ２０ ２３６
関 西

検定林造成箇所数 ３ ２ ５

人工交雑組合せ数 ６６ ７２ １６２ ２９ ７６ ４０５
九 州

検定林造成箇所数 １ ２ ２ ２ ７

人工交雑組合せ数 １８６ ３０４ ２９０ １５１ １３３ １，０６４
合 計

検定林造成箇所数 １０ ２ ６ ３ ７ ２８

（注）樹種は、北海道育種場はカラマツ、トドマツ、東北育種場はスギ、本所、関西及び
九州の各育種場はスギ、ヒノキである。
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（資料④－７）
（参考）本所・育種場別、樹種別の優良形質候補木の選抜及びクローンの確保実績

（Ｈ１３～Ｈ１７）
（単位：個体数・クローン数）

本所・育種場・樹種＼年度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

本 所 ケヤキ (３１) (２９) (２７) (２９) (２５) （１４１）
２４ ３２ ２３ ３ ８２

北海道 ウダイカンバ ( １) ( １) ( ３) （ ５）
４ ８ ４ ４ ４ ２４

ケヤキ (１７) （ １７）
１８ ２ ２０

東 北
ブ ナ

２ ２

ケヤキ (３２) （ ３２）

関 西
ク リ (１５) ( １) ( １) ( ４) ( ４) （ ２５）

タブノキ (１５) （ １５）
１５ １０ １０ ３５

九 州
ケヤキ ( ６) （ ６）

６ ６

合 計 （７９）（３６）（４４）（３３）（４９）（２４１）
６７ ５２ ３９ ７ ４ １６９

注）各欄の下段の裸書き数値は選抜実績を、上段の（ ）書きの数値はクローンの確保
（クローンの定植を行ったもの）実績を表す。
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（資料④－８）

平成１７年度に開発した木ロウ生産に適したハゼノキ新品種（２品種）一覧

育 種 番号 品 種 名

基本区

九 州 １ 木部１号

２ 水俣（育）１号



- 31 -

（資料④－９）
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（資料④－１０）



- 33 -

（資料④－１１）
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（資料④－１２）

平成１７年度に開発したアカマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種（６品種）一覧

育 種 育種区 番号 品 種 名
基本区

東 北 東 部 １ マツノザイセンチュウ抵抗性岩手（北上）アカマツ１号

西 部 ２ マツノザイセンチュウ抵抗性新潟（上越）アカマツ２８号

関 東 北関東 ３ マツノザイセンチュウ抵抗性福島（いわき）アカマツ８号

４ マツノザイセンチュウ抵抗性福島（いわき）アカマツ２３号

５ マツノザイセンチュウ抵抗性福島（いわき）アカマツ２６号

６ マツノザイセンチュウ抵抗性福島（いわき）アカマツ３２号

平成１７年度に開発したクロマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種（２品種）一覧

育 種 育種区 番号 品 種 名
基本区

関 東 北関東 １ マツノザイセンチュウ抵抗性福島（小高）クロマツ３７号

２ マツノザイセンチュウ抵抗性福島（いわき）クロマツ２７号
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（資料④－１３）

平成１７年度に開発したスギカミキリ抵抗性品種（１０品種）一覧

育 種 育種区 番号 品 種 名

基本区

東 北 西 部 １ スギカミキリ抵抗性 秋田県３５号

２ スギカミキリ抵抗性 山形県７号

３ スギカミキリ抵抗性 山形県３５号

４ スギカミキリ抵抗性 山形県４７号

５ スギカミキリ抵抗性 山形県４８号

６ スギカミキリ抵抗性 新潟県６号

７ スギカミキリ抵抗性 新潟県７号

８ スギカミキリ抵抗性 新潟県８号

９ スギカミキリ抵抗性 新潟県４０号

１０ スギカミキリ抵抗性 前橋営６号
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（資料④－１４）
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評価シート１

平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）林木の育種事業

評価単位 林木遺伝資源の収集・保存

⑤

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、国内の貴重な林木遺伝資源の滅失の防止や多様な育種ニーズに対

応した新品種の開発の推進を図るため、中期目標の期間中に、絶滅に瀕している樹

種や育種素材として利用価値の高い樹種等の林木遺伝資源について、概ね７，００

０点を探索・収集するとともに、増殖・保存、特性評価、情報管理及び配布を進め

る。

また、森林の減少・劣化が進んでいる熱帯・亜熱帯地域等における林木育種技術

協力のために必要な海外の林木遺伝資源について、中期目標の期間中に１００点を

目標として探索・収集する。

（探索・収集）

１．国内の林木遺伝資源について、絶滅に瀕している種等１５５点、育種素材として利

用価値の高いもの１，２５４点、その他森林を構成する多様な樹種１２４点の計１，

５３３点を探索・収集した。（資料⑤－１）（資料⑤－２）（資料⑤－３）

また、平成１５年度に開始した巨樹・銘木等の後継クローンを要請に応じて増殖し、

里帰りさせる「林木遺伝子銀行１１０番」については、平成１６年度の２７件の増殖

依頼の受諾に引き続き、平成１７年度に新たに２５件を受諾し、穂木の確保やつぎ木

等による増殖を進めるとともに、増殖が完了したもの１２件について後継樹を里帰り

させた。

（増殖・保存）

２．さし木増殖３３９点、つぎ木増殖３２８点、播種増殖１３点の増殖を進めるととも

に、成体（苗木）４１２点の保存園への植栽保存及び種子や花粉９４１点の貯蔵施設

への集中保存を行った。（資料⑤－４）（資料⑤－５）

（特性評価）

３．成体４，１１０点の成長量や材質等の調査及び種子５３４点、花粉４０７点の発芽

率等の調査を進める（資料⑤－６）（資料⑤－７）とともに、林木遺伝資源特性評価

要領に基づき、鬼の目山スギ（天然スギ）について特性評価を行い特性表を作成した。

（情報管理）

４．新たに保存を行った１，３５３点の来歴情報等の登録、特性評価を行った３５６点
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の特性情報のデータベース更新及びこれら情報のホームページによる情報提供を行う

とともに、林木遺伝資源の利用の利便性向上のため作成・公表している林木遺伝資源

配布目録を更新した。また、林木遺伝資源の配布については、試験研究を目的とした

配布要請に対して、３８件、８８１点の配布を行う（資料⑤－８）（資料⑤－９）と

ともに、配布に当たっては申請者との事前調整等を確実に行うことにより迅速な対応

に努め、申請書の接受日から配布決定の決裁日までの平均所要日数を短縮した。

また、平成１７年１２月に、我が国における林木遺伝資源に関する多くの機関等が

連携を密にし、林木遺伝資源に関する情報や意見の交換を行い、林木遺伝資源の収集、

保存、保全をより効率的、効果的に実施するための全国的なネットワークである「林

木遺伝資源連絡会」を、森林管理局、都道府県、独立行政法人、大学、民間団体等の

１００の機関の参加により発足させ、メールマガジンの発行等の活動を開始した。（資

料⑤－１０）

（海外の林木遺伝資源の探索・収集）

５．海外に対する林木育種技術協力のために必要な海外の林木遺伝資源について、タイ

から、メルクシマツ２０点を探索・収集した。（資料⑤－１１）（資料⑤－１２）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ ５
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 ５

目標点数以上の国内及び海外の林木遺伝資源を探索・収集できたこと、及び計画に沿

って、林木遺伝資源の増殖・保存、特性評価及び情報管理等の業務を実施することがで

き、本評価単位の達成割合が９０％以上であることに加えて、特に、①全国１００機関

の参加を得て「林木遺伝資源連絡会」を新たに設立し、メールマガジン発行等の活動を

直ちに開始できたこと、②平成１５年度に開設した「林木遺伝子銀行１１０番」につい

て、新たに２５件受諾するとともに、増殖が成功した１２件・１７個体の里帰りを実行

できたことから、「ａ＋」と評定した。

評価委員会の意見等

希少・貴重な樹種や育種素材として利用価値の高いもの等、各方面について林木遺伝

資源の積極的な収集・保存、特性評価を行ったことは評価できる。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑤－１）

平成１７年度 林木遺伝資源の探索・収集の概要

区 分 形 態 収集点数 樹 種

絶滅に瀕 絶滅に瀕して 成体(穂木) １８ セキモンノキ、ヤツガタケトウヒ、キタ

している いる種 カミヒョウタンボク等

種等

種 子 ２７ トガサワラ、シデコブシ等

花 粉 ５ ヤクタネゴヨウ

計 ５０

南西諸島及び 成体(穂木) ２ タイワンオガタマノキ、シバニッケイ

小笠原諸島の

自生種 種 子 ５ シマホルトノキ

計 ７

枯損の危機に 成体(穂木) ７４ スギ、アカマツ、ケヤキ、ミズナラ等

瀕している巨

樹・銘木

衰退林分で収 成体(穂木） １４ ゴヨウマツ

集の緊急性の

高いもの 種 子 １０ カラマツ

計 ２４

計 １５５

育種素材として 成体(穂木) ４５４ カヤ、イチイ、スギ、イスノキ等

利用価値の高いもの

種 子 ３９８ スギ、ヒノキ、アカマツ、カラマツ等

花 粉 ４０２ スギ、ヒノキ、アカマツ、クロマツ等

計 １，２５４

その他森林を構成する 成体(穂木) １ チシマザクラ

多様な樹種
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種 子 １２３ アブラチャン、クマシデ、ヒサカキ等

計 １２４

成体(穂木) ５６３

合 計 種 子 ５６３

花 粉 ４０７

計 １，５３３
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（資料⑤－２）

（参考）林木遺伝資源の探索・収集点数の経年比較

（単位：点数）

区 分＼年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

絶滅に瀕している種等 200 179 103 159 155 796

育種素材として利用価 1,234 1,187 1,188 1,257 1,254 6,120

値の高いもの

その他森林を構成する 149 129 121 122 124 645

多様な樹種

合 計 1,583 1,495 1,412 1,538 1,533 7,561

年度計画における 1,400 1,400 1,400 1,400 1,400 7,000

収集目標数

（注）中期計画の５年間における探索・収集計画点数は、７，０００点である。
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（資料⑤－３）

（参考）本所・育種場別の林木遺伝資源の探索・収集点数（Ｈ１３～Ｈ１７）

（単位：点数）

区 分＼年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

本 所（関東育種基本区担当） 315 486 369 312 300 1,782

絶滅に瀕している種等 61 114 29 41 46 291

育種素材として利用価値の高いもの 197 315 329 251 210 1,302

その他森林を構成する多様な樹種 57 57 11 20 44 189

北海道育種場 269 217 226 302 275 1,289

絶滅に瀕している種等 17 9 13 37 5 81

育種素材として利用価値の高いもの 241 200 208 254 256 1,159

その他森林を構成する多様な樹種 11 8 5 11 14 49

東北育種場 346 253 236 310 300 1,445

絶滅に瀕している種等 10 13 14 21 33 91

育種素材として利用価値の高いもの 330 239 222 287 267 1,345

その他森林を構成する多様な樹種 6 1 2 9

関西育種場 312 256 249 313 358 1,488

絶滅に瀕している種等 24 25 24 22 39 134

育種素材として利用価値の高いもの 268 205 216 288 315 1,292

その他森林を構成する多様な樹種 20 26 9 3 4 62

九州育種場 341 283 332 301 300 1,557

絶滅に瀕している種等 88 18 23 38 32 199

育種素材として利用価値の高いもの 198 228 213 177 206 1,022

その他森林を構成する多様な樹種 55 37 96 86 62 336

合 計 1,583 1,495 1,412 1,538 1,533 7,561

絶滅に瀕している種等 200 179 103 159 155 796

育種素材として利用価値の高いもの 1,234 1,187 1,188 1,257 1,254 6,120

その他森林を構成する多様な樹種 149 129 121 122 124 645



- 43 -

（資料⑤－４）

（参考）林木遺伝資源の増殖・保存点数の経年比較

（単位：点数）

区分＼ 年度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

増殖点数 ６１７ ５７２ ５６２ ６１３ ６８０ ３，０４４

さし木 ３１０ １２３ ２１６ ３２２ ３３９ １，３１０

つぎ木 １８７ ２４９ ２９１ ２７３ ３２８ １，３２８

播 種 １２０ ２００ ５５ １８ １３ ４０６

保存点数 １，１０８ １，３４２ １，１００ １，２５０ １，３５３ ６，１５３

成体（苗木） ２０２ ４４２ ３２８ ４８３ ４１２ １，８６７

種子・花粉 ９０６ ９００ ７７２ ７６７ ９４１ ４，２８６

（注）増殖点数は、当該年度にさし木等に着手した点数であり、成体の保存点数は、さし木

等による増殖の後、数年間の養苗を経て、当該年度に新たに定植し保存した点数である。
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（資料⑤－５）

（参考）本所・育種場別の林木遺伝資源の増殖・保存点数（Ｈ１３～Ｈ１７）

（単位：点数）

区 分＼年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

本 所

増殖点数 221 227 133 178 180 939

保存点数 ( 76) (125) ( 47) (232) (118) (598)
982 1,025 819 999 1,059 4,884

北海道育種場

増殖点数 87 101 61 92 45 386

保存点数 39 19 31 90 76 255

東北育種場

増殖点数 54 36 62 123 237 512

保存点数 24 81 23 15 22 165

関西育種場

増殖点数 109 76 159 117 110 571

保存点数 7 18 48 44 64 181

九州育種場

増殖点数 146 132 147 103 108 636

保存点数 56 199 179 102 132 668

合 計

増殖点数 617 572 562 613 680 3,044

保存点数 1,108 1,342 1,100 1,250 1,353 6,153

（注）本所の保存点数欄の（ ）書きは、成体（苗木）で内書である。
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（資料⑤－６）

平成１７年度 林木遺伝資源の特性調査の概要

区 分 形 態 樹 種 調査点数 特 性 調 査 項 目

スギ １，２０５ 樹高、胸高直径、幹曲がり、根元曲がり、

樹体の形状、樹幹の形状、樹冠の形状、樹

皮の亀裂模様、完満性、真円性等

成 体 ヒノキ ７６８ 樹高、胸高直径、幹曲がり、根元曲がり、

樹体の形状、樹幹の形状、樹冠の形状、樹

育種素材 皮の亀裂模様、完満性、真円性等

として利 アカマツ、クロマツ ２００ 樹高、胸高直径、幹曲がり、根元曲がり、

用価値の 真円性等

高いもの カラマツ ３３１ 樹高、胸高直径、幹曲がり、根元曲がり、

真円性、材質（容積密度、ヤング係数、繊

維傾斜等）等

その他 １，５２０ 樹高、胸高直径等

計 ４，０２４

種 子 スギ、ヒノキ、アカマツ、 ３９６ 発芽率、千粒重

クロマツ等

花 粉 スギ、ヒノキ等 ４０２ 発芽率等

計 ４，８２２

成 体 カラマツ（馬ノ神のカラ ６９ 樹高、胸高直径等

絶滅に瀕 マツ）、ハリモミ（天然

している 記念物）等

種等 種 子 トガサワラ等 １５ 発芽率、千粒重

花 粉 ヤクタネゴヨウ ５ 発芽率

計 ８９

その他森 成 体 ハンノキ等 １７ 樹高、胸高直径

林を構成

する多様 種 子 アブラチャン等 １２３ 発芽率、千粒重

な樹種

計 １４０

成 体 ４，１１０

合 計 種 子 ５３４

花 粉 ４０７

計 ５，０５１
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（資料⑤－７） 林木遺伝資源の特性評価点数の経年比較（樹種別）

（単位：点数）

樹種＼年度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

ス ギ ４６ ９１ ６１ １９８

ヒノキ ２４８ ２４８

カラマツ １６０ ２９５ ２４４ ６９９

ケヤキ DNA ２９５ ２９５

合 計 １６０ ２９４ ２９５ ３３５ ３５６ １，４４０

（参考）林木遺伝資源の特性調査点数の経年比較（本所・育種場別）

（単位：点数）

区分＼年度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

本 所 （７０２） （５４５） （９１６） （１，２３８） （１，１５６） （４，５５７）

１，８１６ １，４４５ １，６８８ ２，００５ ２，０９７ ９，０５１

北海道育種場 ８９７ １，１１４ １，０８３ １，２６６ ６９９ ５，０５９

東北育種場 ７６０ １，０６９ ７８９ ５３６ ７８２ ３，９３６

関西育種場 ８００ ３７５ ８０６ ８２４ ９６６ ３，７７１

九州育種場 ４６ ５２９ ２２７ ２９８ ５０７ １，６０７

合 計 ４，３１９ ４，５３２ ４，５９３ ４，９２９ ５，０５１ ２３，４２４

（注）本所の特性調査点数の（ ）書きは、成体の調査点数で内書である。
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（資料⑤－８）
平成１７年度 林木遺伝資源の配布実績の概要

番号 利 用 目 的 樹 種 配布形態 配布点数

１ 根の窒素吸収能力と光合成の関係に関する研究 クスノキ 種 子 １

２ 抵抗性クロマツのさし木発根性に関する研究 クロマツ 苗 木 ６

３ 針葉樹のクロロフィル合成に関わる遺伝子発現に関す スギ、ヒノ 種 子 １１
る研究 キ等９樹種

４ 受粉様式が結果率や球果の大きさに及ぼす影響に関す アカマツ 花 粉 ３０
る研究

５ ケヤキの諸形質の地理的変異の解明 ケヤキ 穂 木 ６０

６ 人工交配に関する研究 スギ 花 粉 ９

７ アブシジン酸のスギ及びケヤキの発芽・成長に及ぼす スギ、ケヤ 種 子 １０
影響に関する研究 キ

８ ゴヨウマツ集団の遺伝的多様性に関する研究 ゴヨウマツ 穂 木 ３７

９ 根から分泌されるアレロパシー物質の探索 アカマツ、 種 子 ４
クロマツ

１０ アカマツ集団内の二次代謝変動の解明 アカマツ 種 子 ９

１１ ヒノキ天然更新施業下での稚樹の動態に関する研究 ヒノキ 種 子 １

１２ 自然交配家系の遺伝子分析に関する研究 スギ 花 粉 ８５

１３ ハイマツ、キタゴヨウ、シベリアマツの生理学的特性 キタゴヨウ 種 子 ２
の解明

１４ スギ花粉中のアレルゲン含有率のクローン間変異に関 スギ 花 粉 ３６６
する研究

１５ スギのアレルゲンに関する研究 スギ 花 粉 ２

１６ 湖底堆積花粉による古地球環境変動に関する研究 ミズナラ、 花 粉 ４
コナラ等４
樹種

１７ 既存のカラマツ用プライマーの有効性試験 カラマツ 穂 木 １４

１８ マツノザイセンチュウ接種苗に誘導される抽出成分に クロマツ 苗 木 ４
関する研究

１９ マツ属種間のミトコンドリアＤＮＡによる系統解析に ストローブ 穂 木 １０
関する研究 マツ

２０ マツ属の種間の核遺伝子による系統関係の解析 キ タ ゴ ヨ 種 子 ５
ウ、ゴヨウ
マツ、チョ
ウセンゴヨ
ウ



- 48 -

２１ カツラの有用成分の生合成に関する化学・分子生物学 カツラ 種 子 １
的研究

２２ ヤマナラシのＤＮＡマーカーに関する研究 ヤマナラシ 穂 木 ５

２３ マスクによるアレルゲン物質の除去に関する研究 スギ 花 粉 ３

２４ 植物育成装置によるスギ苗の成長試験 スギ 種 子 ３

２５ 血液中のスギ特異的ＩｇＥの検出試験 スギ 花 粉 １３

２６ トネリコ属のＤＮＡ分析による産地間、樹種間の遺伝 ヤチダモ等 種 子 ２３
変異に関する研究 トネリコ属

７樹種

２７ カラマツ属の材中微量成分の検出試験 ヨーロッパ 穂 木 ８
カラマツ等
カラマツ属
８樹種

２８ マツノザイセンチュウ通過阻害率及び樹内成分の分析 クロマツ、 穂 木 １４
試験 アカマツ

２９ エネルギー植物としての特性試験 ア ブ ラ ギ 穂 木 ７
リ、コリヤ
ナギ、ポプ
ラ

３０ マツノザイセンチュウ抵抗性品種の特性試験 クロマツ 穂 木 ９

３１ トドマツの耐陰性検定に関する研究 トドマツ 種 子 １８

３２ ケヤキの諸形質のクローン間及び産地間変異の解明 ケヤキ 穂 木 ８４

３３ モミの根腐れ病菌に対する抵抗性及び成長の適応に関する モミ 種 子 ６
研究

３４ ホンシメジ、マツタケ等の菌根形成試験 アカマツ 種 子 １
苗 木

３５ 雄性不稔遺伝子をヘテロで保有するスギの探索に関する研 スギ 苗 木 ５
究

３６ 雄性不稔遺伝子をヘテロで保有するスギの探索に関する研 スギ 苗 木 ５
究

３７ 雄性不稔スギの品種育成に関する研究 スギ 苗 木 １

３８ 雄性不稔遺伝子をヘテロで保有するスギの探索に関する研 スギ 苗 木 ５
究

計 ８８１
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（資料⑤－９）

（参考）林木遺伝資源の配布実績の経年比較

区 分＼年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

配布件数 １０ １９ ２７ ３６ ３８ １３０

配布点数 ６３ ２３９ ３７８ ７７８ ８８１ ２，３３９
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（資料⑤－１０）

目的：林木遺伝資源連絡会は、会員相互の連携を図り、林木遺伝資源に関する情報や意見の交換、

技術の研鑽等を行い、我が国における林木遺伝資源の確保、保全及び特性評価の推進に寄与す

ることを目的とする。

林木遺伝資源連絡会の目的、組織及び活動事例



- 51 -

（資料⑤－１１）
平成１７年度 海外林木遺伝資源の探索・収集の概要
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（資料⑤－１２）

（参考）海外林木遺伝資源の探索・収集点数の経年比較

区 分＼年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

探索・収集点数 ２１ ２１ ２０ ２２ ２０ １０４

年度計画における ２０ ２０ ２０ ２０ ２０ １００

収集目標数
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評価シート１

平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）種苗の生産及び配布

評価単位 種苗の生産及び配布

⑥

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、都道府県等における採種（穂）園の改良等の推進や適切な種苗の

生産・配布に資するため、特性表の充実・配布等による都道府県等への情報提供を

行うとともに、都道府県等からの要請に応じた新品種等の種苗（原種）の計画的な

生産・配布やアンケート調査を行う。

（精英樹特性表の充実等）

１．検定林６２箇所の調査を行い、都道府県が行う検定林の調査データとともにデータ

ベース化し、調査データの集積を進めた。

また、東北育種基本区西部育種区のスギ精英樹及び関西育種基本区のスギ、ヒノキ

について、これまでの次代検定林の調査結果に基づく評価を行い、２０年次の「精英

樹特性表」を作成して公表した。

さらに、北海道育種基本区のトドマツ精英樹、関東育種基本区のヒノキ精英樹並び

に九州育種基本区のスギ精英樹について「推奨品種特性表」を作成し、育種基本区内

の都道県等に対して提供した。

（新品種等の種苗の生産及び配布）

２．都道府県に対して１２月末に、翌年度以降５年間の種苗配布要望の照会を行うとと

もに、１森林管理局及び２０都道県から配布要望のあった４０８系統、７，３４７本

の花粉の少ないスギ品種等の苗木や穂木について、配布の時期、内容とも全て要望ど

おりに生産し配布した。（資料⑥－１）（資料⑥－２）また、雄性不稔スギ（無花粉ス

ギ）の「爽春」（品種登録出願中。）について、採穂園造成用等として都県から早期の

配布要望が強かったことから、自動ミストの温室を使用するとともに、さし木床を加

温する等発根率の向上と成長の促進に努め、関東育種基本区内において、要望のあっ

た６都県に対して苗木及び穂木を各１００本ずつ計２００本の配布を行った。

（アンケート調査と業務への反映）

３．平成１７年度に種苗を配布した１森林管理局及び２０都道県に対して、配布した種

苗の品質や梱包の状況、林木育種技術の講習・指導、情報提供等についてのアンケー

ト調査を実施した。その結果、顧客満足度は、５段階評価で４．７であった。（資料

⑥－３）

また、平成１６年度に実施したアンケート調査の結果を踏まえて、苗木生産に当た
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っての品質管理及び配布する際のチェックの強化に取り組んだ。

（需要に合う種苗の普及）

４．平成１６年度の業務実績評価における「アンケートによる満足度は高いが、今後と

も広く情報収集を行い、ニーズの積極的な掘り起こしを行ってもらいたい。」との指

摘に対しては、品種開発や育種種苗についての林業者等のニーズについて、幅広く把

握するために、林木育種推進地区協議会や林木育種センター職員が出席する種苗需給

調整会議、種苗生産者等が参加する講習会等の場において、情報収集をしているとこ

ろである。また、都道府県が行う林業指導普及事業を通じて林業者等へ新品種のＰＲ

を行うとともに、ニーズを直接把握することについても要請した。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ ３
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 ３

計画に沿って、「精英樹特性表」の充実、種苗の計画的な生産、配布及びアンケート

調査の実施とその結果の業務への反映に取り組むことができ、本評価単位の達成割合が

９０％以上であることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

新品種の迅速かつ積極的な配布、ＰＲを行ったことを評価する。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑥－１）

平成１７年度 種苗（原種）の配布実績

番号 配布先 樹 種 等 数 量 用 途 配布要望時期
（配布年月日）

１ 北海道 アカエゾマツ精英樹 １４系統 見本園・採種 １７年５月
森林管 つぎ木苗 ３５本 園造成用 （１７.５.２３）
理局

カラマツ育種母材つ １系統 見本園・採種 １７年５月
ぎ木苗 ９本 園造成用 （１７.５.２３）

グイマツ精英樹つぎ １系統 見本林・採種 １７年５月
木苗 ９本 園造成用 （１７.５.２３）

２ 北海道 カラマツ精英樹つぎ １０系統 保存園用 １７年１１月
木苗 ５０本 （１７.１１.4)

グイマツ精英樹つぎ ８系統 保存園用 １７月１１月
木苗 ２８本 （１７.１１.4)

３ 青森県 ヒバ精英樹穂木 ２６系統 ミニチュア採 １７年４月
（さし木用） ６５０本 種園造成用 (１７.４.２０)

ヒバ肌形質良穂木 ３系統 ミニチュア採 １７年４月
（さし木用） ９０本 種園造成用 (１７.４.２０)

ヒバ幼時成長良穂木 ４系統 ミニチュア採 １７年４月
（さし木用） １２０本 種園造成用 (１７.４.２０)

スギ精英樹穂木 ５系統 ミニチュア採 １７年４月
（つぎ木用） １７０本 種園造成用 (１７.５.１９)

スギ推奨品種穂木 ４系統 ミニチュア採 １７年４月
（つぎ木用） １２０本 種園造成用 (１７.５.１９)

スギ寒害抵抗性品種 ４系統 ミニチュア採 １７年４月
穂木（つぎ木用） １９０本 種園造成用 (１７.５.１９)

スギカミキリ抵抗性 １系統 ミニチュア採 １７年４月
穂木（つぎ木用） １０本 種園造成用 (１７.５.１９)

４ 岩手県 アカマツ精英樹穂木 ８系統 採種園改良用 １７年４月
（つぎ木用） ３５０本 (１７.４.１５)

アカマツ推奨品種穂 ２系統 採種園改良用 １７年４月
木（つぎ木用） ５０本 (１７.４.１５)

アカマツのマツノザ ２系統 採種園改良用 １７年４月
イセンチュウ抵抗性 ７５本 (１７.４.１５)
穂木（つぎ木用）

スギ精英樹穂木 ６系統 採穂園改良用 １７年５月
（つぎ木用） １２０本 (１７.５.１８)

スギ推奨品種穂木 ４系統 採穂園改良用 １７年５月
（つぎ木用） ９０本 (１７.５.１８)

スギ寒害抵抗性品種 ５系統 採穂園改良用 １７年５月
穂木（つぎ木用） １１０本 (１７.５.１８)

スギ耐陰性品種穂木 ４系統 採穂園改良用 １７年５月
（つぎ木用） １８０本 (１７.５.１８)
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スギ精英樹穂木 ８系統 採種園改良用 １７年５月
（つぎ木用） １８５本 (１７.５.１８)

スギ推奨品種穂木 ２系統 採種園改良用 １７年５月
（つぎ木用） ５０本 (１７.５.１８)

スギ寒害抵抗性品種 １２系統 採種園改良用 １７年５月
穂木（つぎ木用） ２５０本 (１７.５.１８)

スギ耐陰性品種穂木 １系統 採種園改良用 １７年５月
（つぎ木用） ２５本 (１７.５.１８)

スギカミキリ抵抗性 １系統 採種園改良用 １７年５月
穂木（つぎ木用） ２５本 (１７.５.１８)

花粉の少ないスギ穂 １系統 採種園改良用 １７年５月
木（つぎ木用） ２５本 (１７.５.１８)

５ 福島県 アカマツのマツノザ ２系統 採種園造成用 １８年２月
イセンチュウ抵抗性 ６０本 （１８.２.２８）
穂木（つぎ木用）

クロマツのマツノザ ６系統 暫定採種園造 １８年２月
イセンチュウ抵抗性 ３００本 成用 （１８.３.２）
穂木（つぎ木用）

６ 茨城県 花粉の少ないスギつ ２３系統 ミニチュア採 １７年４月
ぎ木苗 ２２７本 種園造成用 （１７.４.７）

ヒノキ精英樹穂木 １８系統 採種園造成用 １７年４月
（つぎ木用） １４４本 （１７.４.７）

雄性不稔スギ穂木 １系統 採穂園造成用 １７年４月
（つぎ木用） ５０本 （１７.４.７）

７ 栃木県 花粉の少ないスギさ ２１系統 採種園造成用 １８年３月
し木苗 １０５本 （１８.３.３１）

雄性不稔スギ穂木 １系統 採穂園造成用 １７年４月
（さし木用） ５０本 （１７.４.１４）

８ 埼玉県 花粉の少ないスギさ ６系統 ミニチュア採 １７年５月
し木苗 ２１本 種園造成用 （１７.６.７）

花粉の少ないスギつ １０系統 ミニチュア採 １７年５月
ぎ木苗 ３４本 種園造成用 （１.．６.７）

９ 東京都 花粉の少ないスギつ ８系統 採種園造成用 １７年６月
ぎ木苗 １６５本 （１７.６.１５）

雄性不稔スギつぎ木 １系統 採穂園造成用 １８年３月
苗 ２０本 （ １８.３.３１）

１０ 山梨県 雄性不稔スギつぎ木 １系統 採穂園造成用 １８年３月
苗 ２０本 （１８.３.３１）

アカマツのマツノザ ５系統 採種園改良用 １８年２月
イセンチュウ抵抗性 ２５本 （１８.２.２０）
穂木（つぎ木用）

１１ 長野県 ヒノキ推奨品種つぎ ３２系統 採種園改良用 １７年６月
木苗 ３２０本 （１７.６.１６）

１２ 岐阜県 アカマツのマツノザ ５系統 採種園造成用 １８年２月
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イセンチュウ抵抗性 １００本 （１８.２.２０）
穂木（つぎ木用）

１３ 静岡県 雄性不稔スギつぎ木 １系統 採穂園改良用 １８年２月
苗 ３０本 （１８.２.２８）

１４ 愛知県 花粉の少ないスギさ １系統 採種園改良用 １８年３月
し木苗 １０本 （１８.３.２９）

スギ精英樹さし木苗 ５系統 採種園造成用 １８年３月
５０本 （１８.３.２９）

雄性不稔スギつぎ木 １系統 採穂園改良用 １８年３月
苗 ３０本 （１８.３.２９）

１５ 奈良県 花粉の少ないスギさ ２系統 保存園用 １８年３月
し木苗 ２５本 （１８.３.７）

花粉の少ないスギさ ３系統 採穂園造成用 １８年３月
し木苗 ４１本 （１８.３.７）

スギ精英樹さし木苗 ２系統 採種園造成用 １８年３月
２０本 （１８.３.７）

ヒノキ精英樹さし木 ３系統 採種園造成用 １８年３月
苗 １９本 （１８.３.７）

ヒノキ精英樹つぎ木 ２系統 採種園造成用 １８年３月
苗 ２６本 （１８.３.７）

１６ 山口県 スギ精英樹つぎ木苗 ２５系統 採種園造成用 １８年２月
７００本 （１８.２.２２）

スギカミキリ抵抗性 ２系統 採穂園造成用 １８年２月
さし木苗 ４０本 （１８.２.２２）

花粉の少ないスギさ １系統 採穂園造成用 １８年２月
し木苗 ２０本 （１８.２.２２）

１７ 福岡県 花粉の少ないスギさ ４系統 採穂園造成用 １８年３月
し木苗 ８０本 （１８.３.２４）

１８ 佐賀県 クロマツのマツノザ ７系統 採種園改良用 １８年２月
イセンチュウ抵抗性 ３８本 （１８.２.２３）
つぎ木苗

スギ精英樹さし木苗 ２系統 採穂園改良用 １８年２月
１２０本 （１８.３.８）

１９ 熊本県 クロマツのマツノザ ８系統 採種園改良用 １８年２月
イセンチュウ抵抗性 １４本 （１８.２.２３）
つぎ木苗

アカマツのマツノザ １系統 採種園改良用 １８年２月
イセンチュウ抵抗性 １本 （１８.２.２３）
つぎ木苗

２０ 大分県 スギ精英樹さし木苗 １５系統 採穂園造成用 １８年２月
９００本 （１８.２.２４）

２１ 鹿児島 スギ精英樹さし木苗 ８系統 保存園用 １８年２月
県 ２４本 （１８.２.３）

ヒノキ精英樹つぎ木 ３４系統 保存園用 １８年２月
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苗 １０２本 （１８.２.３）

スギ精英樹さし木苗 ４系統 保存園用 １８年１月
４００本 （１８.１.３１）

合 計 ２０都道県 ４０８系統
１森林管理局 ７，３４７本
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（資料⑥－２） （参考）種苗（原種）の配布実績の経年比較（本所・育種場別）

区 分＼年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

本所
（関東育種基本区担当）

配布先機関数 2 2 4 9 8 25

配布系統数 14 5 37 155 130 341

配布本数 780 220 595 1,738 1,276 4,609

北海道育種場

配布先機関数 1 2 2 2 7

配布系統数 2 32 77 34 145

配布本数 120 260 753 131 1,264

東北育種場

配布先機関数 2 4(1) 2(2) 2(3) 10(6)

配布系統数 60 123 93 115 391

配布本数 3,000 5,318 2,740 3,070 14,128

関西育種場

配布先機関数 7 10(2) 6(1) 4(1) 2 29(4)

配布系統数 97 263 51 30 40 481

配布本数 5,171 2,874 1,597 731 891 11,264

九州育種場

配布先機関数 7 5 7 5(1) 24(1)

配布系統数 263 89 111 89 552

配布本数 2,575 1,152 1,362 1,979 7,068

合 計

配布先機関数 9 22(2) 21(2) 24(3) 19(4) 95(11)

配布系統数 111 593 332 466 408 1,910

配布本数 5,951 8,789 8,922 7,324 7,347 38,333

（注）１．「配布先機関数」の欄の（ ）書きは、基本区以外の機関に配布した場合で外書で
表した。
２．「配布系統数」は、品種が重複する場合もあることから配布品種数になるとは限ら
ない。
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（資料⑥－３）
種苗（原種）の配布先を対象としたアンケート調査の概要

調査目的 林木育種センターが行う種苗の生産配布、林木育種技術
の講習・指導、情報の提供等についての顧客満足度を把握
するとともに、改善要望事項等を把握し、以後の業務改善
に反映させる。

母集団 平成１７年度に種苗を配布した都道県等

標本数 ２０都道県、１森林管理局の計２１

標本抽出方法 全数調査

調査方法 アンケート調査票を送付し、記入後回収する方法

回収数（回収率） ２１（１００％）

ニーズ、サービス 配布種苗の品質や林木育種センターが行う講習・指導等
への満足度に関する についてのニーズ及び満足度について把握するための質問
質問 項目を設けている。

調査結果（概要） ・ 顧客満足度は５段階評価で４．７であった。
・ 改善要望事項等として、
① 種苗の配布関係では「クローンによっては小さいも
のがあった」、「根が少ないものがあった」等の指摘が
あった。
② 講習・指導関係では「実技時間が不足」等との指摘
があった。
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評価シート１

平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）調査及び研究

評価単位 新品種の開発等のための林木育種技術の開発

⑦

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、新品種等の開発に必要な系統間差異や遺伝様式等を解明するため

の調査・研究及び検定・評価手法、育種年限の短縮に資する遺伝子組換え関連技術、

効率的な採種園の造成・管理技術等の林木育種技術を開発するための調査・研究を

進める。

（精英樹等の第二世代品種を効果的に開発するための技術開発）

１．樹高と胸高直径の遺伝様式を解明するため、関東育種基本区の２０年次までのスギ

検定林及び３０年次までのカラマツ検定林のデータを解析した。

① スギについては、樹高、胸高直径ともに母樹と花粉親の効果が認められ、母樹、

花粉親の寄与率はほぼ同等と考えられた。

② カラマツについては、遺伝獲得量は、１０～１５年次に最大値をとり、２０年

次からほぼ横ばいになる傾向が認められた。また、選抜効率の試算から、樹高の

家系選抜は１０～１５年が最も効率的であると考えられた。（資料⑦－１）（資料

⑦－２）

これらによって、スギの樹高と胸高直径の遺伝様式、カラマツの選抜年次による遺

伝獲得量の変異を解明した。

（特性評価や選抜をより合理的に行うための技術開発）

２．精英樹の利用目的別の評価・分類手法等を開発するため、スギ精英樹さし木クロー

ンの検定林を対象に成長パターンを中心として解析した結果、成長の早晩に品種ごと

の特徴があること、遺伝的支配が強いことを示し、これらは、長伐期施業に適する品

種として晩生の成長特性を持つ品種の選抜を可能にするものである。また、構造材利

用、板材利用、集成材等の工業用原材料としての利用等木材のそれぞれの利用形態に

適した品種を開発するため、それぞれの用途に関連した指標に絞って精英樹クローン

を評価・分類することによって効率的に高い選抜効果が得られることを明らかにし

た。これらを総合し、利用目的別の精英樹の評価・分類手法の開発を完了した。

なお、この成果に基づき、九州育種基本区において平成１７年度に成長の優れたス

ギ品種、成長・材質の優れたスギ品種、材質の優れたスギ品種計１６品種を開発した。

（資料⑦－３）（資料⑦－４）

また、これまでに作成した遺伝的な特性を総合的に予測できるＢＬＰ法に基づいた

コンピュータプログラムについての利用法等のマニュアルを作成し、公表した。これ
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は、系統評価の計算の流れを説明するとともに、作成した各コンピュータプログラム

の役割、その使用方法を解説したものである。さらに、本プログラムの使用例を示し

た。このことを含めてこれまでの成果を総合し、系統評価・分析システムの構築を完

了した。（資料⑦－５）（資料⑦－６）

（地球温暖化防止に資する二酸化炭素の吸収・固定能力の高い品種を開発するための技

術開発）

３．林野庁からの受託事業である熱帯産早生樹を対象にした炭素固定能力に関する調査

については、林分生産量や炭素固定能力の向上の程度を解明するために設定した実生

採種林１年生の調査データを解析した結果、成長と形態形質のいずれにも家系間差を

認め、その結果から、狭義の遺伝率は０．０７前後であると推定できた。また、ファ

ルカータの人工林内に設定した固定プロット３２箇所の３回の調査データをもとに暫

定的な林分成長モデルを作成した。本モデルは実際の林分成長との適合が比較的良い

ことを確かめた。（資料⑦－７）（資料⑦－８）

（材質の優れた品種を効率的に開発するための技術開発）

４．材質評価に必要な密度、ヤング率等の系統間の変異等を解明するため、

① スギについては、精英樹４１クローン及び４家系の密度及びヤング率等の測定

データを解析した。その結果、密度及びヤング率には明らかなクローン間差及び

家系間差が認められ、さらにヤング率と密度の間に正の相関関係を認めた。

② カラマツ等については、カラマツ１２クローン及びグイマツ×カラマツＦ１の

１１家系の年輪幅と密度の測定データを解析した。その結果、いずれの木材性質

も変動係数はカラマツで６％、グイマツ×カラマツＦ１で５％と小さかった。し

かし、カラマツでは、年輪幅と密度の間に有意な相関関係が認められなかった。

（資料⑦－９）（資料⑦－１０）

（育成複層林施業に適合した耐陰性品種を開発するための技術開発）

５．樹下植栽後及び庇陰解除後の成長特性の系統間の差異を解明するため、

① スギについては、耐陰性候補クローン１９クローンで設定した樹下植栽試験地

を調査するとともにこれまでのデータを含めて分析した結果、樹下植栽後２年目

までの成長は悪かったが、それ以降では向上し、しかもクローン間の差が大きく、

最大値と最小値の間に２倍以上の差が生じたことを明らかにした。また、その差

は統計的に有意であった。

② ヒノキについては、耐陰性候補系統１２家系で設定した樹下植栽試験地を調査

するとともにこれまでの調査データを含めて分析した結果、樹下植栽による成長

の低下や成長量の家系間差はスギほど顕著ではなかったが、樹下植栽後２年目以

降では家系間差は統計的に有意になったことを明らかにした。また、樹下植栽し

たスギの上木を伐採して庇陰を解除すると、樹高と直径ともに成長が回復し、形

状比も低下して一般的な値に近くなった。また、庇陰解除後の成長の回復量はク

ローンによって異なった。

これらによって、樹下植栽時と庇陰を解除した後の成長についての系統間の差異を

解明することができた。（資料⑦－１１）（資料⑦－１２）

（育林コストの削減に有効な品種を開発するための技術開発）
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６．下刈り処理の有無による初期成長の系統間の差異を解明するため、スギ精英樹１５

クローン及びヒノキ精英樹１０家系について、下刈り処理区及び下刈り無処理区の相

対照度並びに、樹高、根元直径及び樹冠幅を測定するとともに、調査結果を分析した。

① スギ試験地においては、枯死率にクローン間差が認められなかったが、成長量

にはクローン間に有意差が認められた。また、クローンと下刈り処理の交互作用

は有意ではなかった。以上から、下刈りの省力化に資する優良クローンの選抜は、

初期成長の結果によって選抜できることが示唆された。また、下刈り区で成長の

良いクローンは、無下刈り区でも成長がよい傾向が認められたことから、５年次

における下刈り区の成長量に基づいてクローンの選抜が無下刈り区の成長の改良

にどの程度の効果を与えるかを試算したところ、無下刈り区からの直接選抜効果

の６０％程度は期待できるとの試算結果を得た。

② ヒノキ試験地においては、５年次以降は成長量に家系間の有意差が認められ、

年次が進むにつれてスギと同様にその差が大きくなっていく傾向が認められた。

また、枯死率及び家系と下刈り処理の交互作用は有意ではなかった。

初期成長の調査及び調査結果の分析を行うことにより、スギ及びヒノキの下刈り処

理の有無による初期成長特性の系統間の差異が明らかになり、育林コストの削減に有

効な品種として下刈り作業を省力化した施業に適した品種の開発が可能であることが

示唆された。（資料⑦－１３）（資料⑦－１４）

（広葉樹の用材生産用の優良品種を開発するための基礎情報の収集）

７．ケヤキの開花・結実習性を把握するため、関東育種基本区内の５箇所における定点

観測による開花・結実状況のこれまでの結果に基づいて、ケヤキの開花・結実の年次

変動と気象条件との関係を分析したところ、前年６月上旬の平均気温が高いと翌年の

着花量が多い傾向にあることを見出した。また、貯蔵花粉の発芽試験を行ったところ、

短期保存の場合は花粉を乾燥後、４℃で３０日以上保存が可能であること、長期保存

の場合は液体窒素中で２年以上保存が可能であることを明らかにした。（資料⑦－１

５）

また、ケヤキの造林初期の成長等の系統間の差異を明らかにするため、３から７成

長期まで調査した樹高等の成長量データを当該試験地の地形を考慮して解析した結

果、系統間差が認められ、反復率は０．１５であった。また、産地間では、九州、四

国・日本海岸、近畿瀬戸内と関東の間に成長量の差が認められた。

これらによって、ケヤキの開花結実習性を把握するとともに、花粉の長期貯蔵を可

能にし、初期成長の系統間差を明らかにすることができた。（資料⑦－１６）

（抽出成分等を利用する樹種の優良品種を開発するための技術開発）

８．和紙の原料であるミツマタの倍数体の育成技術を開発するため、コルヒチン処理し

た四倍体の種子から育苗した個体の中から葉の外部形態の違いにより八倍体候補個体

を選び、これらの中から染色体観察により八倍体を選んだ。

次に、選ばれた八倍体を母樹にして四倍体の花粉を受粉させて交配種子を採取し、

その実生個体の染色体を観察することによって六倍体を選んだ。交配実生苗全体に占

める六倍体の出現率は３．６％であった。

また、六倍体の確認ではフローサイトメトリーも有効であった。

以上の手順により、ミツマタの六倍体や八倍体の倍数体の育成技術を開発すること

ができた。（資料⑦－１７）（資料⑦－１８）
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（花粉症対策に有効な品種を開発するための技術開発）

９．アレルゲン含有量の少ないスギ品種を開発するために必要なアレルゲンCry j 2の

含有量の系統間の差異を解明するため、これまでに開発したCry j 2定量法を用い、

４箇所の採種園に共通して植栽されている１２クローンについてCry j 1及びCry j 2

の含有量を４年間にわたって毎年定量した。そのデータを分析し、環境、年次の差異

を含めて遺伝率を推定した結果、Cry j 1は ０．１７、Cry j 2は０．２３であった。

また、関東育種基本区のスギ精英樹９９クローンのアレルゲンCry j 1含有量とCry j

2含有量を定量したデータを分析したところ、クローンによって大きく異なるととも

に、両アレルゲンの間には有意な正の相関が認められた。（資料⑦－１９）

これらを総合し、Cry j 1含有量とCry j 2含有量には大きなクローン間差が認めら

れること、両者がともに少ないクローンを選抜できる可能性があること等を明らかに

することができた。また、この成果に基づいてアレルゲンの少ないスギ品種「天竜１

７号」を開発した。（資料⑦－２０）

また、ヒノキの花粉生産性の系統間の差異を解明するため、ヒノキ精英樹３３４ク

ローンを対象に、これまでに進めてきた雄花着花性の調査データを総合的に分析した

結果、雄花の着生量にはクローン間に統計的に有意な差が認められ、広義の遺伝率は

自然着花量で０．２５６、強制着花量では０．３９７であった。また、強制着花量は

自然着花量と比較して年次変動が小さく安定していたことから、ジベレリン処理を行

うことにより、短期間で信頼性の高い雄花着花性の評価が可能であることが明らかに

なった。このことは、強制着花によって短期間かつ高精度でヒノキの雄花着花性を評

価できることを示唆するものである。（資料⑦－２１）（資料⑦－２２）

（雄性不稔スギ品種を開発するための技術開発）

10．雄性不稔スギの人工交雑については、平成１６年度に開発した雄性不稔スギの「爽

春」を交配母樹とし、成長・材質等の優れたスギ品種等６０系統との人工交雑に着手

した。雄性不稔スギの探索については、育種場を含む林木育種センターのスギの保存

園等において、雄花の着生したスギ個体全てを対象として調査を実施し、東北育種基

本区、関東育種基本区及び関西育種基本区で各１個体ずつ、雄性不稔と考えられる個

体を見出すことができた。爽春の組織培養法の開発については、２０数年生の個体か

ら当年枝を採取し、寒天培地で培養し、腋芽の発生率、伸長量を測定した。そのデー

タから初代培養培地・シュート伸長培地の培地組成、植物ホルモン組成を決定した。

寒天培地上では発根が難しかったため、炭酸ガスを用いる方法を適用したところ、発

根に成功することができた。花芽形成抑制遺伝子の探索については、様々な植物種で

単離されているMADS-box遺伝子の配列情報をもとに、高度に保存されている領域にMA

DSプライマーを設計し、スギの雄花で発現しているMADS-box遺伝子の単離を試みた結

果、新規のスギMADS-box遺伝子の一部と考えられるＤＮＡ断片の単離に成功した。（資

料⑦－２３）（資料⑦－２４）

（抵抗性品種を開発するために必要な技術開発）

11．マツノザイセンチュウ抵抗性の遺伝様式を解明するため、同じ組み合わせの人工交

配家系に対して３年間にわたって接種検定を行った結果を解析し、生存率の年次間変

動は少ないことを明らかにした。また、フルダイアレル（３×３）の交配家系に対し

て接種検定を行ったデータから推定した抵抗性の遺伝率は０．５０と非常に高い値で
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あった。同様に、同じ母樹に、抵抗性の異なる個体を交配すると、花粉親の抵抗性に

従って子供の抵抗性が上下した。このことは、クロマツのマツノザイセンチュウに対

する抵抗性の遺伝には相加的遺伝分散の寄与が大きいことを示唆するものであり、人

工交配によって抵抗性遺伝子を集積させ、抵抗性をより高くできることを示唆するも

のでもある。（資料⑦－２５）

低コストで抵抗性種苗供給システムを開発することを目的とし、さし木試験を行い、

諸条件の検討及び種苗生産コストの評価を行った。その結果、若齢木を剪定し、そこ

から発生した萌芽枝をさし付ければ発根率が向上することを明らかにした。また、さ

し木発根性に影響する用土、ホルモン処理やさし穂調整法についての調査を進め、一

部については特許を申請した。（資料⑦－２６）（資料⑦－２７）

また、ヒノキ漏脂病抵抗性の検定技術の開発に必要な菌の接種による病害の系統間

の差異を解明するため、育種素材保存園に集植した抵抗性候補木を含む１２系統７２

個体のヒノキについて、原因菌として有力視されているシステラ菌（Cistella japon

ica）の接種試験を実施するとともに、これまでの接種試験において得られたデータ

を解析した結果、病状に系統間差を検出することができた。（資料⑦－２８）（資料⑦

－２９）

さらに、ヒノキカワモグリガ抵抗性の検定技術の開発に必要な被害の系統間の差異

を解明するため、育種素材保存園内に集植されたスギ採穂台木３１９クローン１，１

８９個体について、ヒノキカワモグリガ幼虫の食害を虫糞の有無を基準にして４ヶ年

間にわたって調査を行い、そのデータを総合して解析した結果、食害率にクローン間

の有意差を認めた。（資料⑦－３０）（資料⑦－３１）

加えて、スギ雪害抵抗性の評価手法の開発と遺伝様式を解明するため、１３箇所の

雪害抵抗性検定林の調査データを解析した結果、根元曲がりの遺伝分散の大部分が相加

的遺伝分散によるものであることが明らかになった。また、検定林ごとに推定した狭義

の遺伝率は０から０．２７であり、平均値は０．１１であった。なお、交配組み合わせ

によって異なるが、根元曲がりは花粉親に比べ雌親の影響が強い傾向にあった。

このように、雪害抵抗性検定林の調査データを解析し、雪害抵抗性の遺伝様式を解明

することができた。（資料⑦－３２）（資料⑦－３３）

（育種年限の短縮等を図るために必要な技術開発）

12．アカマツのマツノザイセンチュウ抵抗性及び幼時の成長と連鎖したＤＮＡマーカー

を含む領域を検出するため、アカマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種である熊山

２５と佐賀関１３２の交配家系についてＡＦＬＰマーカー５７８個、マイクロサテラ

イトマーカー１１個、ＳＮＰマーカー４個のＤＮＡマーカーを用いて作成した連鎖地

図をもとにＱＴＬ解析を行い、熊山２５及び佐賀関１３２ともにマツノザイセンチュ

ウ抵抗性と連鎖する領域をそれぞれ１箇所ずつ検出した。同様に、幼時の成長と連鎖

する領域について熊山２５において２箇所検出した。（資料⑦－３４）（資料⑦－３５）

また、ＤＮＡマーカーによる個体の識別手法を開発するため、識別に用いたＤＮＡ

マーカーをもとに再現性のよいＳＣＡＲマーカーを開発した。（資料⑦－３６）（資料

⑦－３７）

（遺伝子組換えにより新品種を開発する林木育種技術の実用化に必要な技術開発）

13．遺伝子組換えに必要な優良品種の不定胚の培養系を開発するため、スギの不定胚の

培養及び不定胚からの発芽個体の順化を行い、スギの不定胚の培養系を開発した。



- 66 -

また、遺伝子導入については、スギでアグロバクテリウム法により緑色蛍光タンパ

ク質（ＧＦＰ）遺伝子を導入した不定胚を発芽させ植物体を再生させるとともに導入

遺伝子の発現を蛍光実体顕微鏡で確認し、スギの安定した遺伝子導入技術を開発した。

（資料⑦－３８）遺伝子組換え技術の実用化に必要な情報収集等については、アメリ

カ、カナダにおいて遺伝子組換え研究及び組換え体の野外試験について情報収集を行

った。

農林水産技術会議事務局からの委託事業である組換え林木の安全性評価手法の開発

に関する研究については、スギの花粉飛散距離を解明するために、黄金スギを花粉源

とする調査を前年度に引き続き行い、交雑に有効な距離は最大約５００ｍであった。

また、アレロパシーを評価するための手法の検討のために、作物で用いられている方

法が有効であることを示した。（資料⑦－３９）

（天然林を構成する有用樹種の遺伝的多様性を確保しつつ諸形質を改良するために必要

な技術開発）

14．天然林におけるミズナラの遺伝的構造を解明するための調査・研究では、北海道育

種基本区のミズナラ９林分について林況調査及びアイソザイム分析を行った結果、遺

伝的パッチのサイズは１２～４４ｍと推定するとともに、林分の平均胸高直径が大き

くなると遺伝的パッチサイズも大きくなる傾向を認めた。また、葉緑体ＤＮＡの多型

変異から地理的に３つのタイプに区分できることが明らかになり、特に道北と道東に

顕著な違いがみられた。このことは、これらの２地域では、造林用種子は採取地と同

一の地域内で使用する方が良いことを示唆するものである。

また、天然林におけるミズナラの交配実態について花粉の有効飛散距離を解明する

ため、平均花粉飛散距離を、次世代の実生と共通な遺伝子を持つミズナラ母樹を花粉

親とし、母樹と花粉親の位置から推定する方法、花粉親を特定することなしに母樹の

実生群と母樹間の遺伝的多様度の違いから花粉飛散曲線に当てはめて推定する方法、

その２つの方法を用いて推定した結果、１００～１５０ｍの値を得た。（資料⑦－４

０）（資料⑦－４１）

（効率的な採種園の造成・管理に必要な技術開発）

15．ミニチュア採種園の造成・管理技術の開発に必要な花粉動態及び種子の自殖率を解

明するため、黄金スギを用いたモデルミニチュア採種園における調査結果から推定し

た自殖率は１４％と高かった。しかし、剪定によって一般採種園とそれほど遜色のな

い５％程度まで下げることができることがわかった。また、同じ採種園において母樹

別の後代に占める黄金スギ型苗の出現頻度を調査し、花粉親と母樹との距離が６ｍ離

れることで、母樹に対する花粉親としての交配寄与率が無視できる程に小さくなる事

を見出した。これは、狭い範囲に種類の異なった多くの採種園を造成できることを示

唆するものである。さらに、同様のモデル採種園で後代の遺伝子型をアイソザイム分

析で調査し、花粉親の雄花量が多いほど、花粉親としての交配寄与率が大きくなる結

果を得た。このことは、より均等な自然交配を実施するため、クローン配置に雄花着

生量を考慮しなければならないことを示唆するものである。（資料⑦－４２）（資料⑦

－４３）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ ２１
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 ２１

計画に沿って、新品種の開発に必要な林木育種技術、天然林を構成する有用樹種の遺

伝的多様性を確保しつつ諸形質を改良するための林木育種技術及び効率的な採種園の造

成・管理技術の開発に必要な調査・分析等を進め遺伝様式等の解明や評価・検定手法の

開発等を行うことができ、本評価単位の達成割合が９０％以上であることに加えて、特

に、これまで困難とされていたマツのさし木について、効率的なさし木技術の開発に積

極的に取り組み、低コストでマツノザイセンチュウ抵抗性マツを大量生産するシステム

を開発し、特許出願できたこと及びこれまで安定した遺伝子組換えが困難であったスギ

について、アグロバクテリウム法による安定した遺伝子導入技術を開発でき、今後の無

花粉の特性を有する優れたスギ品種の開発等への活用が期待できることとなったことか

ら「ａ＋」と評定した。

評価委員会の意見等

マツのクローン増殖、スギの遺伝子組換え技術などで顕著な成果があったことは評価

できる。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑦－１）
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（資料⑦－２）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
利用可能な検定林データの検索 ○
遺伝パラメータの年次変動と地域変異の把握 ○ ○
遺伝獲得量の推定 ○
遺伝獲得量の違いの検討 ○
遺伝様式の解明 ○
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（資料⑦－３）
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（資料⑦－４）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
利用目的別の育種目標の検討 ○
利用目的別の特性の把握 ○
利用目的別の検定期間検討・把握 ○ ○
利用目的別の精英樹の分類 ○ ○
利用目的別の評価・分類手法等の開発 ○
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（資料⑦－５）
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（資料⑦－６）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
システム構築手順の検討 ○
ＢＬＰ法のウィンドウズ版への移行 ○
ＢＬＰ法のスギ実生検定林への適用 ○ ○
ＢＬＰ法のスギ交配検定林への適用 ○ ○
系統評価・分析システムの構築 ○
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（資料⑦－７）
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（資料⑦－８）

（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
密度及び抽出成分量の測定 ○ ○ ○
年輪構造の測定 ○ ○
炭素含有率の測定 ○
評価・検定手法の開発 ○ ○
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（資料⑦－９）
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（資料⑦－１０）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
検定林の事前調査及び供試材料の採取 ○
年輪構造の測定 ○ ○
ヤング率の測定 ○ ○ ○
系統間の差異の解明 ○
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（資料⑦－１１）
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（資料⑦－１２）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
庇陰解除後の成長調査 ○ ○ ○ ○ ○
樹下植栽時の成長調査 ○ ○ ○ ○
系統間の差異の解明 ○
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（資料⑦－１３）
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（資料⑦－１４）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
試験地の下刈り処理 ○ ○ ○ ○ ○
初期成長の調査 ○ ○ ○ ○ ○
系統間の差異の解明 ○
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（資料⑦－１５）
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（資料⑦－１６）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
開花結実習性 開花結実調査 ○ ○ ○ ○

開花結実習性の把握 ○
花粉の長期貯蔵 花粉の貯蔵試験（開花した場合） ○ ○ ○

長期貯蔵の可能性の解明 ○
造林初期の成長等 初期成長及び幹の形態調査 ○ ○ ○ ○

系統間の差異の解明 ○
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（資料⑦－１７）
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（資料⑦－１８）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
八倍体の育成 ○ ○
六倍体育成のための人工交雑 ○ ○ ○
育成個体の特性評価 ○
倍数体の育成技術の開発 ○
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（資料⑦－１９）
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（資料⑦－２０）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
アレルゲンCry j 2の定量法の開発 ○
アレルゲンCry j 2の含有量の測定 ○ ○ ○
アレルゲンCry j 2の含有量の系統間差異の解明 ○
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（資料⑦－２１）
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（資料⑦－２２）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
自然着花性の調査 ○ ○ ○ ○
人為着花性の調査 ○ ○ ○ ○
花粉生産性の系統間差異の解明 ○
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（資料⑦－２３）
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（資料⑦－２４）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
雄性不稔スギのＦ１家系の創出（交配） ○
雄性不稔スギホモ個体の探索 ○
雄性不稔スギヘテロ個体の探索 ○
雄性不稔スギの培養条件の検討 ○
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（資料⑦－２５）
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（資料⑦－２６）
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（資料⑦－２７）

（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
人工交配 ○
交配苗の種子の採取 ○
交配苗の種子の播種 ○
交配苗の床替え ○
接種検定 ○
遺伝様式の解明 ○
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（資料⑦－２８）
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（資料⑦－２９）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
菌の接種方法の開発 ○ ○ ○
菌株の病原性の違いの調査 ○ ○ ○ ○
抵抗性候補木への接種試験 ○ ○
病害の系統間差異の解明 ○
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（資料⑦－３０）
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（資料⑦－３１）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
被害調査 ○ ○ ○ ○
被害の系統間差異の解明 ○
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（資料⑦－３２）
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（資料⑦－３３）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
調査データの解析方法の検討 ○
調査データの解析 ○ ○
評価手法の開発 ○ ○
遺伝様式の解明 ○ ○ ○
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（資料⑦－３４）
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（資料⑦－３５）

（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
優性マーカーによる連鎖地図の作成 ○
人工交配家系の育成 ○ ○ ○
共優性マーカーの選定 ○ ○
交配家系を用いた連鎖地図の作成 ○ ○ ○
交配家系の成長調査及び接種検定 ○
ＱＴＬ解析（領域の検出） ○
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（資料⑦－３６）
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（資料⑦－３７）

（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
ブナ 個体識別手法の開発 ○
ハゼノキ 試料の採取 ○

ＤＮＡの抽出・分析 ○
個体識別手法の開発 ○

スギ 試料の採取 ○
ＤＮＡの抽出・分析 ○ ○ ○
個体識別手法の開発 ○



- 105 -

（資料⑦－３８）

プレスリリース 平成18年３月７日
独立行政法人 林木育種センター

スギの安定した遺伝子組換えに成功

１ 概 要

独立行政法人林木育種センター(理事長 田野岡 章 )では、新品種開発の手法とし
りんぼくいくしゅ た の お か あきら

てスギの遺伝子組換え技術の開発に取り組んできました。生育期間の長い林木では、
遺伝子組換えを利用することで品種開発の期間の短縮が期待できます。スギの遺伝子
組換えについてはこれまでに成功例があるものの安定していませんでした。当センタ
ーではスギの遺伝子組換えについての技術の蓄積を進め、このたび安定した遺伝子組
換えに成功しました。
スギの安定した遺伝子組換えが可能になったことにより、今後は有用な遺伝子の導

入に取り組みます。

２ スギの遺伝子組換えの内容

スギの精英樹の未熟種子から誘導した細胞塊にアグロバクテリウム法注1)でGFP遺伝
子注2)を導入し、その後培養を重ねることで植物体を育成しました。植物体は現在10cm
程度になっています(写真１)。GFP遺伝子が導入できていれば、植物体は蛍光をあてる
と緑色に光ります。再生した植物体３系統は蛍光をあてると緑色に光り、遺伝子が導
入できていることを確認しました(写真２)。内容の詳細については、本年３月に筑波
大学で開催される日本植物生理学会で発表予定です。今回成功した要因として以下の
３点が考えられます。

① スギの遺伝子組換えにこれまで使われていたパーティクルガン法注3)では安定して
遺伝子を導入することができなかったのでアグロバクテリウム法を用いたこと。

② 未熟種子から誘導した細胞塊から、安定して植物体を再生できるようになったこ
と。

③ GFP遺伝子を用いたことで遺伝子導入の成否を容易に判定できたこと。

３ 今後の取り組み

当センターではスギ花粉症に対応すべく無花粉スギ「爽春」や花粉の少ないスギ品
そうしゅん

種の開発を行ってきました。この取り組みを強化するために、安全性を確保した上で
遺伝子組換えによる無花粉スギの開発を目指します。遺伝子組換えによって無花粉ス
ギができるようになれば様々な優良品種を無花粉にすることが可能になります。その
ため、スギの雄花の形成に関係した遺伝子の単離を現在進めています。また、当セン
ターではヒノキの安定した遺伝子組換えについても既に成功しています。

注１）アグロバクテリウム法：土壌細菌であるアグロバクテリウムが植物に感染する
ときに、植物細胞に遺伝子を導入する性質を利用した遺伝子導入法。

注２） GFP遺伝子：導入した遺伝子が確実に細胞の中に入ったかどうかを確認するた
めの遺伝子の一つで、植物細胞を殺すことなく確認できる利点があります。当
センターの研究によってスギやヒノキでも利用可能なことが明らかになりまし
た。

注３）パーティクルガン法：金属の微粒子に遺伝子をまぶし高圧ガスなどを利用して
植物細胞に打ち込み、遺伝子を導入する方法。

連絡先：独立行政法人林木育種センター
茨城県日立市十王町伊師3809-1
電話：０２９４－３９－７０４６
担当：育種部育種工学課 近藤、大宮
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（資料⑦－３９）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
不定胚の培養系の開発 誘導方法の開発 ○ ○ ○

発芽及び発芽個体の順化 ○
不定胚培養の家系間の難易の評価 ○
不定胚の培養系の開発 ○

遺伝子導入技術の開発 パーティクルガン法の導入実験 ○ ○ ○
アグロバクテリウム法の導入実験 ○ ○ ○
組換え体の導入遺伝子の解析 ○ ○
遺伝子導入技術の開発 ○
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（資料⑦－４０）
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（資料⑦－４１）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
ミズナラ林の遺伝的構 アイソザイム分析 ○ ○ ○
造の解明 林況調査結果の解析 ○

地理的な遺伝的変異の解明 ○ ○
遺伝的構造の解明 ○

花粉の有効飛散距離の 上層木のＤＮＡ分析 ○ ○ ○
解明 稚樹のＤＮＡ分析 ○ ○

有効飛散距離の解明 ○
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（資料⑦－４２）
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（資料⑦－４３）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
ミニチュア採種園産種子の発芽試験 ○ ○
アイソザイム分析のための試験地の造成 ○
実生後代の遺伝子型の分析 ○
黄金スギを用いた花粉動態及び自殖率の解明 ○
アイソザイム分析のための種子の採取 ○
アイソザイム分析による実生後代の遺伝子型の調査・分析 ○
花粉動態及び種子の自殖率の解明 ○
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評価シート１

平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置

（中項目）調査及び研究

評価単位 林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価技術の開発
⑧

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、林木遺伝資源の収集・保存等に必要な林木遺伝資源の収集技術、
分類・同定技術、保存技術及び特性評価技術を開発するための調査・研究を進める。

（収集技術の開発）
１．虫媒花花粉の効率的な収集技術を開発するため、平成１５年度と１６年度に有機溶
剤のヘキサンを用いて収集し、乾燥させた後に、２℃又は－８０℃で保存したスダジ
イ、ウワミズザクラ、ガマズミ、ヤブデマリ、ハクウンボク、ニセアカシア花粉の発
芽試験を行った。その結果、２℃で保存したガマズミ、ヤブデマリ、ハクウンボク、
ニセアカシアは、保存開始２４ヶ月後においても発芽力を保持していた。また、－８
０℃で保存したスダジイ、ウワミズザクラ、ヤブデマリ、ニセアカシアは、保存開始
１２ヶ月後においても発芽力を保持していた。平成１５年度に有機溶剤で収集したコ
ジイ花粉を用いて人工交配を行った結果、平成１６年度の秋に健全種子が得られ、平
成１７年度の実生の発芽・成長にも異常は認められなかった
また、微細種子の精選技術を開発するため、アセビ及びドウダンツツジの種子を篩

ふるい

と風選機を用いて精選を行ったが、篩の方がうまく精選することができた。（資料⑧
－１）（資料⑧－２）

（分類・同定技術の開発）
２．シイ属の種子及び個体の識別手法を開発するため、２５林分１２８家系６２９個体
のマイクロサテライト６遺伝子座の遺伝子型を分析した。その結果、２１５個の対立
遺伝子が観察され、６２９個体は６１０遺伝子型に分類できた。６１０遺伝子型の内、
６０６遺伝子型は各１個体（６０６個体）で９６．３％の個体が識別でき、３遺伝子
型は各２個体（６個体）で同一家系の半兄弟、１遺伝子型は１７個体で６遺伝子座全
てにおいてＰＣＲによる増幅が行われなかったものであった。２５林分間の遺伝的分
化を解析した結果、地理的な遺伝構造が観察され、林分間の遺伝的分化は、スダジイ
とコジイの識別形質である葉の表皮組織構造の違いを反映していた。
これまでの調査・研究により、シイ属の形態的手法と生化学的手法を組み合わせた

種及び個体の識別手法を明らかにした。（資料⑧－３）（資料⑧－４）

（生息域内保存技術の開発）
３．森林生物遺伝資源保存林における林木遺伝資源モニタリング手法を開発するため、
アカマツ林内、モミ林内及び広葉樹林内の３試験地において、着果と種子散布の調査
を進め、３試験地における各対象樹種個体の胸高直径階別の頻度分布と着果個体の分
布について分析した。モミ林のモミにおけるサイズ構成は二山型の頻度分布を示し、
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着果個体の分布は、サイズの大きい個体に偏る傾向が見られた。一方、広葉樹林のモ
ミにおけるサイズ構成は減衰型の頻度分布を示したが、モミ林に比べ全体的に個体の
サイズが小さいために、着果可能なサイズに達している個体数が少ないことが示唆さ
れた。また、アカマツ林ではアカマツは一山型の頻度分布を示したが、着果個体の分
布は年次間で一様ではなく、着果のサイズ依存性はモミよりも小さいことが示唆され
た。樹種間での着果特性の違い、あるいは同樹種でも林分間でのサイズ構成の違いが、
各試験地の着果個体数の推移の違いに影響を与えることが示唆された。
これまでの成果をとりまとめ、「林木遺伝資源モニタリング調査実施マニュアル」

を作成し、林木遺伝資源モニタリング手法を明らかにした。（資料⑧－５）（資料⑧－
６）
また、ブナ及びシラカンバの天然林の遺伝的構造を解明するため、ブナ天然林２箇

所（八幡平市：伐採歴あり、栗原市：伐採歴なし）の調査地においてアイソザイム遺
伝子型を用いて、遺伝的構造を分析した結果、遺伝的多様性では大きな差は見られな
かったが、遺伝子の空間分布では、八幡平市の調査地において、伐採後の保残木によ
る天然下種更新や伐根からの萠芽による更新の影響と考えられる遺伝子の集中分布が
認められた。シラカンバについては、林木遺伝資源保存林内の成木及び林木遺伝資源
保存林内から採取した種子を播種して得た実生についてＤＮＡ分析を行い、ＤＮＡ遺
伝子型を用いて遺伝的構造を分析した。その結果、遺伝的多様性では成木集団と実生
集団の間に大きな差は見られず、成木集団の遺伝的多様度は実生にほぼ同じ大きさで
伝わっていると考えられたが、一部の対立遺伝子が実生集団では見られない場合があ
った。
以上のことから、ブナ天然林及びシラカンバの林木遺伝資源保存林について、遺伝

的構造を明らかにした。（資料⑧－７）（資料⑧－８）

（生息域外保存技術の開発）
４．南西諸島に自生する林木遺伝資源を生息域外保存するために必要な増殖技術を開発
するため、アワダン、シバニッケイ、シマミサオノキ、ホルトノキを対象にさし木試
験を行ったところ、アワダン、シバニッケイ、シマミサオノキで発根が見られ、特に
シマミサオノキは６０％以上と高い発根率を示した。一方で、ホルトノキはほとんど
発根が見られなかった。これまでのさし木試験ではほとんど発根が認められなかった
タイワンオガタマノキを対象に用土にいくつかのオーキシン系植物ホルモンを用い、
高ＣＯ２濃度下でさし木を行ったところ、いくつかのホルモン処理区において発根が
認められた。特にＭＣＰＢとよばれるホルモンで発根率が高く、２０％のさし穂から
発根が認められた。１６種１７個体から採取した種子の播種試験を行ったところ、８
種９個体で発芽が認められた。これまでの成果を取りまとめ、南西諸島自生種のさし
木発根性２０樹種と実生増殖３８樹種についての増殖技術の難易性を明らかにした。
（資料⑧－９）（資料⑧－１０）
また、希少樹種であるヤクタネゴヨウを生息域外保存するために必要な種子生産技

術を開発するため、実験採種園の採種木について着花特性の評価を行った結果、クロ
ーン間で開花期に違いがあり、また、雌花・雄花を着けるクローン、雌花のみ、雄花
のみを着けるクローン等があることを明らかにした。これにより、開花特性を考慮し
た採種園の設計及び改良が可能となった。人工交配によって得た種子について、球果
当たりの種子数、種子充実率等を調査した結果、人工交配種子は天然林における種子
に比べて、質・量ともに格段に優れた健全なものであることが分かり、人工交配種子
から生息域外保存のための苗木の育成が可能となった。平成１７年度の成果と、平成
１６年度までに実施又は開発したつぎ木によるクローン増殖、実験採種園の設計・設
定、人工交配技術、花粉の冷蔵・冷凍保存技術により、ヤクタネゴヨウを生息域外保
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存するために必要な種子生産技術が開発できた。（資料⑧－１１）（資料⑧－１２）

（特性評価技術の開発）
５．生息域外保存している林木遺伝資源の若齢期におけるケヤキ及びシイの一次特性評
価技術を開発するために必要な一次特性の評価基準を作成するため、これまで調査を
行ったケヤキの諸形質について、反復率の算出を行った。その結果、秋季の紅葉時の
葉色が最も高い値を示し、その他の形質では枝角度、主幹高／樹高、クローネ幅／樹
高、夏季の葉色で値が高く、一次特性の評価が可能な形質と考えられた。ただし、主
幹高／樹高は個体サイズとの相関が認められるため、個体サイズが異なる場合には、
その取り扱いに注意が必要であると考えられた。一方、枝の太さ及びクローネ幅／胸
高直径は反復率が低く、葉形は着葉位置などによっては反復率が変動するため、一次
特性の評価に適さない形質であると考えられた。同様にシイでは、一次特性を評価す
る形質として、枝角度、枝の太さ、幹曲がり、個葉の面積、葉身長／葉身幅、葉色が
適していると考えられた。ただし、枝の太さと主幹高は個体サイズと相関が認められ
た。これらの成果を基に、ケヤキとシイについての一次特性の調査項目と評価基準を
定め、林木遺伝資源特性評価要領を改訂し、拡充した。（資料⑧－１３）（資料⑧－１
４）
また、東日本のケヤキ林分間の遺伝変異の差異を解明するため、４林分についてア

イソザイム分析を行い、全体で１０林分のアイソザイム分析を終了した。東日本のケ
ヤキ全体の遺伝子多様度は、０．２６７～０．４０２の範囲であり、他の樹種の報告
に比べ高い値を示した。また、集団の遺伝的分化の程度を示す指標である遺伝子分化
係数は０．０６４であり、全体の遺伝的変異のうち６．４％が林分間に存在するとい
う結果が得られた。形態については、林分別の平均胸高直径が１９．１㎝から７２．
１㎝まで大きく変動しており、これに伴い林齢も大きく異なることが予想された。ま
た、枝下高比は、全体で０．４１であり林分別では０．３から０．５の間であった。
ケヤキは樹高の４割程度の位置に下枝があり、林分間の変動はそれほど大きくないこ
とが示唆された。東日本地域の林木遺伝資源保存林等の天然林に保存されているケヤ
キについて、遺伝変異の林分間差を解明することができた。（資料⑧－１５）（資料⑧
－１６）
さらに、希少樹種の遺伝的多様性の評価技術を開発するため、ハナノキ９集団につ

いて、新たに３つのＤＮＡマーカーによる分析を進め、これらの分析結果について解
析した。その結果、９集団の遺伝子多様度は０．１７９～０．２３１の範囲であるこ
と、集団間の遺伝的分化の程度を示す指標の遺伝子分化係数は０．１６０であり、全
体の遺伝的変異のうち１６％が集団間に存在すること、遺伝子多様度や遺伝距離を基
に解析した集団間の遺伝的分化には地理的な傾向が認められないことが明らかとなっ
た。これまでの成果をとりまとめ、評価手法マニュアルを作成し、ハナノキ９集団の
評価結果とともにホームページ上に公開した。（資料⑧－１７）（資料⑧－１８）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ ９

達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％
具体的指標の数 ９

計画に沿って、林木遺伝資源の収集技術、分類・同定技術、生息域内保存技術、生息
域外保存技術及び特性評価技術の開発に必要な調査・分析等を進めることができ、本評
価単位の達成割合が９０％以上であることから、「ａ」と評定した。
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評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑧－１）

A：有機溶剤を用いた花粉の洗い出し

B：濾紙を用いた花粉の捕集

C：濾紙上に残った花粉

D：人工発芽培地上での花粉の発芽

a：25メッシュ／インチの篩に捕らえられたも

の

b：25メッシュ／インチの篩を通過し45メッシ

ュ／インチの篩に捕らえられたもの

c：45メッシュ／インチの篩を通過し60メッシ

ュ／インチの篩に捕らえられたもの

d：60メッシュ／インチまでの全部の篩を通過

したもの。

写真の横棒はいずれも１mm。写真aとdは夾雑

物、写真bとcが種子である。

有機溶剤を用いた虫媒花花粉の収集

篩を用いた微細種子の精選
ふるい
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（資料⑧－２）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
虫媒花花粉の収集技術 媒花花粉の収集試験 ○ ○ ○ ○
の開発 収集した花粉の発芽力の調査 ○ ○ ○ ○ ○

虫媒花花粉の収集技術の開発 ○
微細種子の精選技術の 微細種子の収集 ○ ○ ○ ○
開発 微細種子の精選試験 ○ ○ ○ ○

微細種子の精選技術の開発 ○
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（資料⑧－３）

シイ属２５林分間の遺伝的分化をマイクロサテライトマーカーを用いて解析した結果、
３つのクラスターと６つのサブクラスターに分けられた。これらのクラスターには地理的
な遺伝構造が観察され、林分間の遺伝的分化は、スダジイとコジイの識別形質である葉の
表皮組織構造の違いを反映していた。

マイクロサテライトマーカーを用いたシイノキ林の遺伝的分化
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（資料⑧－４）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
形態的な判別手法 堅果形態の調査 ○ ○

葉の表皮組織の調査 ○ ○ ○
生化学的な判別手法 ＤＮＡ分析 ○ ○ ○
シイ属の種及び個体の識別手法の開発 ○ ○
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（資料⑧－５）

ホームページに公開したモニタリングマニュアル



- 121 -

（資料⑧－６）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
アカマツ林 調査地設定 ○

配置状況・樹高等調査 ○ ○
着果状況調査 ○ ○ ○

モミ林 調査地設定 ○
配置状況・樹高等調査 ○ ○
着果状況調査 ○ ○ ○

広葉樹林 調査地設定 ○
配置状況・樹高等調査 ○ ○
着果状況調査 ○ ○ ○

モニタリング手法の開発 ○
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（資料⑧－７）

栗原市 八幡平市

Pl 66.7 55.6

Na 3.6 3.7

Ne 1.3 1.3

He 0.19 0.17

図－１ 栗原市の調査地におけるMoran'sI 図－２ 八幡平市の調査地におけるMoran'sI

ブナ天然林の遺伝的構造の解明

表 宮城県栗原市と岩手県八幡平市の両試験地における遺伝的多様性の比較

Pl：多型な遺伝子座の割合、Na：1遺伝子座当たりの対立遺伝子数、Ne：有効な対

立遺伝子数、He：遺伝子多様度

① 遺伝的多様性を示す各種の指標について、両試験地の間

には大きな差は見られない。

② 伐採履歴のない栗原市の調査地では、Moran's Iの値は小さく、遺伝子の集中は見られないが、伐採

履歴がある八幡平市の調査地では、約20mの範囲内において顕著な集中が見られる対立遺伝子がある

（図中の矢印）。

（m) (m)

図－１ 成木と実生（注）の遺伝

的多様性

Na:1遺伝子座当たりの対立遺伝子数

Ne:1遺伝子座当たりの有効な対立遺伝子数

He:遺伝子多様度

① 多様性を示す指標は、成木と

実生では大きな差は見られな

い。

② 多くの対立遺伝子では、成木と実生で遺伝子頻度に大きな

差がないが、一部の対立遺伝子（例えば○印の３つの対立遺

伝子）が実生では見られないことがある。

図-２ 成木と実生(注)におけるDNA遺伝子座BP7,BP10,BP13の対立遺伝子頻度

シラカンバ林木遺伝資源保存林の遺伝的構造の解明

（注）実生は、林木遺伝資源保存林内から採取した種子を播種して得たものである。

（北海道芦別市）
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（資料⑧－８）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

樹 種 調査対象等 実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
ブナ 天然林 調査地の設定 ○

個体の配置状況等調査 ○ ○
アイソザイム分析等 ○ ○ ○
遺伝的構造の解明 ○ ○

シラカンバ 林木遺伝資源保存林 調査地の設定 ○
個体の配置状況等調査 ○
アイソザイム分析 ○
上記の分析結果による ○ ○
遺伝的構造の分析
ＤＮＡ分析 ○ ○ ○
遺伝的構造の解明 ○ ○

イチイ 林木遺伝資源保存林 調査地の設定 ○
個体の配置状況等調査 ○
アイソザイム分析 ○
個体の雌雄調査 ○
上記の分析結果による ○ ○
遺伝的構造の分析
遺伝的構造の解明 ○
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（資料⑧－９）

南西諸島自生種のさし木・実生増殖の難易性

（注）「春播」「秋播」の区別の表示がないものは、

すべて春播きを表す。
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（資料⑧－１０）

（参考）中期計画の年度別進捗状況

南西諸島樹種のさし木試験、実生繁殖試験の実施状況

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

さし木試験において発根が認 ２ ４ ３ ３ ４ １５

められた樹種数（注１）

実生繁殖試験において発芽が １ ９ ６ ２ ４ １９

認められた樹種数（注２） （注３）

計 ３２

（注４）

（注１、注２）それぞれ平均発根率が１０％以上、平均発芽率が１０％以上のものを計上

した。

（注３）累計欄の数値は、年度間の重複（同一樹種の別母樹から採取した種子による繁殖

試験を別年度に実施したため。）を除いた樹種数を表す。

（注４）計欄の数値は、さし木試験と実生繁殖試験との重複を除いた樹種数を表す。
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（資料⑧－１１）
ヤクタネゴヨウの種子生産技術の開発

写真-1 つぎ木によるクロ

ーン増殖

実験採種園の設計と造成

写真-2 人工交配の実施 写真-3 花粉の冷凍・冷蔵保存技

術の開発

（保存した花粉の発芽試験）

→１年以上保存が可能

①採種木の着花特性調査

クローン間で開花期に違いがあり、また、

雌花・雄花を着けるクローン、雌花のみ、

雄花のみを着けるクローン等があった。

→開花特性を考慮した採種園の設計及び改

良が可能となった。

平成１６年度までの成果（主なもの）

→ 以上により、ヤクタネゴヨウにおける採穂から種子生産までの技術を開発

図-1 平成１７年における保存個体の着花状況

平成１７年度の成果

図-2 人工交配種子と天然林での自然受粉種子の比較

②種子の特性調査

球果当たりの種子数は、人工交配の場合、

天然林での自然受粉の場合の 6～ 8倍。

充実種子の割合は、人工交配の場合、天

然林での自然受粉の場合の 2～ 2.5 倍。

球果当たりの充実種子数では、人工交配

の場合、天然林での自然受粉の場合の 10

～ 20 倍であった。

→人工交配で得られる種子は、天然林の種

子に比べて、質・量とも格段に優れた健全

なものであった。

Ａ：人工交配（地域間） Ｂ：人工交配（地域内）
Ｃ：自然受粉（屋久島H13年） Ｄ：自然受粉（屋久島H14年）
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（資料⑧－１２）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
実験採種園の設定 ○ ○ ○
人工交配に必要な試験（花粉の貯蔵試験等） ○
人工交配 ○ ○
実験採種園の採種木の特性評価 ○ ○ ○
種子生産技術の開発 ○
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（資料⑧－１３）

表－１ 調査地別ケヤキ諸形質の反復率及び特性評価への適合性

表－２ 調査地別シイ諸形質の反復率及び特性評価への適合性

※特性評価への適合性の判断基準

反復率及び遺伝率が0.1以上を示すものを特性評価に利用できる形質とした。

ただし、個体サイズとの相関が高い形質については同齢個体間のみで比較を行うのが望ましい。

凡例：○・・・特性評価が可能

△・・・同齢個体間での比較が可能

×・・・特性評価には適さない

若齢期における一次特性評価項目の検討
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（資料⑧－１４）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

樹 種 実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
ケヤキ 一次特性調査 ○ ○ ○ ○

葉色の画像解析手法の開発 ○ ○ ○ ○
一次特性の調査項目と評価基準の作成 ○ ○

シイ 一次特性調査 ○ ○ ○
一次特性の調査項目と評価基準の作成 ○ ○
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（資料⑧－１５）

図－１ 調査対象集団の位置図

図－２ 林分の緯度と遺伝子多様度との関係

表 林分別及び全体の形態的な特性の平均値

（注）林分名の記号は、図－１参照。

東日本におけるケヤキの集団間変異
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（資料⑧－１６）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
調査地設定 ○ ○ ○ ○
分析材料の採取 ○ ○ ○ ○
樹形等の調査 ○ ○ ○ ○
アイソザイム分析 ○ ○ ○ ○
林分間の遺伝変異の差異の解明 ○ ○
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（資料⑧－１７）

図－１ 調査対象集団の位置図

図－２ 集団の緯度と遺伝子多様度との関係

ハナノキの遺伝的多様性の評価
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（資料⑧－１８）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

樹 種 実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
サクラバハンノキ 調査地設定 ○ ○

個体の配置状況等調査 ○ ○
分析用試料の採取 ○ ○
アイソザイム分析 ○ ○
遺伝的多様性の評価技術の開発 ○

ハナノキ 調査地設定 ○ ○ ○
個体の配置状況等調査 ○ ○ ○
分析用試料の採取 ○ ○ ○ ○
ＤＮＡ分析 ○ ○ ○ ○
遺伝的多様性の評価技術の開発 ○
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評価シート１

平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置

（中項目）調査及び研究

評価単位 海外協力のための林木育種技術の開発
⑨

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、熱帯・亜熱帯地域等における林木育種技術協力のために必要な熱
帯産等早生樹種等のクローン化技術、若齢採種（穂）園の整枝・剪定技術等を開発
するための調査・研究を進める。

（熱帯産等早生樹種の育種技術の体系化）
１．熱帯産等の早生樹種に共通する林木育種技術全般の体系化を図り、その成果をもと
に本論及び個別技術編３編からなる熱帯産等早生樹の育種マニュアルを作成した。本
論では、林木育種の理論的背景や育種の過程を解説するとともに、必要な試験の規模
や期間等については熱帯産早生樹の特性を踏まえた説明を加え、さらに、参考となる
よう熱帯産等早生樹種の育種の実践例を付記した。個別技術編は、熱帯産等早生樹の
育種を進めるに当たり特に重要と考えられる３つの技術（発芽試験、クローン増殖及
び樹型誘導）について詳しく解説した。（資料⑨－１）（資料⑨－２）
育種技術による国際貢献のより積極的な展開を図るため、①マレーシア・サバ州森

林開発公社と本邦産学官共同で材質や耐病性等に優れるアカシア属のハイブリッド
（種間雑種）開発に向けた協定、②国際林業研究機関（ＣＩＦＯＲ）の世界的ネット
ワークへの参画等に関する協定、③インドネシア共和国林業省との間で JICA を通じ
て実施したプロジェクトにおける当センターの技術協力成果をふまえた長期的協力関
係の継続・発展のための協定を締結し、海外関係機関とのネットワーク構築に向けた
新たな取り組みを開始した。

（品種開発のための基礎的な林木育種技術の開発）
２．アカシア属等のクローン化技術を開発するため、試験データを補完する必要のある
つぎ木及びとり木試験を進めた。
① つぎ木試験の活着率はアカシアマンギウムで５０％、アカシアアウリカリホル
ミスで６０％であり安定的に活着率を向上させることが可能となった。

② とり木試験では、異なる樹型に仕立てた共通の９系統を用いて行った結果、自
然型で７０％の発根率であったのに対し、採穂園に適した樹型（１．２ｍで断幹
した樹型）では９８％となり、有意な発根率の向上が認められた。

今までの試験結果を評価・分析することにより以下のことが明らかとなった。熱帯
産等の早生樹種であるアカシアマンギウム、アカシアアウリカリホルミス、ユーカリ
ウロフィラ及びユーカリグランディスの４種について３種類のクローン増殖方法（さ
し木、つぎ木及びとり木）で試験を行った。その結果、成功率は異なるもののすべて
の樹種及びすべての方法でクローン増殖に成功した。特にアカシアマンギウムの野外
でのつぎ木増殖は、過去に成功例の報告がないものである。また、樹種や方法によっ
て、増殖適期に違いがあることがわかった。さらに、すべての樹種及びすべての方法
で、増殖の成功率は供試材料の産地や系統間の差が大きいことも明らかとなった。開
発されたクローン化技術については、熱帯産等早生樹の育種マニュアルの個別技術編
「クローン増殖」としてまとめた。（資料⑨－３）（資料⑨－４）
また、アカシア属等の若齢採種（穂）園の整枝・剪定技術を開発するため、平成１
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５年度に剪定したアカシアマンギウム（A. mangium）の採種木における枝の発達状況
の調査を行った。剪定の強弱による樹冠幅の差は剪定後１年で消失すること、剪定の
強弱によらず樹冠幅に対する剪定の効果は最低２年間は維持されることが明らかとな
った。鉢植えのアカシアマンギウム（A. mangium）及びアカシアアウリカリホルミス
（A. auriculiformis）に植物ホルモン３種類・各３濃度水準の処理を行った結果、
樹種によって反応は異なるものの、両樹種共に枝の伸長を抑制する作用を示す処理が
あることが明らかになった。以上のことから、採種園の樹型の誘導や維持に剪定や植
物ホルモンが有効なことがわかった。今までの試験結果を評価・分析することにより、
採種木の樹型誘導については、剪定や植物ホルモンが採種木の樹型の誘導や維持に有
効なことがわかり、採穂木については、剪定を繰り返すことで発生する萌芽枝の枝径
が細くなると共に、萌芽枝の数が増え、さし木増殖に適したものになることが明らか
になった。これらの結果を基に、開発された若齢採種（穂）園の整枝･剪定技術につ
いて、熱帯産等早生樹の育種マニュアルの個別技術編「樹型誘導」としてまとめた。
（資料⑨－５）（資料⑨－６）
さらに、アカシア属等の種子の保存可能期間を解明するため、アカシア属等の１１

樹種２２系統の種子について、保存条件を変えた発芽試験を行い保存試験開始３年後
までの結果が得られた。開発途上国等でも可能な簡易な方法での貯蔵方法を明らかに
するため、温度設定は亜熱帯の常温条件及び家庭用冷蔵庫を想定した冷蔵条件（温度
設定５℃）とした。両条件において発芽率が低下しなかったものは、アカシア属、パ
ラセリアンティス属等の１０系統、亜熱帯の常温条件でのみ発芽率が低下したものは、
ユーカリ属等の８系統、両条件とも発芽率が低下したものは、アカシアマンギウム、
ユーカリサリグナ等の３系統であった。また冷蔵条件でのみ 発芽率が低下したもの
はなかった。全体的に、アカシア属は両条件とも発芽率が低下しなかった系統が多か
ったが、ユーカリ属は亜熱帯の常温条件でのみ発芽率が低下した系統が多かった。以
上のことから、アカシア属は常温でも３年程度の貯蔵が可能であること、また、ユー
カリ属等については、家庭用冷蔵庫でも種子の貯蔵に有効なことが示唆された。これ
らの結果を基に、発芽試験の手順や注意点等について、熱帯産等早生樹の育種マニュ
アルの個別技術編「発芽試験」としてまとめた。（資料⑨－７）（資料⑨－８）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ ４

達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％
具体的指標の数 ４

計画に沿って、熱帯産等早生樹種の林木育種技術の体系化を行うためのプロジェクト
事例の情報収集・分析を行い、育種マニュアルの本論及び個別技術編３編を作成すると
ともに、基礎的な林木育種技術の開発に必要な試験等を進めることができ、本評価単位
の達成割合が９０％以上であることに加えて、特に、これまで野外での成功例の報告が
ないアカシアマンギウムのつぎ木増殖に成功し、今後のアカシア属の交配技術の開発等
への活用が期待できること及び育種技術による国際貢献のより積極的な展開を図るため
に３件の協定を締結し、海外関係機関とのネットワーク構築に向けた新たな取り組みを
開始したことから「ａ＋」と評定した。

評価委員会の意見等
海外協力のための育種マニュアル作成、海外機関との連携等に積極的に取り組むとと

もに、熱帯樹の育種技術の向上に貢献したことは評価できる。
今後さらに、海外機関等から評価される具体的な成果が得られることを期待する。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑨－１）

＜本 論＞ ＜個別技術編＞

はじめに

Ⅰ 林木育種の概要とその理論的背景

§１ 集団選抜育種法の概要

１－１ 優良候補木の選抜の概要

１－２ 優良候補木の検定

１－３ 次世代化の概要および効果 Ⅰ 発芽試験編
１－４ 林木育種における育種集団と生産集団の役割

１－５ 林木育種における遺伝資源の役割 発芽試験に必要な用具や発

§２ その他の育種手法の概要 芽試験の手順、発芽率の求め

２－１ 交雑育種法 方等を解説

２－２ 栄養系分離法

２－２－１ 実生選抜

２－２－２ 栄養系選抜

Ⅱ 熱帯産等早生樹種の育種の進め方

§１ 育種計画の作成

１－１ 育種目標の決定

１－２ 育種目標の決定に関わる林業経営上の留意点

１－３ 育種目標の決定に関わる育種技術上の留意点

§２ 優良候補木の選抜

２－１ 系統（家系やクローン等）の明らかな試験地からの選抜 Ⅱ クローン増殖編
２－２ 家系等が明らかでない既存林分からの選抜

§３ 採種園・採穂園の造成と運営管理方法 熱帯産早生樹に共通なクロ

３－１ 採種園 ーン増殖の方法を、さし木、

３－１－１ 実生採種園 つぎ木及びとり木に分けて解

３－１－２ クローン採種園 説

３－２ 採穂園

§４ 優良候補木の検定

４－１ 実生での検定

４－２ クローンでの検定

§５ 次世代化

５－１ 育種集団の次世代化

５－１－１ 優良候補木を用いた次世代化

５－１－２ 優良木を用いた次世代化

５－１－３ 次世代集団の個体数 Ⅲ 樹型誘導編
５－２ 生産集団の活用

Ⅲ 熱帯産等早生樹種の育種の事例 採種園及び採穂園に適した

１ インドネシア林木育種計画プロジェクト 樹型に誘導する方法を解説

２ ウルグアイ林木育種計画プロジェクト

３ マレーシア・サバ州

４ ベトナム

５ 中国のポプラ

熱帯産等早生樹の育種マニュアル（本論）の目次及び個別技術編の内容
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（資料⑨－２）

（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７

既存資料・文献等の収集・整理 ○

体系化の方法の検討 ○

プロジェクト事例の情報の収集・整理及び分析 ○ ○

育種の進め方についての体系的な整理及び分析 ○ ○

育種技術体系の骨子の作成 ○

普及マニュアルの作成（育種技術全般についての体系化） ○ ○
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（資料⑨－３）

表 クローン増殖方法別の増殖試験結果のまとめ

図 アカシアマンギウムの産地によるさし木発根性の違い

ＰＮＧ産（パプアニューギニア産の７系統各３個体）とＱＬＤ産（オーストラ
リアクイーンズランド州産の８系統各３個体）の発根性を５段階評価した。

アカシア属等のクローン化技術の開発
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（資料⑨－４）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
つぎ木試験 ○ ○ ○ ○ ○
さし木試験 ○ ○ ○ ○ ○
とり木試験 ○ ○ ○
試験結果の評価・分析 ○ ○
クローン化技術の開発 ○
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（資料⑨－５）

図-1 アカシアマンギウムにおける剪定強度別の樹冠径の時系列変化（開芯型樹型）
図中のエラーバーは、標準偏差を示す

図-2 アカシアアウリカリホルミスにおける萌芽本数と枝径との関係

アカシア属の若齢採種（穂）園の整枝・剪定技術の開発
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（資料⑨－６）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
樹型誘導の試験 ○ ○ ○ ○ ○
着花結実習性の調査 ○ ○ ○ ○ ○
萌芽特性の調査 ○ ○ ○ ○ ○
試験結果の評価・分析 ○
若齢採種（穂）園の整枝・剪定技術の開発 ○
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（資料⑨－７）

表-１ 樹種別系統別の発芽率の推移

凡例）Ｕ検定、５％水準で、○：有意な低下なし、▼：有意な低下あり、－：不実行

表－２ 貯蔵条件ごとの発芽率の関係

注）表中の数字は，それぞれの条件での種数（系統数）を示す

アカシア属等の種子の保存可能期間の解明
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（資料⑨－８）
（参考）中期計画の年度別進捗状況

実 施 項 目 １３ １４ １５ １６ １７
低温貯蔵試験 試験供試種子の貯蔵 ○ ○ ○ ○ ○

発芽試験 ○ ○ ○ ○ ○
室温貯蔵試験 試験供試種子の貯蔵 ○ ○ ○ ○

発芽試験 ○ ○ ○ ○
種子保存可能期間の解明 ○
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評価シート１
平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置

（中項目）講習及び指導

評価単位 講習及び指導
⑩

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、都道府県等における採種（穂）園の改良等を通じて新品種等の利
用が促進されるよう、採種（穂）園の改良技術等の林木育種技術についての指導や
講習会の開催を行う。
また、海外研修員に対する技術指導や専門家の派遣等を行う。

（都道府県等に対する林木育種技術の講習及び指導）
１．新品種等の利用が促進されるよう、育種基本区ごとに開催される林木育種推進地区
協議会等において、採種（穂）園の造成・改良や管理方法等についての指導を２３回
行うとともに、マツノザイセンチュウ抵抗性育種や広葉樹育種等の林木育種技術に関
する講習会を２１回開催した。また、林木育種センターの職員が現地に出向いて行う
現地指導４５回、来所（場）者への指導５６回等を実施した。（資料⑩－１）（資料⑩
－２）（資料⑩－３）
また、講習会終了時に行うアンケート調査結果等を基に、都道府県の講習・指導に

関わる要望や問題点等をより的確に把握・分析し、講習及び指導に反映し、計画的に
実施するとともに、都道府県等が講習会により一層参加しやすくするため、アンケー
ト調査結果等を基に課題を設定し、同一課題について、育種基本区内を複数のブロッ
クに分けて講習会を開催することとし、講師及び担当者がブロックごとの講習会場へ
赴き実施した。
また、これまでに講習会等で使用してきた教材を分野別に整理し、今後の講習会等

で使用することとあわせ、都道府県担当者等への配布も念頭におき、テキスト（苗木
生産部門）を作成した。

（海外の林木育種に関する技術指導）
２．中国、ベトナム、ミャンマー等海外２７カ国・地域の７４人及び国内の派遣予定者
等９人を受け入れ、それぞれの目的等に応じたプログラムにより技術指導を行った。
また、長期専門家２名及び短期専門家７名の専門家派遣を行うとともに、林木育種

プロジェクトの技術分野専門家への技術支援を行った。（資料⑩－４）（資料⑩－５）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ ２

達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％
具体的指標の数 ２

計画に沿って、都道府県等に対する講習・指導及び海外の林木育種に関する技術指導
を実施することができ、本評価単位の達成割合が９０％以上であることから、「ａ」と
評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑩－１）

平成１７年度 講習及び指導の実施状況の概要

講習・指 対象者 人数又は 講習・指導の内容（例示）

導形態 回数

（回数）

会議での 都道府県担当者 ３２３人 採種（穂）園の造成、管理方法

指導 森林管理局署担当者 ３５４ ミニチュア採種園の造成方法

（23回） 試験研究機関研究者 ６３ スギカミキリ抵抗性品種

団体 ６ マツノザイセンチュウ抵抗性育種方法

民間会社 ４１ 花粉の少ないヒノキ品種の開発

その他 ５５ 花粉の少ないスギ苗木生産

（計） （842人） 次代検定林調査方法 等

講習会 都道府県担当者 １１０人 マツノザイセンチュウ抵抗性育種方法

（21回） 森林管理局署担当者 ８９ 広葉樹の育種方法

試験研究機関研究者 １２ アイソザイム実技

種苗生産業者 ６５ ＤＮＡマーカーによるクローン識別方法

その他 ５８ 検定林データ入力プログラムについて

（計） （334人） スギ材質の特性について 等

現 地 ( 巡 都道府県担当者 ３３回 採種（穂）園の管理方法

回)指導 森林管理局署担当者 ９ スギミニチュア採種園の設計、造成

（45回） 緑資源機構 ヒバ優良樹の選抜方法

その他 ３ マツノザイセンチュウ抵抗性育種技術

カラマツ遺伝子保存林の間伐方法

（計） （45回） 育苗技術 等

文書での 都道府県担当者 ４６回 ケヤキ採種園造成について

指導 森林管理局署担当者 １０ スギミニチュア採種園の設計、造成

（68回） その他 １２ 品種登録手続きについて

育種素材保存園の間伐について

（計） （68回） ヒバ種子観察調査方法 等

来所(場) 都道府県担当者 ３８人 スギアレルゲン定量法

者への指 森林管理局担当者 ６５ 育苗技術及び苗畑技術

導 大学・高校生等 ８７ ミズナラ天然林遺伝構造解析手法

（56回） 民間会社 １０５ マツノザイセンチュウ抵抗性育種方法

その他 ２１６ 検定林管理業務

ヒノキ採種園管理及び剪定技術

花粉の少ないスギ品種について

（計） （511人） ＤＮＡ分析とその概要について 等
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（資料⑩－２）

（参考）講習・指導の実施状況の経年比較

区分＼年度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

会議での指導 １５回 １１回 １５回 １６回 ２３回 ８０回

２５０人 ２５８人 ３１３人 ３６９人 ８４２人 ２，０３２人

講習会 １２回 １２回 ３０回 １６回 ２１回 ９１回

１９８人 １６０人 ６２０人 ２０１人 ３３４人 １，５１３人

現地（巡回） ２７回 ３５回 ５７回 ５１回 ４５回 ２１５回

指導

文書での指導 １３回 ５０回 ３４回 ４０回 ６８回 ２０５回

来所（場）者 １５回 ３４回 ４４回 ４８回 ５６回 １９７回

への指導 ４６人 ２３６人 ２８５人 ２７３人 ５１１人 １，３５１人

（注）上段は講習会等の実施回数、下段は参加人数。
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（資料⑩－３）

（参考）本所・育種場別の講習・指導の実施状況（Ｈ１３～Ｈ１７）

（単位：回数）

区 分＼年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

本所 (関東育種基本区担当）

会議での指導 ４ １ ２ １ １ ９

講習会 ２ １ ５ ２ ４ １４

現地（巡回）指導 ３ ５ １２ １０ １１ ４１

文書での指導 １１ １３ ６ ４ １６ ５０

来所（場）者への指導 １ ７ ５ ９ ３ ２５

北海道育種場

会議での指導 ４ ２ ２ ４ ３ １５

講習会 ２ ０ ０ ０ ０ ２

現地（巡回）指導 ４ ５ １０ ８ １２ ３９

文書での指導 ０ ０ ０ ４ ７ １１

来所（場）者への指導 １ ３ ４ ３ ２ １３

東北育種場

会議での指導 ０ ３ ４ ６ ８ ２１

講習会 ５ ７ １４ ９ １０ ４５

現地（巡回）指導 ８ ８ ２０ ２４ １３ ７３

文書での指導 ０ ３２ ２６ ２８ ４１ １２７

来所（場）者への指導 １０ １０ ２７ ２３ １９ ８９

関西育種場

会議での指導 ２ １ １ １ １ ６

講習会 １ ０ １ １ １ ４

現地（巡回）指導 ８ ６ １１ ４ ６ ３５

文書での指導 １ ４ ２ ３ ４ １４

来所（場）者への指導 ２ ３ ４ ４ ０ １３

九州育種場

会議での指導 ５ ４ ６ ４ １０ ２９

講習会 ２ ４ １０ ４ ６ ２６

現地（巡回）指導 ４ １１ ４ ５ ３ ２７

文書での指導 １ １ ０ １ ０ ３

来所（場）者への指導 １ １１ ４ ９ ３２ ５７
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（資料⑩－４）
平成１７年度 海外等研修員受入実績
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（資料⑩－５）
（参考）海外研修員等受入実績及び専門家等派遣実績の経年比較
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評価シート１
平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す
るためとるべき措置

（中項目）行政、学会等への協力

評価単位 行政、学会等への協力
⑪

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、国や都道府県等からの要請に応じて、各種委員会等へ林木育種の
専門家として参画するとともに、関連学会の活動への協力を行う。

１．林木育種の専門家として、森林管理局の技術開発委員会、都道府県の林業用種苗需
給調整協議会、独立行政法人国際協力機構の森林・林業プロジェクト国内委員会等に
参画した。
また、日本森林学会の評議員、役員や機関誌の編集委員、日本花粉学会の評議員等

として、学会等の活動に参画・協力した。
なお、行政や学会等からの参画・協力要請件数に対する応諾件数の割合は１００％

であった。（資料⑪－１）

２．このような、各種委員会や学会等の活動への参画・協力により、
① センターの職員が有する専門的知識、経験等を行政や他機関等の活動に活かすこ
とができた、

② 林業用種苗の需給調整に関する協議会、海外プロジェクトの支援委員会等におい
て、新たな品種の開発・普及のニーズ、海外技術協力のニーズ等林木育種センター
の業務に関連する情報の収集、意見の交換、林木育種センターの成果のＰＲ等を行
うことができた、

③ 学会の評議員会や機関誌の編集委員会等において、研究職員の間で情報交換、共
同研究課題に関する意見交換等を行うことができた、

等の成果や波及効果があった。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
達成×１＋半分以上達成×０．５ １

達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％
具体的指標の数 １

林木育種の専門家として、各種委員会、協議会、学会等への参画を行うことができた
ことから、具体的指標の自己評価を「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達
成割合が９０％以上となることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑪－１）

平成１７年度 行政、学会等への協力の具体例

１ 行政等への参画

主催機関等 参 画 し た 委 員 会 等

林野庁 「技術開発委員会」（北海道、東北、近畿中国、四国、九州の各森
林管理局）、「林業研究開発推進ブロック会議」（北海道、東北、関
東・中部、近畿・中国、四国、九州の各ブロック）等

都道府県等 「林業用種苗需給調整協議会」（北海道・東北、関東、東海・北陸、
近畿、中国、四国、九州の各地区及び関係都道府県）、「林木育種事
業打ち合わせ会議」、「林業（林産）試験研究機関連絡協議会」（北
海道、東北、関東中部、関西、九州の各地区）「日立市緑化審議委
員会」（日立市）等

国際協力機構 「日中協力林木育種科学技術センター計画国内委員会」、「中国四川
省森林造成モデル計画国内委員会」

その他各種法人等 「全国山林苗畑品評会」（（社）全国山林種苗協同組合連合会）、「樹
木医研修カリキュラム検討委員会」、「日本列島マツ回廊構想専門委
員会」（（財）日本緑化センター）、「子ども樹木博士認定活動推進協
議会」（（社）全国森林レクリエーション協会）、「会津森林計画区に
おける森林生態系保護地域及び緑の回廊設定委員会」、「自然再生推
進モデル事業に係る全体構想等の検討調査に係る森林環境教育拠点
に関する調査検討委員会」（（社）日本森林技術協会）、「アカガシラ
カラスバト等希少野生動物種保護管理事業」（（社）林木育種協会）
等

２ 学会等への協力

協力した学会等 協 力 し た 委 員 会 等

日本森林学会 評議員会、「森林科学」編集委員会

北海道支部 評議員会、幹事会

関東支部 役員会

関西支部 役員会

九州支部 役員会、「九州森林研究」編集委員会

日本育種学会 「Breeding Science」編集委員会

日本花粉学会 評議員会

東北森林科学会 理事会、「東北森林科学会誌」編集委員会

林木育種協会 「林木の育種」編集委員会、林木育種賞等選考委員会

北海道林木育種協会 「北海道の林木育種」編集委員会

茨城県林業改良普及 「林業いばらき」編集委員会
協会



- 152 -

評価シート１

平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置

（中項目）成果の広報・普及の推進

評価単位 成果の広報・普及の推進

⑫

評価単位に係る業務の実績に関する概要

この項目では、開発した新品種等の成果の普及を図るため、マスメディア等を通
じた公表、ホームページや技術情報誌等への掲載、パンフレットの作成・配布等を
進める。

１．新品種の開発の成果等について、プレスリリースや取材対応により新聞社等への情
報提供を行った。
具体的には、平成１７年度に開発したアカマツ及びクロマツのマツノザイセンチュ

ウ抵抗性品種計８品種及びスギカミキリ抵抗性品種１０品種について、プレスリリー
スを行うとともに、センターのホームページにその内容を掲載した。また、この他の
新たに開発した品種については、定期的に発行しているセンターの広報誌及び技術情
報誌への掲載及びパンフレットの作成を行い、関係機関等に配布した。

２．また、新品種等の利用者である森林所有者や林業関係者等が購読している団体の機
関誌へ開発した新品種に関する記事を投稿し、２誌に掲載された。（「緑化と苗木」（全
国山林種苗協同組合連合会発行）、「林経協月報」（（社）日本林業経営者協会発行））
さらに、都道府県における花粉の少ないスギ品種等の採種（穂）園の造成状況や育

種種苗の生産状況等について調査を行い、結果を取りまとめて広報誌に掲載し、種苗
生産者や林業経営者等へ直接郵送して情報提供した。

３．林木遺伝資源の収集・保存関係では、平成１５年度に開始した巨樹・名木等の遺伝
資源のクローン増殖サービスを行う「林木遺伝子銀行１１０番」について、要請者へ
のクローン苗木の里帰り等に関するプレスリリースを行った。また、関係機関と連携
して林木遺伝資源に関する情報や意見の交換等を行う目的で平成１７年１２月に設立
した「林木遺伝資源連絡会」について、設立に関するプレスリリースを行うとともに、
連絡会の活動状況等を広く普及するため、メールマガジンの発行やホームページへの
掲載を行った。

４．海外林木育種技術協力関係では、マレーシア・サバ州森林開発公社（ＳＡＦＯＤＡ）、
国際林業研究機関（ＣＩＦＯＲ）、インドネシア共和国林業省等との共同研究等に係
る協力協定の締結についてプレスリリースを行った。

５．その他林木育種技術の開発の成果等については、３種類の技術情報誌、本所及び各
育種場で発行する広報誌、ホームページ、技術マニュアル等により、その普及に努め
た。（資料⑫－１）
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なお、技術情報誌及び広報誌の発行回数、プレスリリースの回数、ホームページへの
アクセス件数及び更新件数、メールによる問い合わせ件数等の経年比較は、（資料⑫－
２）のとおりである。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

計画に沿って、一般新聞等への情報提供、ホームページや広報誌への掲載、パンフレ
ットの作成等を行い、成果の広報・普及の推進に取り組んだことから、具体的指標の自
己評価は「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達成割合が９０％以上となる
ことから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

各種の積極的な取り組みが行われており評価に値する。今後とも精力的な情報発信に

努めてほしい。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑫－１）

平成１７年度 成果の広報・普及の具体例

１ 新品種の開発等

成長・材質に優れたスギ品種 広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機
（平成１７年度開発４品種） 関等に配布

技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係
機関等に配布

ホームページに掲載

成長の優れたスギ品種 広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機
（平成１７年度開発５品種） 関等に配布

技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係
機関等に配布

ホームページに掲載

材質の優れたスギ品種 広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機
（平成１７年度開発７品種） 関等に配布

技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係
機関等に配布

ホームページに掲載

成長等の優れたヒノキ品種 広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機
（平成１７年度開発１６品種） 関等に配布

技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係
機関等に配布

ホームページに掲載

成長の優れたトドマツ品種 広報誌「野幌の丘から」及び「林木育種センターだよ
（平成１７年度開発８品種） り」に掲載し、関係機関等に配布

技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係
機関等に配布

ホームページに掲載

アレルゲンの少ないスギ品種 広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機
（平成１７年度開発１品種） 関等に配布

技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係
機関等に配布
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ホームページに掲載

マツノザイセンチュウ抵抗性 プレスリリース（東北育種場）
品種
（平成１７年度開発 広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機

アカマツ６品種、 関等に配布
クロマツ２品種）

技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係
機関等に配布

パンフレットを作成し、関係機関等に配布

ホームページに掲載

スギカミキリ抵抗性品種 プレスリリース（東北育種場）
（平成１７年度開発１０品種）

広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機
関等に配布

技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係
機関等に配布

ホームページに掲載

木ロウ生産に適したハゼノキ 技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係
優良品種 機関等に配布
（平成１７年度開発２品種）

ホームページに掲載

環境緑化用スギ品種 広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機
（平成１７年度開発１品種） 関等に配布

技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係
機関等に配布

ホームページに掲載

環境緑化用トドマツ品種 広報誌「林木育種センターだより」に掲載し、関係機
（平成１７年度開発１品種） 関等に配布

技術情報誌「林木育種技術ニュース」に掲載し、関係

機関等に配布

ホームページに掲載
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２ 林木遺伝資源の収集・保存

林木遺伝子銀行１１０番 要請者への里帰り等についてプレスリリース（本所、

北海道育種場、関西育種場、九州育種場）

ホームページに掲載（本所、北海道育種場、関西育種

場、九州育種場）

林木遺伝資源の収集・保存に 技術情報誌「林木遺伝資源情報」を２回（No.４５～

関する情報等 ４９、No.５０～５６）を発行し、関係機関等に配布

ホームページに掲載

林木遺伝資源連絡会 設立についてプレスリリース

ホームページに掲載、メールマガジンの発行

３ 海外林木育種技術協力

熱帯産樹種の育種技術に関す 技術情報誌「海外林木育種技術情報」を３回（No.３

る情報等 ５号、３６号、３７号）発行し、関係機関等に配布

ホームページに掲載

海外関係機関との研究等協力 締結についてプレスリリース

協定
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（資料⑫－２）

（参考）広報・普及活動の経年比較（本所・育種場別）

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ １６ １７ 累 計

プレスリリースの回数 ３ ５ ９ １２ １４ ４３

本 所 ２ １ ２ ５ ５ １５

北海道育種場 ０ ０ ２ １ ３ ６
内

東北育種場 ０ １ １ ３ ２ ７
訳

関西育種場 ０ １ ２ ２ ３ ８

九州育種場 １ ２ ２ １ １ ７

ホームページ更新回数※ ８ ３３ ３１ ５６ ４５ １７３

ホームページへのアクセス件数 約１万 約１万 約４万 約３万 約３万 約１４
１千 ７千 １千 ５千 ８千 万２千

メールによる問い合わせ件数 ５７ ３３ ３１ １９ ２９ １６９

技術情報誌の発行回数 ６ ８ ８ ９ ８ ３９

林木育種技術ニュース ２ ３ ３ ３ ３ １４
内

林木遺伝資源情報 １ ２ ２ ３ ２ １０
訳

海外林木育種技術情報 ３ ３ ３ ３ ３ １５

広報誌の発行回数 １１ １１ １２ １８ １８ ７０

林木育種センターだより ３ ４ ４ ４ ４ １９

野幌の丘から（北海道育種場） １ １ １ ２ ２ ７

内 野幌の丘から－地域版－ － － － ４ ４ ８

訳 東北の林木育種（東北育種場） ３ ２ ３ ３ ３ １４

関西育種場だより（関西育種場） ３ ３ ３ ３ ３ １５

九州育種場だより（九州育種場） １ １ １ ２ ２ ７

林木育種センター年報の発行回数 １ １ １ １ １ ５

林木育種センター研究報告の発行回数 １ １ １ １ １ ５

※「ホームページ更新回数」の平成１３年度欄は平成１４年２月以降の更新回数で、それ以前は技術的な理由か

ら更新回数の把握はできない。
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評価シート２

平成１７年度 評価シート（共通評価単位用）

（大項目）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

評価単位 経費（業務経費及び一般管理費）節減に係る取り組み。（支出の削減につい
⑬ ての具体的方針及び実績等）

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．事業や調査・研究等の業務を進めるための経費について、高熱水料や通信費等の間
接的な経費及び土地借料等の固定費的な経費を中心に、これまでに実施した経費節減
の具体的な方策も踏まえ、さらなる経費節減について検討し、実行可能なものについ
て取り組んだ。
また、事業等の実行に係る直接的な経費については、優先順位等を勘案しながら、

より効率的・効果的な執行が図られるよう努めた。

２．具体的には、（資料⑬－１）に記載した内容の取り組みを行った。
なお、平成１６年度からの経費節減額（人件費を除く運営費交付金の実行額の差額）

は、次のとおりである。

（単位：千円）

区 分 平成１６年度 平成１７年度 差 額
（ａ） （ｂ） （ａ）－（ｂ）

人件費を除く運営 ７１１，７５０ ６８０，２８１ ３１，４６９
費交付金実行額 （補正予算増分を除く）

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
限られた予算を効率的・効果的に使用するため、間接的、固定的な経費を中心に、細

かなものも含めて経費の節減に取り組んだことから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑬－１）

平成１７年度 経費節減の取り組みの具体例

（間接的な経費、固定費的な経費）
○事業用地等の見直しによる借地料の圧縮

東北育種場の事業用地等の見直しを行い、借地面積の縮減を図るとともに、地種区
分の見直しを行うことにより、借地料の節減を図った。

節減額（対前年度）約３，３００千円

○通信費の圧縮（１）
KDDIとの契約をまる得ライトプラスに見直すことにより、通信費の節減を図った。

節減額（対前年度） 約３８０千円

○通信費の圧縮（２）
書類発送の一部を郵便局から宅急便、メ－ル便へ変更することにより、通信費の節

減を図った。
節減額（対前年度） 約１２６千円

○通信費の圧縮（３）
インタ－ネット接続を電話回線から光ファイバ－へ変更することにより、通信費の

節減を図った。
節減額（対前年度） 約２４０千円

○光熱水料の圧縮
電気契約を業務用季時別電力A-１から業務用季時別電力A・新に変更することによ

り、電気料の節減を図った。
節減額（対前年度） 約１３５千円

○庁舎清掃契約の見直し
庁舎清掃業務契約の内容を見直し、契約時間を圧縮することにより、委託契約費の

節減を図った。
節減額（対前年度） 約４４１千円

（直接的な経費）
○研究報告の紙質の変更

紙質の変更を行い、一冊当たりの重量を軽減することにより、関係機関等への発送
料の節減を図った。

節減額（対前年度） 約 ９０千円

○緑化工事の職員実行
東北育種場の前庭の緑化工事を職員で実行したことにより、工事経費の節減を図った。

節減額（試算） 約２００千円

○職員によるパンフレット作成
従来印刷していたパンフレットを職員の手作りとすることにより、印刷・製本経費

の節減を図った。
節減額（試算） 約２００千円
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評価シート２

平成１７年度 評価シート（共通評価単位用）

（大項目）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

評価単位 受託収入、競争的資金及び自己収入増加に係る取り組み。（受託収入、競争

⑭ 的資金及び自己収入の増加についての具体的方針及び実績等）

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．外部資金の獲得については、年度計画に掲げた事業や調査・研究等の業務との調整

を図りつつ積極的に取り組むこととし、業務委託、新品種等の原種や林木遺伝資源の

配布の要請に積極的に応じるとともに、国等の機関が行う研究課題の募集に対しても

積極的な応募に努めた。

２．具体的には、次の取り組みを行った。この結果、外部資金の獲得額は２２，９９８

千円（収入に計上されない科学研究費補助金等８，６００千円を含む。）となった。

（１）受託収入については、林野庁から１件、農林水産技術会議事務局から１件、民間

団体から１件及び九州大学等との共同研究課題における九州大学からの再委託１件

の計４件の業務を受託し、計約１２，５５３千円の収入を得た。（資料⑭－１）

（２）競争的資金については、平成１５年度に設置した理事をキャップとする「競争的

資金等拡大対策委員会」を適時に開催するとともに、理事長及び理事のリーダーシ

ップの下、本所及び各育種場の職員が積極的に研究課題の掘り起こしや関係機関と

の連携模索を行い、種々の競争的資金公募への応募に努めた。この結果、平成１７

年度は、文部科学省、農林水産省、日本学術振興会、民間団体が行う研究課題の募

集に対して、他機関と共同で行う研究課題を含め、対前年度３課題増加の計３１課

題の応募を行った。このうち、平成１８年度に研究を開始する課題として１課題が

採択（平成１７年５月１６日現在）され、採択率は３％となっている。

また、平成１６年度に応募して採択された、①ポプラあて材形成におけるキシロ

グルカンエンドトランスグルコシラーゼ反応の解析（京都大学との共同研究）、②

スギＭＡＤＳ遺伝子の発現解析と花芽ノックアウトスギの作出、③マツＥＳＴデー

タベースを利用したＳＮＰ探索とＳＮＰマーカーの開発、④国際共同研究シベリア

カラマツ産地試験実施に向けた企画調査（秋田県立大学との共同研究）、⑤スギ花

粉アレルゲンにおける分子構造の変異に関する研究、⑥日本産シイノキ属の系統分

類と植物地理学的研究の６研究課題については、それぞれの研究課題の実施計画に

沿って適切に実行した。

さらに、平成１５、１６年度から継続して実施した４件の研究課題（うち２課題

は受託により実施）についても、それぞれの研究課題の実施計画に沿って適切に実

行した。

（３）自己収入については、新品種等の原種や林木遺伝資源の配布等により、１，８４

５千円の収入を得た。（資料⑭－２）
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なお、受託収入、競争的資金及び自己収入に関する経年比較は、（資料⑭－３）のと

おりである。

３．平成１７年度に受託事業及び競争的資金により実行した１２件の研究課題等の実施

状況の概要については、（資料⑭－４）のとおりである。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由

計画に沿って外部資金の獲得に努めたことから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

全体として努力していることは認められるが、目標を明確にして取り組むことが望ま

れる。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ



- 162 -

（資料⑭－１）
平成１７年度 受託収入の内訳

（受託事業名）
平成１７年度地球環境研究総合推進費による研究開発に係る委託事業

（実施課題名）
①陸域生態系の活用・保全による温室効果ガスシンク・ソース制御技術の開発
－大気中温室効果ガス濃度の安定化に向けた中長期的方策－

受託元 林野庁

受託収入額 ３，８２３，０００円

経費の使途 事業費 ３，２３０，７１６円
（旅 費） （２，４１８，９０５）
（消耗品費） （ ３１３，８１０）
（雑役務費） （ ４９８，００１）

一般管理費 ４３３，７４７
消費税等相当額 １５８，５３７
合 計 ３，８２３，０００円

（受託事業名）
平成１７年度「遺伝子組換え体の産業利用における安全性確保総合研究」

（実施課題名）
②組換え森林生物の環境安全性評価手法の開発に関する研究

受託元 農林水産技術会議事務局

受託収入額 ７，３３０，０００円

経費の使途 事業費 ６，４３８，５４９円
（旅 費） （ １２９，５００）
（試験研究費） （６，３０９，０４９）

一般管理費 ８１０，２８９
消費税等相当額 ８１，１６２
合 計 ７，３３０，０００円

（受託事業名）
種子の保管年数による発芽率変化調査

（実施課題名）
③種子の保管年数による発芽率変化調査

受託元 林野弘済会秋田支部

受託収入額 ４００，２７４円

経費の使途 事業費 ３３１，４９０円
（試験研究費） （ ３３１，４９０）

一般管理費 ４９，７２４
消費税等相当額 １９，０６０
合 計 ４００，２７４円
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（受託事業名）
平成１７年度先端技術を活用した農林水産研究高度化事業（農林水産省）

（実施課題名）
④クロマツの第二世代マツ材線虫病抵抗性種苗生産システムの構築

受託元 国立大学法人九州大学（再委託者）

受託収入額 １，０００，０００円

経費の使途 事業費 ８７３，８３２円
（旅 費） （ ２６，２９６）
（試験研究費） （ ８４７，５３６）

一般管理費 １００，０００
消費税等相当額 ２６，１６８
合 計 １，０００，０００円

受託収入額合計（千円） １２，５５３千円
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（資料⑭－２）
平成１７年度 自己収入の内訳

分 類 自己収入の内容 金 額（円）

法人の努力によるもの 新品種等の種苗の売り払い代 ５１５，３７９

林木遺伝資源の売り払い代 ５４０，８６３

登録品種許諾契約実施料 ４，２５３

立木売り払い代 １０，５００

不用物品売り払い代 ７８，８０１

研修員受入・受託出張経費 １９０，８８５

土地・建物賃借料 ５００，０７８

それ以外のもの 受取利息その他 ４，５４３

合 計 １，８４５，３０２
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（資料⑭－３）

（参考）外部資金の獲得に関する経年比較

区 分 ＼ 年 度 １３ １４ １５ １６ １７

受託収入

受託事業数 1 1 4 5 4

受託収入額（千円） 866 1,740 18,375 15,625 12,553

競争的資金

研究課題等応募件数 1 14 20 28 31

うち採択件数 0 3 3 6 1

実行研究課題数 0 0 2 4 6

研究費（千円） 0 0 2,272 2,200 8,600

自己収入

自己収入額（千円） 1,559 1,717 1,373 1,386 1,845

新品種等の種苗の売り払い代 216 557 552 582 515

林木遺伝資源の売り払い代 161 184 122 231 541

登録品種許諾契約実施料 7 2 0 1 4

立木売り払い代 0 130 8 15 11

不用物品売り払い代 116 242 11 18 79

研修員受入 0 28 84 19 191

土地・建物賃借料 542 537 532 505 500

受取利息その他 517 37 63 15 5

（注）自己収入は、四捨五入の関係で計が一致しないところがある。
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（資料⑭－４）

平成１７年度 国等からの受託費及び競争的資金により行う研究開発業務の実績に関する概要

１．受託費による業務

（外部資金の名称等）地球環境研究総合推進費（環境省）

（研究等課題名）陸域生態系の活用・保全による温室効果ガスシンク・ソース制御技術の開
発－大気中温室効果ガス濃度の安定化に向けた中長期的方策－

全体期間 平成１５年度～平成１９年度

収入額 ３，８２３千円（平成１７年度）

目 的 熱帯産早生樹のファルカータを対象とした産地の選択や個体選抜によ
る林分生産量や炭素固定能力の向上の程度の解明

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（１）のアの（イ）
の関連性

平成１７年度の実 インドネシア東部ジャワに平成１５年度から１６年度にかけて設定し
行状況 たファルカータの産地密度試験地（３箇所）、実生採種林（２箇所）、及

び固定プロット（３２箇所）について、それぞれ２回ずつの調査を実施
し、その結果を用いて成長モデルを改良した。また、新たに調達したコ
スタリカ産のグメリナの種子を用いて３箇所の産地試験地を設定した。

実施体制 本所育種部育種課及び海外協力部西表熱帯林育種技術園の研究職員２
名が主として従事した。

成果の活用・寄与 これまで林木育種による寄与は殆ど考慮されなかった森林の炭素固定
等 能力について、成長の早い熱帯産早生樹種を用いて育種による炭素固定

能力の向上の程度を実証的かつ定量的に示すことにより、熱帯地方の造
林における育種の役割が明らかになる。また、この研究開発から得られ
る成果は、邦産樹種の炭素固定能力向上に係る育種の役割を再評価して
その程度を予測する手法にも適用できることが期待される。

（外部資金の名称等）遺伝子組換え体の産業利用における安全性確保総合研究（農林水産技
術会議事務局）

（研究等課題名）組換え森林生物の環境安全性評価手法の開発

全体期間 平成１５年度～平成１７年度

収入額 ７，３３０千円（平成１７年度）

目 的 ①林木の生殖・繁殖特性の評価に関する研究
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スギ及びミズナラを対象とした花粉の有効飛散距離及び花粉の生存期
間の解明
②林木におけるアレロパシーの評価に関する研究
非組換え林木を用いたアレロパシーの評価手法の検討及び組換えポプ
ラを用いたアレロパシーの評価

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（１）のアの（ケ）
の関連性

平成１７年度の実 スギの花粉飛散距離を解明するため、黄金スギを花粉源として花粉飛
行状況 散動態調査を進めた結果、300m地点で黄金スギ由来実生固体の出現頻度

は0.0024と極めて低いことが明らかとなった。また、林木におけるアレ
ロパシーの評価手法を検討した結果、作物で用いられている手法を林木
に適用することが可能であることが明らかになった。

実施体制 本所育種部育種工学課の研究職員６名が主として従事した。

成果の活用・寄与 中期計画で遺伝子組換えによる新品種開発のために遺伝子導入技術の
等 開発を実施しており、組換え体の野外試験において環境安全性の評価が

必要となる。本研究の実施は、この環境安全性を評価するための手法の
開発に資する

（外部資金の名称等）（財）林野弘済会秋田支部からの委託

（研究等課題名）種子の保管年数による発芽率変化調査

全体期間 平成１５年度～平成１７年度

収入額 約４００千円（４００，１７２円）（平成１７年度）

目 的 種子の保管年数による発芽率の変化の把握

中期目標・計画と 中期計画の第２の１の（２）のアの（ウ）
の関連性

平成１７年度の実 ムラサキシキブ等１２種の種子について、その保管年数による発芽率
行状況 の変化の調査を行ったところ、発芽率は種及び保管年数によって異なり、

保管年数の経過による発芽率の変化の態様は種によって異なった。

実施体制 本所遺伝資源部探索収集課の職員１名が主として従事した。

成果の活用・寄与 広葉樹について、保存種子の発芽率の推移に関する樹種別特性の知見
等 を得た。
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（外部資金の名称等）先端技術を活用した農林水産研究高度化事業（農林水産技術会議事務
局）

（研究等課題名）クロマツの第二世代マツ材線虫病抵抗性種苗生産システムの構築

全体期間 平成１６年度～平成２１年度

収入額 １，０００千円（平成１７年度）
※九州大学が研究代表となっている共同研究課題である。

目 的 昭和５３年より実施された「マツノザイセンチュウ抵抗性松供給特別
対策事業」で得られた第一世代抵抗性クローンをベースにして、次世代
の抵抗性松品種の創出に向け、５つの新しい技術を導入した第二世代の
抵抗性松の生産システムを構築する。

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（１）のアの（キ）
の関連性

平成１７年度の実 林木育種センター九州育種場は、３項目を担当しており 「１．強毒
行状況 性線虫の探索と評価」においては、単離したアイソレイトを接種して病

原力の評価を行った。また 「２．再強毒線虫等の接種による暫定第二
世代抵抗性個体の選抜」においては、抵抗性クロマツ後代の実生苗１，
２１２本への「唐津３」アイソレイトの接種によって２０６本の健全個
体を二次スクリーニンクした。 さらに 「３．抵抗性クローンの挿し木
増殖技術の確立」においては、用土・さし木環境・剪定時期等の及ぼす
影響について最適条件を明らかにした。

実施体制 九州育種場育種課の研究職員１名が主として従事した。

成果の活用・寄与 九州地方におけるクロマツのマツノザイセンチュウ抵抗性品種に対す
等 る根強い需要や、より低コストの抵抗性苗生産システム開発への要望へ

の対応に資するものである。
また、クロマツの挿し木増殖について特許申請を行っている。
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２．競争的資金による業務

（外部資金の名称等）科学研究費補助金（基盤研究Ｃ）

（研究等課題名）遺伝マーカーと数理モデルによる２次林更新過程の解明

全体期間 平成１６年度～平成１８年度

科学研究費補助金 ０千円（平成１７年度）
※統計数理研究所が研究代表となっている共同研究課題である。

目 的 伐採施業跡に自然再生した２次林の更新に関する生態的メカニズムの
解明
（継続的なフィールドモニタリング、遺伝マーカー及び数理モデルを用
いた解明）

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（２）のイの（イ）
の関連性

平成１７年度の実 青森県の八甲田山麓に位置する八甲田ブナ天然林施業指標林に調査プ
行状況 ロットを設定し、毎木調査を行った。

実施体制 本所育種部育種課の研究職１名が主として従事した。

成果の活用・寄与 施業履歴情報が得られる施業試験地で調査・解析を行うことにより、
等 ブナ個体の雌親（種子供給源）としての繁殖成功度、種子散布距離、花

粉飛散距離、前生稚樹由来の後継木の割合等の推定を空間統計解析と数
理モデルを使って試みる。これらにより保残すべき母樹の密度、前生稚
樹の重要性など、天然林施業技術に直結する情報を得ることが期待され
る。

（外部資金の名称等）科学研究費補助金（萌芽研究）

（研究等課題名）クロロプラスト光化学系Ⅱの量子収率パラメータによるスギ精英樹の耐陰
性分析

全体期間 平成１６年度～平成１７年度

科学研究費補助金 ０千円（平成１７年度）
※岩手大学が研究代表となっている共同研究課題である。

目 的 スギの芽生えを用いた子葉の光合成量子収率パラメータの測定による
精英樹の耐陰性の早期検定手法の確立のための基礎資料の獲得

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（１）のアの（エ）
の関連性
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平成１７年度の実 東北育種基本区西部育種区の精英樹１７クローンから種子を採取し、
行状況 ミニプランターに播種した後、発芽した個体の子葉について、光合成量

子収率に関するパラメータを測定した。
この結果を分析・評価し、各精英樹の陽性タイプ、陰性タイプ別の分
類を試みた。

実施体制 東北育種場育種課の研究職員１名が主として従事した。

成果の活用・寄与 精英樹の耐陰性の早期検定手法が確立されれば、育成複層林施業に適
等 合した耐陰性品種の開発における耐陰性評価の期間を大幅に短縮するこ

とが期待できる。

（外部資金の名称等）科学研究費補助金（基盤研究Ｃ）

（研究等課題名）国際共同研究シベリアカラマツ産地試験実施に向けた企画調査

全体期間 平成１７年度

科学研究費補助金 ０千円

※秋田県立大学が研究代表となっている共同研究課題である。

目 的 シベリアカラマツ国際共同産地試験に係る日本国内での試験地設定計

画の作成。

（継続的なフィールドモニタリング、遺伝マーカー及び数理モデルを用

いた解明）

中期目標・計画と 中期計画の第２の１の（２）のイ

の関連性

平成１７年度の実 先行して試験地を設定したスウェーデンの事例を調査するとともに、

行状況 日本で設定する試験地造成用の播種・育苗計画を検討した。

実施体制 本所育種部育種課の研究職員１名及び北海道育種場育種課の研究職員

が主として従事した。

成果の活用・寄与 今後、本課題で検定されるグイマツはニホンカラマツとの種間交雑に

等 用いられる可能性が期待される。
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（外部資金の名称等）科学研究費補助金（基盤研究Ｂ）

（研究等課題名）ポプラあて材形成におけるキシログルカンエンドトランスグルコシラーゼ
反応の解析

全体期間 平成１７年度～平成１８年度

科学研究費補助金 １，２００千円（平成１７年度）
※京都大学が研究代表となっている共同研究課題である。

目 的 材の中のセルロースを架橋するキシログルカナーゼを分解する遺伝
子を導入することによる材形成への影響を明らかにする。

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（１）のアの（ケ）
の関連性

平成１７年度の実 キシログルカナーゼ遺伝子導入個体のあて材部において、二次元電気
行状況 泳動後、キシログルカンエンドトランスグルコシラーゼ画分のプロテオ

ミック解析を行った。その結果、13 個のアイソザイムのうち、pttXET1
6Bがあて材で高度に発現していることが示された

実施体制 本所育種部育種工学課の研究職員２名が主として従事した。

成果の活用・寄与 本組換え体は新設した隔離圃場において試験を予定しているもので、
より詳細な特性の解明ができる。また、これまでの研究により本組換え
体のセルロース含量が増加することが明らかになっており、育種におけ
る活用の可能性がある。

（外部資金の名称等）科学研究費補助金（基盤研究Ｃ）

（研究等課題名）スギＭＡＤＳ遺伝子の発現解析と花芽ノックアウトスギの作出

全体期間 平成１７年度～平成１８年度

科学研究費補助金 ２，０００千円 （平成１７年度）

目 的 スギの花芽より同定したMADS-box遺伝子のより詳細な発現領域の解析
とそのノックアウト個体の作出

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（１）のアの（ケ）
の関連性

平成１７年度の実 スギ雄花で発現しているMADS-box遺伝子を特異的に抑制し得る構築物
行状況 を作成し、スギのembryogenic tissueに導入した。

実施体制 本所育種部育種工学課の研究職員２名が主として従事した。
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成果の活用・寄与 幾つかの生物種でその効果が示されているRNAi法による遺伝子のノッ
等 クアウトがスギにおいて機能するかどうかを知るための研究となり、そ

の効果が証明されれば中期計画で単離している雄花形成遺伝子を抑制す
る手法として活用することができる。

（外部資金の名称等）科学研究費補助金（基盤研究Ｃ）

（研究等課題名）マツＥＳＴデータベースを利用したＳＮＰ探索とＳＮＰマーカーの開発

全体期間 平成１７年度～平成１８年度

科学研究費補助金 ２，２００千円

目 的 マツノザイセンチュウ抵抗性と連鎖する領域の検出のため作成中のア

カマツ連鎖地図に遺伝子情報の座乗は必須である。そこで、テーダマツ

EST データベースを利用してアカマツ及び今後連鎖地図作成予定の近
縁種であるクロマツに利用可能な ESTを探索する。

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（１）のアの（ク）

の関連性

平成１７年度の実 テーダマツのESTのうち、プライマーを含めて報告されている117 EST

行状況 を対象とした結果、両樹種で良好に増幅したESTは60であり、計207 SNP

が検出された。このうち、現在４ESTが連鎖地図に座乗している。また、

マツノザイセンチュウを人工的に接種した接ぎ木クローンの形成層部位

を対象としたcDNAライブラリー作成についても着手した。

実施体制 本所育種部育種工学課の研究職員２名が主として従事した。

成果の活用・寄与 連鎖地図に遺伝子情報を座乗させることにより、QTL解析との比較が

等 可能であり、形質との関連を遺伝子レベルで検討することが可能となる。

（外部資金の名称等）科学研究費補助金（若手研究Ｂ）

（研究等課題名）スギ花粉アレルゲンにおける分子構造の変異に関する研究

全体期間 平成１７年度～平成１８年度

科学研究費補助金 ２，７００千円
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目 的 アイソフォーム特異性のないスギアレルゲン（Cry j 1, Cry j 2）の定
量方法を確立するため、全国のスギ精英樹を対象に、Cryj 1および Cry j
2 のアイソフォームを網羅的に探索し、その変異を明らかにする。さら
に異なるアイソフォームを生産する精英樹をスクリーニングしてその花

粉から Cry j 1, Cry j 2を抽出し、各アイソフォームとモノクローナル抗
体との反応性の差異を明らかにする。

中期目標・計画と 第２の１のイの（イ）

の関連性

平成１７年度の実 東北、関東、関西、九州育種基本区の精英樹を対象に、SSCP 分析に
行状況 よりゲノム中の Cry j 1の塩基配列の変異を調べた。その結果に基づき、

アミノ酸配列に変異があると推定された精英樹の雄花から mRNA を抽
出し、cDNA に逆転写した。また、既存のモノクローナル抗体との反応
性を明らかにするため、これらの精英樹から花粉を採取した。

実施体制 本所育種部育種課の研究職員１名が主として従事した。

成果の活用・寄与 スギ花粉アレルゲンのアイソフォームとモノクローナル抗体との反応

等 性を明らかにすることにより、精度の高いアレルゲンの定量法を確立す

ることができる。

（外部資金の名称等）財団法人 昭和聖徳記念財団

（研究等課題名）日本産シイノキ属の系統分類と植物地理学的研究

全体期間 平成１７年度

科学研究費補助金 ５００千円

目 的 日本産シイノキ属（スダジイ、コジイ）の識別形質（表現型）の違い

を遺伝子レベルで解析し、地理的な遺伝分化を解明する。

中期目標・計画と 中期計画の第２の３の（２）のアの（イ）

の関連性

平成１７年度の実 日本のシイノキ属の分布域を網羅する２５集団を対象に、マイクロサ

行状況 テライト遺伝子座の変異について、シイノキ属の識別形質である葉の表

皮構造の違いと関連して検討した。集団間の遺伝距離に基づきクラスタ

ー分析を行った結果、２５集団は３つのクラスターと６つのサブクラス

ターに分けられた。これら３つのクラスターは、集団内における葉の表
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皮構造の違いを反映し、スダジイまたはコジイが主体となる集団と、ス

ダジイとコジイが混生する集団、あるいは両者の交雑由来の個体を多く

含む集団と考えられた。６つのサブクラスターは、集団の地理的な関係

を反映し、最終氷期以降における分布拡大の経路と密接に関係している

ことが示唆された。

実施体制 本所遺伝資源部探索収集課の研究職員１名が主として従事した。

成果の活用・寄与 分類が困難な種や雑種を形成し易い種の分類・同定のためには、種の

等 もつ全体的な形態変異を把握するとともに、ＤＮＡ分析等の新たな技術

を導入して検討することの有効性を示すことができた。この成果は、収

集、保存された林木遺伝資源の分類・同定に応用されるとともに、遺伝

資源の配布に際して、分類・同定に関する的確な情報を提供できるよう

になることが期待される。
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評価シート２

平成１７年度 評価シート（共通評価単位用）

（大項目）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

評価単位 法人運営における資金の配分状況。（人件費、事業費、一般管理費等法人全

⑮ 体の資金配分方針及び実績、関連する業務の状況、予算決定方式等）

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．法人全体の資金の配分（支出予算の各育種場及び本所各課への配賦）に当たっては、

人件費、業務経費及び一般管理費に区分し、さらに業務経費については、林木新品種

開発経費、林木遺伝資源経費及び海外技術協力経費に区分するとともに、人件費を除

き、それぞれの区分ごとに業務内容ごとの必要額を積み上げて配分を行った。

具体的には、平成１７年１月～２月に、各育種場及び本所各課において、次年度の

事業及び調査・研究のための予算区分ごと業務内容ごとの経費（物件費、役務費、旅

費別掲）及びそれにより期待できる成果・効果を明記した予算要望調書を作成し、こ

れをもとに本所においてヒアリングを行うとともに、年度計画の業務内容等や予算執

行の効率性・有効性を考慮して調整等を行った上で、経費を決定し配分した。

また、配分した予算の執行状況を四半期ごとに本所各課・各育種場別に把握し「事

業等科目別予算執行状況総括表」に取りまとめ、これらをもとに業務の進行状況等に

応じて、年度途中での予算調整を行った。

２．また、前年度に引き続き、平成１７年度においても、業務の効率的な実施や経費節

減等を一層推進する一方で、社会的なニーズ等を勘案して早急に実施することが必要

な業務を「重点課題」として位置づけ、重点的な資金配分を行った。平成１７年度に

選定した業務及び資金（予算）の重点配分額は下表のとおりである。なお、これらの

「重点課題」の実施内容及び平成１７年度の実行状況は、具体的指標№ 2の評価シー

トに記載したとおりである。

① 無花粉スギの探索及び優良品種との人工交配による新品種の開発等

平成１７年度資金（予算）の重点配分額： ５百万円

② ＣＯ２吸収・固定に優れた品種の開発のための容積密度の効率的な計測・評価

手法の開発 平成１７年度資金（予算）の重点配分額： ４百万円

③ マツノザイセンチュウ抵抗性品種のクローン増殖技術の開発及び育種の推進

平成１７年度資金（予算）の重点配分額： ３百万円

④ アカシア属の種間交雑種創出のための基礎的技術の確立

平成１７年度資金（予算）の重点配分額：１０百万円

３．資金配分の実績については、（資料⑮－１）のとおりである。各育種場においては、

各育種基本区における新品種の開発・配布、林木遺伝資源の収集・保存及び関連する

調査・研究の業務を担っており、これに必要な予算を配賦した。

資金配分の結果については、年度計画の第２に係る各評価シートに記載した業務の

実行状況のとおりであり、全体として円滑な業務運営が図られている。
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４．評価委員会の「重点配分により、他の課題への負の影響が大きくならないよう留意

すべきである。」との意見等については、課題の選定や資金の重点配分時に業務分担

の調整やセンター全体の予算執行計画との調整を行うとともに、年度途中においても

進捗状況の把握や必要な調整を行ったところである。この結果、平成１７年度計画に

掲げたすべての項目について、業務の実績が十分に確保され、「達成」と自己評価で

きたことから、重点課題以外の他の課題への負の影響はなかったものと考えている。

５．財務に関する以下の資料は、（資料⑮－２）のとおりである。

①経年貸借対照表

②経年損益計算書

③百分率損益計算書

④予算及び決算比較表

⑤予算、収支計画及び資金計画の計画と実績の差異

⑥運営費交付金債務の発生理由等

６．その他業務運営に関する以下の資料は、（資料⑮－３）のとおりである。

⑦法人における業務の状況を把握するシステム等

⑧給与等の支給状況

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由

資金配分の結果として、業務の実績が十分に確保されたと判断されることから、「ａ」

と評定した。

評価委員会の意見等

重点課題を設けて資金の重点配分等に努力したことは評価できる。

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑮－１）（参考）本所・育種場別の人件費を除く運営費交付金の実行額（決算額）

（単位：千円）

平成１７年度 平成１６年度 増 減 増減の主な理由
本所・育種場等 実行額 実行額

本 所 515,153 517,675 -2,522

業務経費 273,745 237,279 36,466

林木新品種開発経費 222,622 191,157 31,465 重点課題経費の
増

林木遺伝資源経費 20,417 17,752 2,665 修繕経費の増

海外技術協力経費 30,706 28,370 2,336 重点課題経費の
増

一般管理費 241,408 280,396 -38,988 土地建物借料の
減

北海道育種場 38,898 38,256 642

業務経費 29,453 27,907 1,546

林木新品種開発経費 24,550 24,497 53

林木遺伝資源経費 4,903 3,410 1,493 修繕等経費の増

海外技術協力経費 0 0 0

一般管理費 9,445 10,349 -904 維持経費の減

東北育種場 43,502 56,462 -12,960

業務経費 30,355 32,383 -2,048

林木新品種開発経費 26,733 28,876 -2,143 資産購入経費の
減

林木遺伝資源経費 3,602 3,506 96

海外技術協力経費 0 0 0

一般管理費 13,167 24,079 -10,912 新庁舎関係経費
の減

関西育種場 46,484 50,186 -3,702

業務経費 33,712 34,062 -350

林木新品種開発経費 32,471 32,322 149

林木遺伝資源経費 1,240 1,342 -102

海外技術協力経費 0 398 -398

一般管理費 12,773 16,124 -3,351 台風災害関係修
繕経費の減

九州育種場 36,243 49,170 -12,927

業務経費 26,972 39,860 -12,888

林木新品種開発経費 24,426 37,198 -12,772 重点課題経費の
減

林木遺伝資源経費 2,546 2,662 -116

海外技術協力経費 0 0 0

一般管理費 9,271 9,311 -40

センター合計 680,281 711,750 -31,469

業務経費 394,217 371,491 22,726

林木新品種開発経費 330,803 313,852 16,951

林木遺伝資源経費 32,707 28,870 3,837

海外技術協力経費 30,706 28,768 1,938

一般管理費 286,065 340,259 -54,194
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（資料⑮－２）
①経年貸借対照表
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②経年損益計算書
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③百分率損益計算書
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④予算及び決算比較表



- 182 -

⑤予算、収支計画及び資金計画の計画と実績の差異
１．予 算 （単位：百万円）

区 別 予算額 決算額 差額 発生理由

収 入
運営費交付金 ２，０２４ ２，０２４ ０
施設整備費補助金 １２５ １２４ １ 入札差額等による精算額の差
受託収入 １３ １３ ０
諸収入 １ ２ －１ 収入見込額と実績の差
災害補償互助会預託金収入 ２ －２ 互助会解散に伴う預託金の返

金による差
移転補償収入 ６ ５ １ 補償契約見込額と実績の差

計 ２，１６９ ２，１６９ ０

支 出
人件費 １，２９８ １，２４７ ５１ 給与改定、退職手当の減等に

よる差
業務経費 ３７２ ３９４ －２２ 事業実行段階における調整
うち林木新品種開発経費 ３２３ ３３１ －８ 重点課題経費の増による差
うち林木遺伝資源経費 ２９ ３３ －４ 修繕経費の差
うち海外技術協力経費 ２０ ３１ －１１ 重点課題経費の増による差

一般管理費 ３５４ ２８７ ６７ 土地建物借料の減等による差
施設整備費 １２５ １２４ １ 入札差額等による精算額の差
受託経費 １３ １３ ０
移転補償費 ６ ５ １ 補償契約見込額と実績の差

計 ２，１６９ ２，０７０ ９９

（注）四捨五入の関係で計が一致しないところがある。

２．収支計画 （単位：百万円）

区 別 計画額 実績額 差額 発生理由

費用の部 ２，０３０ １，９３９ ９１

経常費用 ２，０２４ １，９３５ ８９
人件費 １，２９８ １，２４７ ５１ 給与改訂等による減
業務経費 ３３１ ３５５ －２４ 事業実行段階における調整
一般管理費 ３５４ ２８６ ６８ 土地建物借料等の減
受託経費 １３ １３ ０
減価償却費 ２８ ３５ －７ 資産購入見込額と実績の差

財務費用 － － －
臨時損失 ６ ５ １
移転補償費用 ６ ５ １ 補償契約見込額と実績の差
固定資産除却損 ０ ０

収益の部 ２，０２９ １，９４０ ８９

経常収益 ２，０２３ １，９３５ ８８
運営費交付金収益収益 １，９８２ １，８８６ ９６ 給与改定、土地建物借料の減

等による差
受託収入 １３ １３ ０
諸収入 １ ２ －１ 収入見込額と実績の差
資産見返運営費交付金戻入 ２４ ３１ －７ 資産購入見込額と実績の差
資産見返物品受贈額戻入 ３ ３ ０
資産見返寄附金戻入 ０ ０
物品受贈益 １ －１ 科研費購入物品が寄付された

ことによる差
臨時利益 ６ ５ １
移転補償収入 ６ ５ １ 補償契約見込額と実績の差

純利益 －１ １ －２ 年度計画策定時の誤謬と収入
目的積立金取崩額 ０ ０ ０ 見込額と実績の差
当期総利益 －１ １ －２

（注）四捨五入の関係で計が一致しないところがある。
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３．資金計画 （単位：百万円）

区 別 計画額 実績額 差額 発生理由

資金支出 ２，１６９ ２，０７０ ９９
業務活動による支出 １，９９７ １，９０４ ９３ 人件費、土地建物借料の減等

による差
投資活動による支出 １７２ １６６ ６ 資産購入見込みと実績との差
財務活動による支出 － － －
翌年度への繰越金 － － －

資金収入 ２，１６９ ２，１６９ ０
業務活動による収入 ２，０３８ ２，０３８ ０
運営費交付金による収入 ２，０２４ ２，０２４ ０
受託収入 １３ １３ ０
その他の収入 １ ２ －１ 収入見込額と実績の差

投資活動による収入 １３１ １３１ ０
施設整備費補助金による収入 １２５ １２４ １
その他の収入 ６ ７ －１ 互助会解散に伴う預託金の返

金による差
財務活動による収入 － － －

（注）四捨五入の関係で計が一致しないところがある。
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⑥運営費交付金債務の発生理由等

１．平成１７年度末の運営費交付金債務の金額とその発生理由は、以下のとおりであり、
妥当性に問題はないと考えている。

運営費交付金債務の金額 発 生 理 由

（平成１３年度発生分）
３７，５１６千円 欠員等による人件費の残分

７６０ 特定独立行政法人災害補償互助会の預託金分

（平成１４年度発生分）
１２０，６７０千円 給与改定及び欠員等による人件費の残分
２６，６３３ 土地・建物借料の減額による残分

４５０ 特定独立行政法人災害補償互助会の預託金分
５５ その他執行残分

（平成１５年度発生分）
９７，８３８千円 給与改定及び欠員等による人件費の残分
１９，９８０ 土地・建物借料の減額による残分

４５６ 特定独立行政法人災害補償互助会の預託金分
７０２ その他執行残分

▲３７，５１６千円 平成１３年度に発生した人件費残分の平成１５年
度人件費への充当分

（平成１６年度発生分）
５９，３６３千円 退職手当及び職員諸手当等による人件費の残分
２１，９２１ 土地・建物借料の減額による残分

６８ 使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車
リサイクル法）に係る預託金分

７６７ その他執行残分
（３１８） うち平成１６年度災害復旧補正予算分

▲１２０，６７０千円 平成１４年度に発生した人件費残分の平成１６年
度人件費への充当分

（平成１７年度発生分）
５１，０４３千円 退職手当及び職員諸手当等による人件費の残分
４４，９９８千円 土地・建物借料の減額による残分

３３千円 その他執行残分

▲９７，８３８千円 平成１５年度に発生した人件費残分の平成１７年
度人件費への充当分

▲６８千円 使用済自動車の再資源化等に関する法律に係る預
託金分の資産見返運営費交付金への振り替え

（期末残高）
２２７，１６１千円
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（資料⑮－３）

⑦法人における業務の状況を把握するシステム等

１．センター全体の業務運営の方針等については、「役員会」を開催（平成１７年度は、
５、６、９、２、３月の５回）し、協議・決定している。

２．業務状況を把握するシステムについては、理事長、理事、部長及び育種場長による「業
務運営会議」を年３回程度開催（平成１７年度は、６、９、３月の３回）し、業務の進
捗状況等について、本所各部・課及び各育種場が取りまとめた資料等により把握・検討
し、必要に応じて業務改善等の指示を行っている。
また、この他にも総務、育種及び林木遺伝資源等部門別の「業務推進会議」を適時に

開催し、さらに細部についての業務の進捗状況や問題点等の把握、改善方策の検討及び
法人の長等からの指示等を行っている。

３．平成１７年度の監事の活動実績は、以下のとおりである。

年 月 日 活 動 内 容

Ｈ１７． ５．１７ 役員会出席
〃 業務の実績に係る評価検討会出席

Ｈ１７． ６．１３ 会計監査（平成１６年度財務諸表、決算報告書等の監査）

Ｈ１７． ６．１６ 役員会出席
〃 業務の実績に係る評価検討会出席

Ｈ１７． ８．２５ 評価・監査中央セミナー（総務省主催）出席
～２６

Ｈ１７． ９． ２ 公会計監査フォーラム（会計検査院主催）出席

Ｈ１７． ９．２９ 業務運営会議出席（平成１７年度の業務の実施状況等について
聴取）

Ｈ１７． ９．３０ 役員会出席

Ｈ１７．１２． ４ 業務監査（関西育種場を対象に平成１７年度の業務の実施状況
～６ 等について実地検査）

Ｈ１８． ２．１３ 業務監査（本所を対象に平成１７年度の業務の実施状況等につ
いて実地検査）

Ｈ１８． ２．１４ 役員会出席

Ｈ１８． ３．１６ 役員会出席（平成１７年度監査結果及び平成１８年度監査計画
について報告・説明）
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⑧給与等の支給状況

１．特定独立行政法人の役職員の給与等については、独立行政法人通則法で、国家公務員

の給与、民間企業の役員及び従業員の報酬・給与、業務の実績、中期計画の人件費の見

積もり等を考慮して定めなければならないとされている。

２．平成１７年度の役職員の給与については、「一般職の職員の給与に関する法律等の一
部を改正する法律」の内容に即して、月例給にあっては、民間との較差（マイナス）の
大きさ等を考慮して、一般職員俸給表のすべて級の俸給月額を同率で引き下げ（改定率
△0.3％）るとともに、その他の俸給表も一般職員俸給表との均衡を基本に引き下げた。
さらに、扶養手当の支給月額を500円引き下げし、期末・勤勉手当等にあっては、民間
の支給割合に見合うよう引き上げ（4.4月分→4.45月分）の改定を行ったところである。

３．国の給与構造の抜本的な改革に準拠した俸給表の大幅な引き下げ（平均△4.8％）、昇
給制度の改正等を平成１８年４月１日から行うこととした。
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評価シート２

平成１７年度 評価シート（共通評価単位用）

（大項目）その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）施設及び設備に関する計画

評価単位 中期計画に定められている施設及び設備について、当該事業年度における
⑯ 改修・整備前後の業務運営の改善の成果

評価単位に係る業務の実績に関する概要

１．平成１７年度は、センター本所において、林木の遺伝子組換え体栽培等施設の新築

を計画どおり行った。本栽培等施設は、屋外での組換え体栽培のための隔離ほ場と組
換え体育成のための温室である特定網室から成る。
当センターでは、遺伝子組換えにより新品種を開発する林木育種技術の実用化を目
的に、遺伝子導入技術の開発を進めており、これまでにスギ、ヒノキ、クヌギで遺伝

子導入実験を行うとともに、隔離した実験室や温室内での組換え体の育成試験を実施
してきた。遺伝子組換え技術の実用化を進めるためには、屋外の自然条件下での組換
え体の生育特性、導入遺伝子の安定性、植栽地の環境への影響を明らかにする必要が
ある。このための栽培等試験については、平成１６年２月に施行された「遺伝子組換

え生物等の使用等の規制による生物の確保に関する法律」及び関連する規定によって、
一定の要件を備えた施設において行うこととされている。新設した隔離ほ場では、農
作物の遺伝子組換え体の隔離ほ場の仕様に加え、強風時における枝の飛散防止のため、
通常２ｍ程度のフェンスの高さを８ｍとし、特定網室では、高さを約９ｍとし、より

生育させた段階での評価を可能にした。

２．本施設は、林木の遺伝子組換え体用としてはわが国初のものであり、本施設を使っ
て、組換え体の屋外での栽培試験等を進めることが可能となったことにより、遺伝子

組換えの手法を用いて、より新品種を開発する林木育種技術の実用化の進展が期待さ
れる。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ

評定理由
計画に沿って、林木の遺伝子組換え体栽培等施設の新築を行い、業務運営の改善の成

果が十分期待されることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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評価シート１

平成１７年度 評価シート（評価単位用）

（大項目）その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）

評価単位 職員の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）

⑰

具体的指標に係る実行状況

１．職員の人事に関しては、平成成１３年度以降、庶務的業務の事務処理方法の改善等
により庶務部門の一般職員を削減する一方、事業部門の一般職員及び研究職員につい
ては中期計画の確実な達成に向けて、職員の退職等の状況を踏まえた新規採用等によ
る要員の確保や業務実態等に応じた要員の配置に努めてきた。

２．平成１７年度については、本所・育種場の中で、本計画期間中に庶務部門の削減を
実施していなかった北海道育種場の庶務係の１名削減を行った。
また、１６年度の一般職員４名の定年（事業部門２名、庶務部門１名）及び中途退

職（庶務部門１名）並びに育種工学課及び海外協力課の研究室長等の欠員等の状況に
対処し、中期計画課題の確実な達成に向けて６名（一般職４名、研究職２名）の新規
採用を行い、その活用によって退職者の後補充や欠員ポストへの配置を行った。なお、

１７年度が中期計画の最終年であることを踏まえ、人事異動は退職者等の後補充に関

連するものなど、必要最小限度のものに限定して実施した。

本所、育種場別の期首及び期末の職員数は（資料⑰－１）のとおりであり、本所に

おいて年度途中の退職により１名が減少した。また、１７年度末の職員数は１４６．

５人となり、中期計画において定めた期末の職員数の目安１４８人を下回った。

なお、人員配置の経年変化については（資料⑰－２）のとおりである。

３．職員研修については、毎年度、研修計画を定め、業務研修、技術研修等を実施して

おり、加えて、若手職員については、オン・ザ・ジョブ・トレーニングとして、所属

係の枠を越えて検定林調査、林木遺伝資源の収集等の現場業務へ参画させることによ

り当該知識、技術の習得を図ってきた。

１７年度については、若手職員を対象に、業務研修においては林木遺伝資源の探索

収集に関する計画手法、特性評価に係わる統計処理手法等の内容で、また、技術研修

については無性繁殖技術等に関する実習を主体にした内容で実施した。

また、農林水産省、人事院等が主催する新採用研修、管理監督者研修、係長養成研

修等について該当者を受講させ、職員の資質の向上に引き続き努めた。（資料⑰－３）

更に、研究職員については、本所及び各育種場の若手研究職員を主に一層の研鑽を

図るため、事業・研究成果発表会や課・研究室における担当研究課題に関連する研究

論文等を紹介する勉強会の実施、関係機関との共同研究への参画、海外を含む学会で

の発表及び研究集会への参加による研究交流の促進などに引き続き努めた。

評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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評定理由

達成×１＋半分以上達成×０．５ １
達成割合＝ ×１００＝ ×１００＝１００％

具体的指標の数 １

計画に沿って、職員について業務運営に沿った適切な配置に努めたことから、具体的
指標の自己評価を「達成」と評定した。本評価単位の自己評価は、達成割合が９０％以
上であることから、「ａ」と評定した。

評価委員会の意見等

評価委員会評定 ａ＋ ａ ｂ ｃ ｄ
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（資料⑰－１）

平成１７年度の本所・育種場別、職種別の職員数（期首／期末）

（単位：人）

区 分 一般職 技術専門職 研究職 再任用職員 合 計

４０ ２ ２７(1) ６９(1)
本 所 ３９ ２ ２７ ６８

１０ １ ５ ０.5 １６.5

北海道育種場 １０ １ ５ ０.5 １６.5

１５ ６ ２１

東北育種場 １５ ６ ２１

１６ ６ ２２

関西育種場 １６ ６ ２２

１２ １ ６(1) １９(1)
九州育種場 １２ １ ６(1) １９(1)

９３ ４ ５０(2) ０.5 147.5(2)
センター合計 ９２ ４ ５０(1) ０.5 146.5 (1)

（注）１ 期首は１７．４．１現在の職員数。

２ 期末は１８．３．３１現在の職員数。

３ 再任用職員については、週２０時間勤務であるため、１人当たり０．５人と換算。

４ 派遣職員は（ ）書きで内書き。
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（資料⑰－２）

（参考）人員の配置状況の経年比較（期首／期末）

（単位：人）

区 分 年 度 １３ １４ １５ １６ １７

庶務部門
27 23 21 21 20

25 23 21 20 20

一般職

事業部門
72 74 73 73 73

72 74 71 73 72

4 4 4 4 4
技術専門職員

4 4 4 4 4

研 究 職
45(2) 46(2) 49(1) 47(1) 50(2)

44(2) 46(1) 49(1) 48(2) 50(1)

再 任 用 職 員
- 0.5 1.5 1.0 0.5

- 0.5 1.5 0.5 0.5

合 計
148 147.5 148.5 146.0 147.5

145 147.5 146.5 145.5 146.5

（注）１ 期首は各年度の４．１現在の職員数。

２ 期末は各年度の３．３１現在の職員数。なお、３月３１日付けでの退職者は職

員数に含め、３月３１日付けでの他機関からの復帰者は職員数に含めていない。

３ 再任用職員については、週２０時間勤務であるため、１人当たり０．５人と換

算。

４ 派遣職員は（ ）書きで内書き。
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（資料⑰－３）
平成１７年度の研修の概要

１ 部内研修の開催

研修の名称 研 修 の 目 的 主 な 内 容 対象者

新採用研修 新規採用職員を対象として ○林木育種事業の概要 H17 年度
林木育種についての基礎知識 ○林木遺伝資源の概要 新規採用職
を習得させることにより、職 ○海外技術協力の概要 員
員としての自覚を促す。

業務研修 林木遺伝資源の収集・保存 ○探索収集計画立案の手法 各育種場
に必要な各般の知識を習得さ ○林木遺伝資源特性評価に係 の遺伝資源
せ、併せて業務運営能力の向 る①統計処理②パスポート 管理課職員
上を図る。 データの概要及び処理方法

技術研修 職務遂行のため必要な育種 ○採穂園管理技術の実習 採用後５
技術、知識等を幅広く習得さ ○無性繁殖技術の実習 年目の職員
せ、併せて資質等の向上を図 ○統計処理技術の実習
る。 ○英文でのコミニュケーショ

ンのとりかた

２ 農林水産省等への研修への参加

研修の名称 研 修 の 目 的 主 な 内 容 対象者

新採用研修 国家公務員としての心構え 公務員制度、農林水産行政 Ⅰ種採用職員
及び農水行政及び林野行政の 概要等
一般的知識の習得

公務員制度、農林水産行政 Ⅱ種採用職員
概要等

公務員制度、農林水産行政 Ⅲ種採用職員
概要等

管理監督者 労使問題等に関する情報を 最近の労働情勢及び労務管 課 長
研修 提供し、農水省における管理 理手法等

体制の整備に資する

情報システ 情報システムの基礎知識の 基礎的なネットワーク及び 係 員
ム統一研修 修得 データベース等

係長養成研 係長としての幅広い知識及 組織の意思決定の手法及び 係 員
修 び教育を付与し将来の中堅幹 公務員倫理等

部の養成

関東地区中 中堅係員に対する職務遂行 倫理、コミュニケーション 係 長
堅係員研修 に必要な基礎的な知識、技術 スキル、障害者への理解等

及び行政的視野の養成

森林技術政 研究と行政の連携に必要な 行政と研究の連携及び地球 研 究 職 員
策研修 知識の修得 環境問題等
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平成１７年度 大項目の評価

大項目 第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

評定 評価単位

ａ 業務の効率化

ａ 業務対象の重点化

ａ 関係機関との連携

達成割合 a+又は a(３×１)＋ b( × 0.5)＋ c又は d( ×０)
＝ １００％

３

評 定 Ａ＋ Ａ Ｂ Ｃ

大項目 第２ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を
達成するためとるべき措置

評定 評価単位

ａ 林木の新品種の開発

ａ＋ 林木遺伝資源の収集・保存

ａ 種苗の生産及び配布

ａ＋ 新品種の開発等のための林木育種技術の開発

ａ 林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価技術の開発

ａ＋ 海外協力のための林木育種技術の開発

ａ 講習及び指導

ａ 行政、学会等への協力

ａ 成果の広報・普及の推進

達成割合 a+又は a(９×１)＋ b( × 0.5)＋ c又は d( ×０)
＝ １００％

９

評 定 Ａ＋ Ａ Ｂ Ｃ
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大項目 第３ 予算(人件費の見積りを含む。)、収支計画及び資金計画

評定 評価単位

ａ 経費節減に係る取り組み

ｂ 受託収入等の増加に係る取り組み

ａ 法人運営における資金の配分状況

達成割合 a+又は a(２×１)＋ b(１× 0.5)＋ c又は d( ×０)
＝ ８３％

３

評 定 Ａ＋ Ａ Ｂ Ｃ

大項目 第６ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

評定 評価単位

ａ 施設及び設備の改修・整備前後の改善効果に関する計画

ａ 職員の人事に関する計画

達成割合 a+又は a(２×１)＋ b( × 0.5)＋ c又は d( ×０)
＝ １００％

２

評 定 Ａ＋ Ａ Ｂ Ｃ
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平成１７年度 総合評価

評定 評価単位

ａ ①業務の効率化

ａ ②業務対象の重点化

ａ ③関係機関との連携

ａ ④林木の新品種の開発

ａ＋ ⑤林木遺伝資源の収集・保存

ａ ⑥種苗の生産及び配布

ａ＋ ⑦新品種の開発等のための林木育種技術の開発

ａ ⑧林木遺伝資源の収集、分類・同定、保存及び特性評価技術の開発

ａ＋ ⑨海外協力のための林木育種技術の開発

ａ ⑩講習及び指導

ａ ⑪行政、学会等への協力

ａ ⑫成果の広報・普及の推進

ａ ⑬経費節減に係る取り組み

ｂ ⑭受託収入等の増加に係る取り組み

ａ ⑮法人運営における資金の配分状況

ａ ⑯施設及び設備の改修・整備前後の改善効果

ａ ⑰職員の人事に関する計画

達成割合 a+又は a(１６×１)＋ b(１× 0.5)＋ c又は d( ×０)
＝ ９７％

１７

評 定 Ａ＋ Ａ Ｂ Ｃ


